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厚生労働科学研究費補助金（健康安全・危機管理対策総合研究事業） 

総括研究報告書 

 

大規模災害時における遺体の埋火葬の在り方に関する研究 

 
研究代表者  横田 勇  静岡県立大学名誉教授、日本環境斎苑協会常任理事 

 

研究要旨 

東日本大震災では、極めて多数の死者が生じ、既存の火葬場で火葬が順調に行えず、一部で

仮埋葬（土葬）となった。これを教訓にすると、都道府県を中心とした広域火葬体制の構築が

急務であり、平素よりの市町村・火葬場・民間事業者等の連携作りが重要となる。また、火葬

場での能力不足、燃料不足、停電等への対応の検討、遺体の適切な管理や葬儀資材の備蓄、搬

送用資材や燃料の確保等の検討も常に行うことが強く求められる。本研究では、このように実

効性のある広域火葬計画と連携体制の構築により、大規模災害時における埋火葬の在り方を提

言するものである。 

初年度は次のような調査を行った。1.被災地の県、市町村、火葬場、民間事業者等に対する

ヒヤリング、現地調査により震災後の対応と被害の全容を把握した。2.全都道府県へのアンケ

ートにより、広域火葬計画の策定・実施状況を把握した。3.全国 1,500 余の火葬場へのアンケ

ートにより、設備能力、災害対策等の実態を把握した。4.調査を実施するため、学識経験者、

自治体、民間事業者等による親委員会及び学識経験者、火葬従事者等による実行委員会を設

置・運営した。 

次年度は初年度の成果を踏まえ、次のことを行う。1.研究の母体となる親委員会及び実行委

員会の運営を継続する。2.初年度を補足する調査・ヒヤリングを実施する。3.その後の研究で

明らかになった震災規模の想定を踏まえ、従来の「広域火葬計画策定指針」を見直す。4.現行

「広域火葬計画」を補完するより広域的な「（仮称）広域協力圏」の概念、施策等を検討する。

5.新たに学識経験者、火葬炉メーカ等による作業部会を設置し、大規模災害時を想定した火葬

場の必要能力の設定、必要な資材、運搬手段等の整備及びこれに伴う財政支援の在り方等を検

討する。また、大規模災害に耐える火葬場の諸基準を提案し、必要とされる施設整備に係る財

政的支援施策等の在り方を検討する。6.先行的に広域火葬計画を策定した都道府県、都道府県

を超えた広域での火葬計画が進む関東や関西に対し、ヒヤリングや意見交換を行い、必要な調

整を行う。7.研究成果の概要を提示し、意見交換と必要な調整を行う。 

 

研究分担者  喜多村悦史  東京福祉大学大学院社会福祉学研究科 教授 

       高岡 昌輝  京都大学大学院工学研究科      教授 
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第１章 研究の趣旨及び研究計画 

第１節 研究の趣旨 

災害時の火葬体制については、平成 7 年１月に発災した阪神・淡路大震災の経験を踏まえ、

地方公共団体を中心とした、遺体の処理等に関する広域的かつ迅速な対応の必要性が強く認識

された。そこで国は同年 7月に、災害対策基本法に基づく「防災基本計画」を改定し、その震

災対策編、風水害対策編及び火山災害対策編のそれぞれにおいて、新たに「保健衛生、防疫、

遺体の処理等に関する活動」編を設けて、以下のような文言を明記した。 

『地方公共団体は、遺体の処理については、火葬場、柩等関連する情報を広域的かつ速やか

に収集し、柩の調達、遺体の搬送の手配等を実施するものとする。また必要に応じ近隣地方公

共団体の応援を得て、広域的な火葬の実施に努めるものとする。なお、遺体については、その

衛生状態に配慮するものとする。』 

これを受けて、厚生労働省（当時は「厚生省」）は平成 8年 1月に、「防災業務計画」を改定

し、同計画の中で『都道府県は、近隣都道府県と協力し、広域的な観点から災害時における遺

体の円滑な火葬を支援するための火葬場の火葬能力、遺体の搬送・保存体制等を記した広域的

な火葬に関する計画の策定（以下「広域火葬計画」）に努める。また、市町村は広域的な火葬

に関する計画に関して職員にあらかじめ十分に周知させること等により、災害時における遺体

の円滑な火葬の支援に備えるように努める。』という規定を設け、都道府県は、広域火葬計画

の策定に努めることとした。 

平成 9 年 11 月、厚生労働省は、都道府県が広域火葬計画を策定するに当って、策定上の留

意事項及び内容等について、「広域火葬計画策定指針」を各都道府県あてに生活衛生局長名で

通達した。 

そこでは「広域火葬」の概念を、『大規模災害により、被災市町村が平常時に使用している

火葬場の火葬能力だけでは、当該市町村の遺体の火葬を行うことが不可能となった場合や当該

火葬場が被災して稼動できなくなった場合において、被災地の周辺の火葬場を活用して広域的

に火葬を行うこと』と規定している。また、広域火葬は、都道府県と市町村の協議があって初

めて円滑に実施されるものであることから、広域火葬計画を策定するに当っては、区域内の市

町村と協議の上、策定することを最優先の留意事項としている。 

このように、広域火葬の円滑な実施のためには、近隣都道府県との連携が不可欠であるため、

計画策定段階から相互に整合性ある計画を策定するとともに、策定された広域火葬計画につい

ては、近隣都道府県と相互に情報交換を行い、周知を図ることとされた。 

阪神・淡路大震災の経験とその後の防災基本計画改定及び厚生省局長通知等によって、当初、

広域火葬計画は全国都道府県によって順調に策定されていくものと思われていたが、それから

14 年経過後に起きた東日本大震災時点までに、広域火葬計画を策定し終えていた都道府県は

極めて少なく、岩手、宮城、福島の被災 3県も未策定であった。 

東日本大震災では、死者は極めて多数となり、既存の火葬場で火葬が十分行えず、一部で仮

埋葬（土葬）が行われることとなった。この対応の遅れは、震災による施設自体の被災、また

は燃料の不足等により、火葬場の機能が一時減殺されたこと、火葬能力を超える多大な死者数

であったこと、県内の他自治体や都府県による受入能力はあるものの、搬送能力が不十分であ

ったこと等によるが、死者への尊厳、公衆衛生上の配慮、遺族感情等を考慮すれば、できるだ

け速やかに適切な火葬が行われるよう対処されることが必要である。従って、このような事態
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が生じないよう、連絡体制の確保はもちろん、予め火葬場の運営に必要な資材が適切に提供さ

れること、被災地域以外の火葬施設の円滑な活用を可能にする広域的な火葬実施体制の構築が

不可欠であることが改めて明らかとなった。これまで国が都道府県に対して策定するよう求め

ていた広域火葬計画が策定されていれば、より円滑な遺体の処理等がなされたのではないかと

悔やまれる。 

国の有識者会議による東南海トラフ巨大地震の被害想定（2012 年 8月 29 日  読売新聞）に

よれば、被災地の範囲は関東から九州までひろがり、死者数は最大で 32 万 3000 人そのうち津

波による死者は 7割に達すると推定されている。このような大規模災害を考えると、我が国全

土にわたって広域火葬計画の策定は不可欠なものと思われる。 

本研究は、先ず、阪神・淡路大震災の経験を踏まえて厚生労働省から「広域火葬計画策定指

針」（平成 9 年）が発せられたにも拘わらず、何故大半の都道府県が広域火葬計画策定に踏み

切らなかったのか、その理由を明らかにしたうえで、同指針の見直すべき点は見直し、あらた

めて以下の３点をにらみつつ、都道府県が真に実効性のある広域火葬計画を策定するうえでの

指針となることを目的としている。 

① 阪神・淡路大震災及び東日本大震災から学んだ知識と経験を踏まえて、現在、全国に立地

する火葬場及びその関連設備や機材・燃料等の備蓄の、数量、規模（能力）、配置及び機能

が、これらと同規模あるいは更なる大規模災害時においても有効かつ適切なものといえるか

否か、またその際の遺体の処置および火葬の業務を円滑に遂行するに足る情報の管理・人材

及びマンパワーの確保のための方策を検討すること 

② 大規模災害時において、国、都道府県、市町村、火葬場、葬祭事業者、火葬場建設・維持

管理事業者、搬送事業者等が、市町村、都道府県等の行政区域にとらわれず、被災規模に応

じて、互いに広域的な、若しくは超広域的な搬送体制、処理体制を構築し、その体制を円滑

に、かつ、迅速に運用できるように日常的な連携、協力関係を結んでおくための方策を検討

すること 

③ 広域火葬計画を円滑に実行するうえでの国の財政支援等のあり方を検討すること 
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第２節 研究計画 

１．この研究を実効あるものとするため、研究協力者として喜多村悦史、高岡正輝を選任し、地

方自治体関係者、火葬施設の実態に詳しい者を加えて委員会を組織した。 

 

【本研究の構成メンバー】 

（１）研究代表者 横田 勇  静岡県立大学名誉教授、日本環境斎苑協会常任理事 

研究分担者 喜多村悦史 東京福祉大学大学院教授 

      高岡 昌輝 京都大学大学院工学研究科教授 

（２）大規模災害時の遺体の埋火葬の在り方検討委員会（親委員会） 

横田 勇 （前掲）：委員長 

喜多村悦史（前掲）：副委員長 

高岡 昌輝（前掲） 

横田 睦   (公社)全日本墓園協会主任研究員、日本環境斎苑協会常任理事 

奥村 明雄  日本環境斎苑協会理事長、(一財)日本環境衛生センター理事長 

工藤 雅志  岩手県県民くらしの安全生活衛生担当課長 

赤尾 牧夫  宮城県食と暮らしの安全推進課長 

野口かほる  東京都環境保健衛生課長 

友久 健二  兵庫県生活衛生課長 

岡崎 博   仙台市生活衛生課長 

川田 明   東京博善㈱施設本部副本部長 

（３）アンケート調査・現地調査実行委員会 

喜多村悦史（前掲）：委員長 

横田 睦 （前掲）：副委員長 

川田 明 （前掲） 

熱海 周一  (財)宮城県公衆衛生協会参与 

福田 米文  滋賀県布引斎苑前所長補佐、日本環境斎苑協会理事 

栗山 茂   京都府亀岡市営火葬場長、日本火葬技術管理士会会長 

（４）（仮称）火葬場整備・基準検討作業部会（予定） 

喜多村悦史（前掲） 

高岡 昌輝（前掲） 

火葬炉メーカ 3～5社（㈱開邦工業、太陽築炉工業㈱、富士建設工業㈱、 

㈱宮本工業所、㈱炉研を想定） 

（５）事務局 

泊瀬川 孚  日本環境斎苑協会事務局長 

森山 雄嗣  日本環境斎苑協会主任研究員 
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２．第 1年度および第 2年度の研究計画 

平成 24～25 年度の 2年間にわたる研究計画を以下のチャートに示す。 

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

設置

第1回 第2回

設置

第1回 第2回 第3回 第4回 第5回

送付回収

送付回収

内容検討 集計

内容検討

内容検討

作成印刷

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

第3回 第4回 第5回 第6回

作成印刷

新広域火葬計画策定指針の骨子
都道府県との意見交換

被災地火葬場対
象

被災県民間事業
者対象

（仮称）広域協力圏火葬計画の検
討

検討作成

年月

区分

震災後対応等
ヒヤリング調査

報告書作成・提出

追跡調査・集計・検討

検討作成

被災県対象

被災地火葬場対
象

追跡調査・集計

追跡調査・集計・検討

広域火葬計画先行都道府県
ヒヤリング調査

ヒヤリング

追跡調査・集計・検討

追跡調査・集計・検討

追跡調査・集計・検討

都道府県対象
広域火葬計画アンケート調査

全国火葬場対象
施設状況アンケート調査

適宜開催

被災県民間事業
者対象

平　　成　　２５　　年　　度

報告書作成・提出

　　現地出向 追跡調査・集計

震災後対応等
ヒヤリング調査

適宜開催

年月

区分

「大規模災害時における遺体の埋火葬の在り方に関する研究」スケジュール（案）

内容検討

内容検討

平　　成　　２４　　年　　度

在り方検討委員会
（親委員会）

調査実行委員会

都道府県対象
広域火葬計画アンケート調査

全国火葬場対象
施設状況アンケート調査

在り方検討委員会
（親委員会）

調査実行委員会

意見交換会開催

新広域火葬計画策定指針の
検討・作成

追跡調査・集計

現地出向

　　現地出向 追跡調査・集計

被災県対象

（仮称）火葬場整備・基準等検討
作業部会
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（１）初年度研究計画 

初年度では次の 5つの調査を実施した。 

① 被災 3県の県庁担当者に対して、被災時の対応及び教訓に関するヒヤリング調査 

② 被災地の民間事業者団体に対して、被災時の対応、連携に関するヒヤリング調査 

③ 被災地における火葬場の状況及び遺体対応に関するヒヤリング調査 

④ 全国都道府県に対して、広域火葬計画策定の実情に関するアンケート調査 

⑤ 全国火葬場に対して、施設状況及び防災対策の実態に関するアンケート調査 

 

（２）2年度研究計画 

2 年度目では、上記の実態を踏まえて、広域火葬計画策定のマニュアルを整理するととも

に、これを実効あるものとするための国の施策の在り方について提言を行うものとする。 

① 初年度を補足する調査・ヒヤリングを実施する。 

② 震災規模の想定を踏まえ、現行の「広域火葬計画策定指針」を見直す。 

③ 「広域火葬」を補完するより広域的な「広域協力圏」の概念、施策等を検討する。 

④ 大規模災害時を想定した火葬場の必要能力の設定、必要な資材、運搬手段等の整備及びこ

れに伴う財政支援のあり方等を検討する。また、大規模災害に耐える火葬場の諸基準を提案

し、必要とされる施設整備に係る財政支援のあり方等を検討する。 

⑤ 先行的に広域火葬計画を策定した都道府県、都道府県を越えた広域での火葬計画が進む関

東地方や関西地方に対し、ヒヤリングや意見交換を行い、大規模災害時における火葬を迅速

かつ円滑に行うための情報ネットワークの在り方等必要な調整を行う。 

⑥ 研究成果の概要を提示し、意見交換と必要な調整を行う。 

⑦ 新「広域火葬計画策定指針」マニュアルを策定する。 

⑧ 計画策定を促す国の施策の在り方等について提言する。 
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第２章 アンケート調査結果 

第１節 都道府県対象「広域火葬計画の策定並びに実施状況に関する調査」 

Ⅰ．まえがき 

平成 7年 1 月 17 日の阪神・淡路大震災を受けて、市町村の域を超えた広域火葬の必要性が

生じたため、被害が少なかった被災地周辺の火葬場の応援を想定して、都道府県単位での「広

域火葬計画の策定」を当時の厚生省が都道府県に通知した。 

しかし、平成 23 年 3月 11 日の東日本大震災発災時に計画を策定していたのは 8自治体とい

われており、大部分の自治体が策定していなかった。 

これを受けて、「なぜ計画策定がされなかったのか」、「計画が策定されていたならば火葬が

よりスムースに行われたのか」などを検証するため、都道府県に対してアンケート調査を行っ

た。 

この結果、100％の 47 都道府県から回答を得ることが出来た。 

Ⅱ．集計結果 

１．広域火葬計画を策定した自治体 

（１）東日本大震災を経験して平成 24 年 10 月 1 日時点で、広域火葬計画を策定しているのは

11 自治体 23.4％となり、策定中は 6自治体 12.8％、策定していないのは 28 自治体 59.6％

となっている。また、その他の回答の中で検討中との回答が 1自治体、地域防災計画、火葬

場の相互応援協力協定、遺体搬送支援協力協定、葬祭用品の提供協定等により広域火葬計画

と同等の対策を図っている。との自治体が 1自治体あった。 

策定した時期は平成 10～19 年の東日本大震災以前が 9自治体、平成 23～24 年の大震災後

に策定したのが 2自治体であった。 

なお、『広域火葬計画を策定していない理由として、「地域防災計画に盛り込まれているの

で十分である」』と別の設問で回答したのが 7自治体であった。 

（２）広域火葬計画策定にあたって、平成 12 年度の厚生省が通知した策定指針に沿った内容及

び策定指針と異なった項目を尋ねた結果は、第一（趣旨）、第二（広域火葬計画策定上の留

意事項）、第三（広域火葬計画の記載事項）、第四（広域火葬体制の整備）については、多く

の自治体がおおむね策定指針に沿っており、異なっている項目が多いのは 3自治体であった。 

指針と異なっている項目は以下のとおりである。 

・相互扶助協定の締結 

・情報伝達手順の確立 

・職員に対して広域火葬計画の内容について習熟を図る。 

・広域火葬計画についての研修、訓練を通じて市町村等関係者への周知徹底を図る。 

・市町村に対して、実践的な手引き等を作成し、研修等を行うよう必要な助言を行う。 

・災害発生時に、迅速かつ正確な情報伝達が行われるよう庁内の部局間、市町村と都道府

県間、近隣都道府県間、市町村と火葬場間等の連絡体制の点検に努める。 

・広域火葬計画について、火葬場の整備状況等に応じて適宜点検を行い、必要に応じて見

直しを行う。 

・市町村に対しても手引き等の点検又は見直しの必要性について周知を図る。 

などである。 
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さらに、策定指針が実情に合わない、もしくは、策定に苦慮した項目があったのも 3自治

体であった。 

（３）計画策定した 11 自治体のうち、東日本大震災を受けて「計画見直しを予定している」の

は 1自治体、「見直しを検討中」は 1自治体、他の 9自治体は「見直す予定はない」であっ

た。 

 

２．広域火葬計画を策定しない自治体 

（１）広域火葬計画を策定しない理由を聞いたところ、「地域防災計画に盛り込まれているから」

が 7自治体、「必要と思わない」が 2自治体、「策定指針に不具合があるから」は 0、その他

17 自治体であった。 

その他の意見の内容を表－1に示す。 

 

表－1 広域火葬計画を策定していない理由のうち、その他の内容 

 

 （２）地域防災計画の中で、広域火葬計画策定指針に示す項目が盛り込まれている状況 

２（１）において、「地域防災計画に盛り込まれている」と回答したのは 7 自治体で、盛

り込まれている項目は表－2のとおりである。 

各自治体で共通項目が多い項目は、以下のとおりである。 

・第 1：広域火葬の趣旨 

・第 3：広域火葬計画の記載事項 

広域火葬の基本方針 

広域火葬実施のための体制 

被害状況の把握 

広域火葬の応援・協力要請 

火葬要員の派遣要請及び受け入れ 

遺体保存対策 

遺体搬送手段の確保 

相談窓口の設置 

・第 4：広域火葬体制の整備 

件数
1
1
2
1
2
1
1
1
1
1
1
2
1
1

　業者と協定を締結し、近隣4県とも協定を締結しているから対応可能と考えている。

　市町村間の調整が困難である。
　広域連合として応援・援助要綱を作成中
　地域防災計画に盛り込めないか検討中
　今後検討予定
　まずは、県内の火葬場の連携について協議・検討が必要である。
　防災計画に記載及び緊急連絡網、業者との協定がある。

　平成9年11月13日の通知内容で十分だから。
　地域防災計画で検討しているから。

　検討中
　地域防災計画に盛り込まれているが、今後検討。
　業務多忙のため対応できない。
　必要と思うが、問題点や課題の検証を行っていないから。

そ　の　他　の　内　容
　市町村の相互支援は容易にはかられるから。



- 11 - 
 

遺体保存のための資機材の確保 

などである。 

表－2 地域防災計画に盛り込まれている策定指針の項目 

 

（３）東日本大震災を経験して広域火葬計画の必要性についての認識では、「必要と思ったので

近いうちに策定する予定である」が 3自治体、「必要と思うが、策定した効果があったか疑

問である」が 5自治体、「必要と思わない」は 3自治体であった。 

「その他」は 17 自治体であり、その意見は表－3 のとおりであり、検討中などを含める

と多くの自治体で必要と考えていた。 

 

３．広域火葬計画策定指針について、「知っている」は 29 自治体、「その他」と回答している 2

自治体については、知っているがその内容を詳細まで理解していなかったとの回答であった。

「記載内容は適正である」が 27 自治体であった。 

 

４．策定指針に求める項目 

2 自治体から意見があり、次のとおりである。 

・都道府県を超えた広域火葬が必要となった場合の要請方法として、直接要請するのか、国

からの要請か。 

・受け入れ側の県は、どこまでかかわるか 

・火葬許可や埋葬手続きの簡略化について、国の通知を待たずに自治体の判断で進めること

ができるようルール化すること。 

・全国の火葬場の数や能力について、国で把握し、各自治体に公表してほしい。 

 

第一　趣旨 趣旨
策定の体制
現状の把握
基本方針
広域火葬の実施のための体制
被災状況の把握
広域火葬の応援・協力の要請
火葬場の選定
火葬要員の派遣要請及び受入
遺体保存対策
遺体搬送手段の確保
相談窓口の設置
火葬許可の特例的取扱
引き取り者のない焼骨の保管
現状の把握
相互扶助協定の締結
遺体保存のための資機材等の確保
遺体搬送手段の確保
情報伝達手順の確立

第五　広域火葬計画策定後の措置
災害発生時に、迅速かつ正確な情報伝達が行われるよう、庁内
の部局間、市町村と都道府県間、都道府県と近隣都道府県間、
市町村と火葬場間等の連絡体制の点検に努める

第四　広域火葬体制の整備

第二　広域火葬計画策定上の留意事項

第三　広域火葬計画の記載事項
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表－3 広域火葬計画の必要性についてその他の意見 

    

件数
1
1
1
1
4
1
1
1
1
1
1
1
2

そ　の　他　の　内　容
　当県では必要がない。
　平成9年11月13日の通知内容で可能であった。
　必要と思ったので策定した。
　大規模災害に備えて、従来の協定に加えて必要性を検討したい。
　必要と思うので今後策定する。
　必要性を認識しているが市町間の調整が困難。
　検討中
　現状把握を考えている。
　地域防災計画で対応している。
　必要と思うが、まず県内の連携を図る。
　地域防災計画で対応しているが、全国的な状況を見て検討したい。
　必要性はあるが、計画策定がすべてではない。
　必要と思うが策定は未定。  

 

５．東日本大震災後について 

（１）自らの域内の火葬場が、被災者の火葬依頼を把握していたかどうかの設問に、「件数等の

情報を把握している」のは 6自治体であり、これらの自治体は、受入の窓口であったため情

報を把握していた。「火葬場あるいは市町村からの報告で把握している」のは 5自治体であ

った。「火葬依頼はあったが対応を市町村に任せた」のは 3自治体であった。「火葬依頼はな

かった」のは 20 自治体、「把握していない」のは 11 自治体であった。 

その他としては、「自らの域内に避難してきた被災者の火葬については把握している」、「被

災県の依頼で自らの域内の火葬状況を調査した」があった。 

（２）火葬依頼地域と件数 

火葬依頼をした地域と、火葬を受けた自治体名および件数は表－4のとおりである。 

（３）域内の被災者の火葬を、他の都道府県に火葬依頼したかどうか 

都道府県が主体的に依頼の窓口になったケースはなかったが、岩手県は、「近隣自治体へ

の火葬受入要請を行ったが、情報把握は行っていない」と回答している。宮城県は、市町村

からの報告で依頼した件数等把握しており、その件数は合計 2,559 件、依頼先は山形県、東

京都、岩手県、秋田県、福島県、埼玉県、北海道、青森県、栃木県である。 

（４）「被災地の火葬場からの火葬要員の派遣要請」及び「自らの都道府県域内火葬場からの他

の都道府県への要員派遣要請」はともになかった。 

（５）大震災を経験して、自らの域内の火葬場管理者に対して指導すべきことの有無については、

「特にない」が最も多く 29 自治体、「災害対策の強化」が 12 自治体、「火葬要員の支援体制

の強化」が 11 自治体、「火葬場の状況の報告」が 9自治体などであった。(複数回答) 
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表－4 火葬依頼地域と受けた自治体および件数 

        

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

      

注：岐阜県のケースは、一時避難者が戸籍移動無く火葬されたもの 

 

（６）自らの域内の現状の火葬場の状況把握については、「十分に把握しており災害時にも対応

できる」が 8自治体、「把握しているが、災害時には心配がある」が 30 自治体と最も多く、

「把握していない」は 4自治体であった。その他の回答では「把握しているが十分ではなく

今後調査をする」などであった。 

（７）災害対策を強化すべき項目では、「防災訓練の実施」が 30 自治体、「備蓄品の確保」が 38

自治体、「耐震診断、自家発電機設置等の設備対策」が 34 自治体であった。その他としては、

5件あり、「マニュアルの整備」、「葬祭事業者との協定締結」などであった。(複数回答) 

（８）災害対策として火葬場で備蓄すべきものでは、「火葬用燃料」が 42 件と最も多く、「電気

（自家発電機の設置）」が 39 件、「遺体搬送用燃料」が 19 件、「遺体搬送用車両」が 18 件な

どであった。(複数回答) 

（９）遺体保存対策の強化としてすべきこととしている項目では、「遺体安置所の確保」が 39

件、「遺体保存のための必要な物資の調達」が 42 件、「作業要員の確保」が 32 件などであっ

た。(複数回答) 

（10）遺体搬送手段の確保、確認としてすべきこととしている項目では、「遺体搬送車両の整備」

が 19 件、「遺体搬送民間業者との連携」が 45 件であった。その他の回答でも「車両の確保」

や「運転要員の確保」などであった。(複数回答) 

（11）火葬要員の支援体制の強化としてすべきこととしている項目では、「市町村あるいは火葬

場からの支援体制に関する報告」が 27 件、「火葬場との連携、連絡体制の確立」が 40 件な

どであった。(複数回答) 

  

６．大災害に備えた対策、連絡体制 

（１）市町村担当者連絡会議の設置状況は、「定期的に開催」が 5自治体、「不定期だが開催」が

5 自治体、「設置したがほとんど機能していない」が 1 自治体、「設置していない」が 30 自

治体であった。その他として「地域災害対策連絡会や防災対策の中で連携」、「防災対策局で

対応している」など 6自治体であった。 

火葬を受け入れた地域 火葬を依頼した地域 件 数 

北 海 道 宮城県塩釜市 27  

青 森 県 岩手県、宮城県 75  

秋 田 県 岩手県、宮城県 325  

福 島 県 相双地域（福島県浜通り中北部） 359  

栃 木 県 岩手県、宮城県、福島県 69  

埼 玉 県 岩手県、宮城県、福島県 52  

東 京 都 宮城県 860  

千 葉 県 岩手県 207  

長 野 県 石巻市、陸前高田市 3  

岐 阜 県 岐阜県郡上地域 1  

合計  1,978 
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定期的に開催の頻度は、「年 1 回以上」が 4 自治体、「2～3 年に 1 回」が 1 自治体であっ

た。 

「設置したが開催していない」、あるいは「ほとんど機能していない」場合の理由は、「必

要性を感じながら」が 4 自治体、「必要は感じるが他の業務多忙のため」が 15 自治体、「都

道府県が行う業務ではないから」が 2 自治体であった。その他の回答としては、「災害関係

全体で対応している」、「墓埋法に関する業務は区市町村が行っているため、県が主導する立

場にない」、「市町担当者との連携は可能」、「市町間の調整が困難」、「必要性は感じるが地域

防災計画の中で優先順位は低い」などであった。 

連絡会議以外の連絡、情報交換等の有無については、「連絡網が出来ており定期的に行っ

ている」が 5自治体、「連絡網が出来ており非常時には連絡できる」が 8自治体、「連絡網が

出来ているが非常時以外は使わない」が 9 自治体、「必要がないので行っていない」が 4 自

治体、「必要性は感じるが他の業務多忙で行っていない」が 12 自治体であった。その他とし

ては、「何らかの方法で情報交換を行っている」が 8自治体、「常に連絡できる体制は必要で

ある」が 1自治体であった。 

（２）火葬場間の連絡会議の設置状況は、「都道府県主導で設置」が 5自治体、「設置していない」

が 14 自治体、「都道府県では把握していない」が 27 自治体であり、「火葬場（市町村）主導

で設置」は 0であった。その他として「広域火葬計画策定にあたって火葬場担当者と協議を

行った」が 1自治体であった。 

都道府県主導で設置した場合の開催頻度は、「定期的に開催している」が 4自治体、「不定

期の開催である」が 1自治体であった。 

（３）民間業者間の連絡会議の設置状況は、「都道府県主導で設置した」が 1自治体、「設置して

いない」が 17 自治体、「都道府県では把握していない」が 26 自治体であり、「市町村主導で

設置した」は 0であった。その他として「協定を締結あるいは締結予定」が 3自治体であっ

た。 

都道府県主導で設置した場合の開催頻度は、「定期的に開催した」が 1自治体であった。 

 

７．その他 

（１）広域火葬計画策定の財政負担では、「自己財源で策定すべき」が 13 自治体、「国庫補助が

望ましい」が 27 自治体であった。その他として「どちらでもよい」、「分からない」、「資機

材等の確保には国庫補助が望ましい」などであった。 

（２）２（２）の結果と重なるが、地域防災計画における広域火葬に関する記述について、「広

域火葬計画に相当する記述がある」が 22 自治体、「広域火葬についてあまり記述されていな

い」が 18 自治体、「広域火葬について全く記述されていない」が 2自治体であった。 

その他としては、「広域火葬計画を策定する旨の記述の盛り込みについて調整中である」、

「地域防災計画と協定で広域火葬は可能である」、「必要に応じて広域的火葬を実施する旨を

定め、広域火葬計画で具体化する」であった。 
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　　　　　　都道府県対象

「広域火葬計画の策定並びに実施状況に関する調査」

アンケート調査集計結果、グラフ

厚生労働科学研究費補助金「大規模災害時における遺体の埋火葬の在り方に関する研究」

特定非営利活動法人　日本環境斎苑協会

平成24年度
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第３　広域火葬計画の策定状況
設問4　広域火葬計画策定状況
状　況 件数 割合％

策定している 11 23.4
現在策定中 6 12.8
策定していない 28 59.6
その他 2 4.3

その他の意見
・検討中
・地域防災計画で規定

設問5　計画策定時期
時　期 件数 割合％

平成10-13年度 5 45.5
平成17-19年度 4 36.4
平成23-24年度 2 18.2

設問9　策定指針の内容が実情に合わないこと
項　目 件数 割合％

ある 3 27.3
特にない 7 63.6
その他 1 9.1

策定している, 11 

現在策定中, 6 
策定していない, 28 

その他, 2 

設問4 広域火葬計画策定状況

平成10－13年
度, 5 

平成17－19年
度, 4 

平成23－24年
度, 2 

設問5 計画策定年度

ある, 3 

特にない, 7 

その他, 1 

設問9 指針の内容が実情に合わないこと
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設問12　東日本大震災を経験して見直すか
項　目 件数 割合％

見直す 1 9.1
検討中 1 9.1
見直す予定はない 9 81.8

設問13　広域火葬計画を策定していない理由
項　目 件数 割合％

地域防災計画に
盛り込まれている

7 26.9

策定指針に不具
合がある

0 0.0

必要と思わない 2 7.7
その他 17 65.4

設問13　広域火葬計画を策定していない理由
件数
1
1
2
1
2
1
1
1
1
1
1
2
1
1

　今後検討予定
　まずは、県内の火葬場の連携について協議・検討が必要である。
　防災計画に記載及び緊急連絡網、業者との協定がある。

　地域防災計画で検討しているから。
　業者と協定を締結し、近隣4県とも協定を締結しているから対応可能と考えている。
　検討中
　地域防災計画に盛り込まれているが、今後検討。

　広域連合として応援・援助要綱を作成中
　地域防災計画に盛り込めないか検討中

　業務多忙のため対応できない。
　必要と思うが、問題点や課題の検証を行っていないから。
　市町村間の調整が困難である。

　平成9年11月13日の通知内容で十分だから。

そ　の　他　の　内　容
　市町村の相互支援は容易にはかられるから。

見直す, 1 

検討中, 1 

見直す予定は
ない, 9 

設問12 東日本大震災を経験して計画を見直すか

地域防災計画
に盛り込まれて
いる, 7 

必要と思わな
い, 2 

その他, 17 

設問13 広域火葬計画を策定していない理由
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設問15　東日本大震災後広域火葬計画の必要性
項　目 件数 割合％

必要、策定予定 3 10.7
必要、効果は疑問 5 17.9
必要と思わない 3 10.7
その他 17 60.7

設問15　東日本大震災後広域火葬計画の必要性
件数
1
1
1
1
4
1
1
1
1
1
1
1
2

設問16　策定指針を知っているか
項　目 件数 割合％

知っている 29 80.6
知らなかった 5 13.9
その他 2 5.6

　現状把握を考えている。
　地域防災計画で対応している。
　必要と思うが、まず県内の連携を図る。
　地域防災計画で対応しているが、全国的な状況を見て検討したい。

　必要と思うので今後策定する。
　必要性を認識しているが市町間の調整が困難。
　検討中

　当県では必要がない。
そ　の　他　の　内　容

　必要と思うが策定は未定。
　必要性はあるが、計画策定がすべてではない。

　平成9年11月13日の通知内容で可能であった。。
　必要と思ったので策定した。
　大規模災害に備えて、従来の協定に加えて必要性を検討したい。

必要、策定
予定, 3 

必要、効果は
疑問, 5 

必要と思わな
い, 3 

その他, 17 

設問15 大震災後広域火葬計画の必要性

知っている, 29 

知らなかった, 5 

その他, 2 

設問16 策定指針を知っているか
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設問17　策定指針の記載内容
項　目 件数 割合％

適正でない部分
がある

1 3.4

適正である 27 93.1
その他 1 3.4

第４　東日本大震災後について
設問21　被災者の火葬依頼を圏域内火葬場で受けたか
項　目 件数 割合％

受け入れの窓口
だったので把握し
ている

6 12.8

火葬場あるいは市
町村からの報告で
把握している

5 10.6

依頼はあったが、
市町村に任せた

3 6.4

火葬依頼はなかっ
た

20 42.6

把握していない 11 23.4
その他 2 4.3

火葬依頼地域と件数
受けた地域 件数
北海道 27
青森県 75
秋田県 325
福島県 359
栃木県 69
埼玉県 52
東京都 860
千葉県 207
長野県 3
岐阜県 1

設問23　圏域内の被災者の他都道府県への火葬依頼
項　目 件数 割合％

依頼の窓口だった
ので把握している

0 0.0

市町村からの報告
で把握している

1 2.1

火葬場あるいは市
町村に任せた

0 0.0

依頼はしなかった 26 55.3
把握していない 18 38.3
その他 2 4.3

宮城県
同上

岩手県
石巻市、陸前高田市
岐阜県郡上地域

依頼した地域
宮城県塩釜市
岩手県、宮城県
同上

相双地域（福島県浜通り中北部）
岩手県、宮城県、福島県

適正でない部
分がある, 1 

適正である, 27 

その他, 1 

設問17 策定指針の記載内容

受け入れの窓
口だったので把
握している, 6 

火葬場あるい
は市町村から
の報告で把握
している, 5 

依頼はあった
が、市町村に
任せた, 3 

火葬依頼はな
かった, 20 

把握していな
い, 11 

その他, 2 

設問21 火葬依頼を圏域内で受けたか

市町村からの
報告で把握して
いる, 1 

依頼はしな
かった, 26 

把握していな
い, 18 

その他, 2 

設問23 圏域内の被災者の他都道府県への依頼
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設問32　火葬場で備蓄すべきもの
項　目 件数 割合％

火葬用燃料 42 35.0
自家発電機の設置 39 32.5
遺体搬送用燃料 19 15.8
遺体搬送車両 18 15.0
その他 2 1.7

設問33　遺体保存対策の強化
項　目 件数 割合％

遺体安置所の確保 39 33.6
保存のための物資調達 42 36.2
作業要員の確保 32 27.6
その他 3 2.6

設問34　遺体搬送手段の確保
項　目 件数 割合％

遺体搬送車両の整備 19 27.5
民間業者との連携 45 65.2
その他 5 7.2

その他の意見
遺体搬送車両の確保、運転要員の確保、緊急車両として登録など

火葬用燃料, 42 

自家発電機の
設置, 39 

遺体搬送用燃
料, 19 

遺体搬送車両, 
18 

その他, 2 

設問32 備蓄すべきもの

遺体安置所の
確保, 39 

保存のための
物資調達, 42 

作業要員の確
保, 32 

その他, 3 

設問33 遺体保存対策の強化

遺体搬送車両
の整備, 19 

民間業者との
連携, 45 

その他, 5 

設問34 遺体搬送手段の確保
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設問35　火葬要員支援体制の強化
項　目 件数 割合％

火葬場あるいは市
町村から支援体制
に関する報告

27 39.7

火葬場との連携、
連絡体制の確立

40 58.8

その他 1 1.5

第５　大規模災害に備えた対策、連携体制
設問36　担当者会議の設置
項　目 件数 割合％

定期的に開催 5 10.6
不定期に開催 5 10.6
設置したが開催していない 0 0.0
設置したが機能していない 1 2.1
設置していない 30 63.8
その他 6 12.8

その他の意見
防災対策で連携、火葬担当部署では実施していないなど。

設問37　定期的な開催頻度
項　目 件数 割合％

年１回以上 4 80.0
２～３年に１回 1 20.0
３年以上に１回 0 0.0

火葬場あるい
は市町村から
支援体制に関
する報告, 27 

火葬場との連
携、連絡体制の
確立, 40 

その他, 1 

設問35 火葬要員支援体制の強化

定期的に
開催, 5 

不定期に開
催, 5 

設置したが機
能していない, 1 

設置していな
い, 30 

その他, 6 

設問36 連絡会議の設置

年１回以上, 4 

２～３年に１回, 
1 

設問37 定期的な開催頻度
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設問38　不定期の開催
項　目 件数 割合％

１年以内に開催し
た

3 60.0

東日本大震災以
降開催していない

2 40.0

１年以上大震災後
開催した

0 0.0

設問39　設置したが開催していない、または設置したが機能していない、あるいは設置していない理由
項　目 件数 割合％

必要性を感じない 4 13.3
他の業務多忙 15 50.0
都道府県が行う業
務ではない

2 6.7

その他 9 30.0

その他の意見
・県が主導する立場にない。
・火葬業務に特化せず、災害関係残体として対応している。
・地域防災計画の中で行っている。
・地域防災計画の中で優先順位は低い。。
・今後の検討課題である。
など

設問40　連絡会議以外の連絡、情報交換など
項　目 件数 割合％

連絡網で定期的
に電話、文書等交
換している

5 10.9

連絡網があるが非
常時以外行わな
い

9 19.6

連絡網はないが
非常時は連絡で
きる

8 17.4

必要がないので
行っていない

5 10.9

必要性は感じるが
多忙で行っていな
い

12 26.1

その他 7 15.2
その他の意見
・連絡体制はある。
・必要に応じて電話、メール等で情報交換している。
・連絡網はないが必要に応じて情報交換している。
・連絡網はあり見直しを検討中など

１年以内に開
催した, 3 

東日本大震災
以降開催して
いない, 2 

設問38 不定期な開催頻度

必要性を感じな
い, 4 

他の業務多忙, 
15 

都道府県が行う業
務ではない, 2 

その他, 9 

設問39 開催していない理由

連絡網で定期
的に電話、文
書等交換して
いる, 5 

連絡網がある
が非常時以外
行わない, 9 

連絡網はない
が非常時は連
絡できる, 8 

必要がないの
で行っていな
い, 5 

必要性は感
じるが多忙
で行ってい
ない, 12 

その他, 7 

設問40 連絡会議以外の連絡等
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設問41　火葬場間の連絡会議の設置
項　目 件数 割合％

都道府県主導で設置 5 10.6
火葬場主導で設置 0 0.0
設置していない 14 29.8
把握していない 27 57.4
その他 1 2.1

その他の意見
広域火葬計画策定にあたって火葬場担当者と協議を行っている。

設問42　都道府県主導で設置の場合開催頻度
項　目 件数 割合％

定期的に開催 4 80.0
不定期に開催 1 20.0
開催していない 0 0.0
機能していない 0 0.0

設問43　民間業者間の連絡会議の設置
項　目 件数 割合％

都道府県主導で設置 1 2.1
市町村主導で設置 0 0.0
設置していない 17 36.2
把握していない 26 55.3
その他 3 6.4

その他の意見
協定を結んだ、葬祭協定を締結予定など

都道府県主導
で設置, 5 

設置していな
い, 14 

把握していな
い, 27 

その他, 1 

設問41 連絡会議

定期的に開催, 
4 

不定期に開催, 
1 

設問42 都道府県主導の連絡会議の開催

都道府県主導
で設置, 1 

設置していな
い, 17 

把握していな
い, 26 

その他, 3 

設問43 民間事業者間の連絡会議
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第６　その他
設問45　広域火葬計画策定の財政負担
項　目 件数 割合％

自主財源で策定すべき 13 28.9
国庫補助があるべき 27 60.0
その他 5 11.1

その他の意見
機材の確保等国庫補助が望ましい、どちらでも構わない、など

設問46　地域防災計画での広域火葬の記述
項　目 件数 割合％

記述がある 22 48.9
あまり記述されていない 18 40.0
まったく記述がない 2 4.4
その他 3 6.7

自主財源で策
定すべき, 13 

国庫補助があ
るべき, 27 

その他, 5 

設問45 計画策定の財政負担

記述がある, 22 
あまり記述され
ていない, 18 

まったく記述
がない, 2 

その他, 3 

設問46 地域防災計画での広域火葬の記述
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厚生労働科学研究 

「大規模災害時における遺体の埋火葬の在り方に関する研究」 

 

 

 

広域火葬計画の策定並びに実施状況 
に関する調査 

 

 

 

（都道府県対象アンケート調査） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成２４年１２月 
 

 

 

 

 

特定非営利活動法人日本環境斎苑協会 
 
 
 
 
 

調査票のご返送期限は平成 24 年 12 月 28 日（金）ですので、ご協力をお願いします。 
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調査票の構成 

第１ 調査票記入者について ····················································· 29 

第２ 貴都道府県内の埋火葬 ····················································· 29 【設問 1～ 3】 

第３ 広域火葬計画の策定状況 ·················································· 30 【設問 4～20】 

第４ 東日本大震災後について ·················································· 40 【設問21～35】 

第５ 大規模災害に備えた対策、連携体制 ···································· 44 【設問36～44】 

第６ その他 ········································································ 46 【設問45～46】 

第７ 最後に ········································································ 47 【設問47～50】 

提出先・問合せ先に ································································ 50 
 

 

 

 

 

 

 

 

【調査票記入上のご注意】 

a.本調査の調査基準日は、平成 24 年 10 月 1日です。 

本調査票のご返送の締切日は、平成 24 年 12 月 28 日ですので、よろしくお願いします。 

b.本調査の対象とする火葬場は、稼動可能な火葬場（最近火葬実績がなくてもよい、炉、排

気筒（煙突）、建物の三要素を備えた火葬場）で、市町村、一部事務組合、公益・宗教法人、

企業、国立療養所等が経営管理する火葬場です。 

自治会（集落）の共有火葬場は、原則として本調査の対象外ですが、実態が把握でき稼動

可能な火葬場については対象と考えて下さい。 

c.記入式設問の回答方法 

設問中のアンダーライン上に、直接、該当する事項・数値をご記入下さい。 

d.選択式設問の回答方法 

選択肢の左側の○（一つを選択しご回答下さい）または□（該当する項目すべてにご回答

下さい）に「レ」をご記入下さい。 

e.参考となる資料等がございましたら、本アンケートと併せてお送り下さい。 
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第１ 調査票記入者について 

住 所 〒   -                                    

所 属                          氏名             

電話(内線)      -    -    (   )、FAX      -     -      

E-mail                                         

 

 

第２ 貴都道府県内の埋火葬 

【設問１】人口（平成 24 年 3月 31 日または 4月 1日現在） 

              人 

【設問２】平成 23 年度埋火葬実績 

1.死亡者数          人 

2.火葬数           人 

3.埋葬数           人 

【設問３】貴都道府県内の火葬施設数 

              施設 
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第３ 広域火葬計画の策定状況 

【設問４】広域火葬計画（厚生省通知、平成 9年 11 月 13 日に基づく）を策定していますか。 

○ 策定している 

○ 策定していない  ⇒ 設問 13 へお進み下さい。 

○ 現在、策定中である  ⇒ 設問 16 へお進み下さい。 

○ その他（                              ）  

⇒ 設問 16 へお進み下さい。 

【設問５】広域火葬計画はいつ策定されましたか。 

平成（        ）年（        ）月 

※広域火葬計画、その他参考資料がございましたら、本アンケートと併せてお送り下さい。 

【設問６】策定された広域火葬計画は、厚生省通知別紙「広域火葬計画策定指針」（以下「策定

指針」という。）に記された各項目ごとに比較して、沿った内容と思われるものに「レ」を

ご記入下さい。 

1.第一 趣旨 

□ 趣旨 

2.第二 広域火葬計画策定上の留意事項 

□ 策定の体制 

□ 現状の把握 

□ その他  

3.第三 広域火葬計画の記載事項 

□ 基本方針 

□ 広域火葬の実施のための体制 

□ 被災状況の把握 

□ 広域火葬の応援・協力の要請 

□ 火葬場の選定 

□ 火葬要員の派遣要請及び受入 

□ 遺体保存対策 

□ 遺体搬送手段の確保 
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□ 相談窓口の設置 

□ 災害以外の事由による遺体の火葬 

□ 火葬状況の報告 

□ 火葬許可の特例的取扱 

□ 引き取り者のない焼骨の保管 

4.第四 広域火葬体制の整備 

□ 現状の把握 

□ 広域火葬実施のための組織 

□ 相互扶助協定の締結 

□ 遺体保存のための資機材等の確保 

□ 遺体搬送手段の確保 

□ 情報伝達手順の確立 

5.第五 広域火葬計画策定後の措置 

□ 職員に対し、広域火葬計画の内容について習熟を図る 

□ 市町村の協力を得て、随時被害想定に応じた広域火葬訓練の実施 

□ 広域火葬計画についての研修、訓練等を通じて市町村等関係者への周知徹底を図

る 

□ 市町村に対して、実践的な手引き等を作成し、研修等を行うよう必要な助言を行

う 

□ 災害発生時に、迅速かつ正確な情報伝達が行われるよう、庁内の部局間、市町村

と都道府県間、都道府県と近隣都道府県間、市町村と火葬場間等の連絡体制の点検

に努める 

□ 広域火葬計画について、火葬場の整備状況等に応じて適宜点検を行い、必要に応

じて見直しを行う 

□ 市町村に対しても手引き等の点検又は見直しの必要性について周知を図る 
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【設問７】策定された広域火葬計画は、策定指針に記された各項目ごとに比較して、異なってい

る内容と思われるものに「レ」をご記入下さい。 

1.第一 趣旨 

□ 趣旨 

2.第二 広域火葬計画策定上の留意事項 

□ 策定の体制 

□ 現状の把握 

□ その他  

3.第三 広域火葬計画の記載事項 

□ 基本方針 

□ 広域火葬の実施のための体制 

□ 被災状況の把握 

□ 広域火葬の応援・協力の要請 

□ 火葬場の選定 

□ 火葬要員の派遣要請及び受入 

□ 遺体保存対策 

□ 遺体搬送手段の確保 

□ 相談窓口の設置 

□ 災害以外の事由による遺体の火葬 

□ 火葬状況の報告 

□ 火葬許可の特例的取扱 

□ 引き取り者のない焼骨の保管 

4.第四 広域火葬体制の整備 

□ 現状の把握 

□ 広域火葬実施のための組織 

□ 相互扶助協定の締結 

□ 遺体保存のための資機材等の確保 
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□ 遺体搬送手段の確保 

□ 情報伝達手順の確立 

5.第五 広域火葬計画策定後の措置 

□ 職員に対し、広域火葬計画の内容について習熟を図る 

□ 市町村の協力を得て、随時被害想定に応じた広域火葬訓練の実施 

□ 広域火葬計画についての研修、訓練等を通じて市町村等関係者への周知徹底を図

る 

□ 市町村に対して、実践的な手引き等を作成し、研修等を行うよう必要な助言を行

う 

□ 災害発生時に、迅速かつ正確な情報伝達が行われるよう、庁内の部局間、市町村

と都道府県間、都道府県と近隣都道府県間、市町村と火葬場間等の連絡体制の点検

に努める 

□ 広域火葬計画について、火葬場の整備状況等に応じて適宜点検を行い、必要に応

じて見直しを行う 

□ 市町村に対しても手引き等の点検又は見直しの必要性について周知を図る 

【設問８】策定指針と特に異なっている箇所・項目、特に考慮した箇所・項目等があればご記入

下さい。 

（                                       

                                        

                                      ） 

【設問９】策定指針の内容で、実情に合わないこと、策定に苦慮することはありますか。 

○ ある 

○ 特にない  ⇒ 設問 12 へお進み下さい。 

○ その他（                             ）  

⇒ 設問 12 へお進み下さい。 
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【設問 10】実情に合わない、策定に苦慮すると思われるものに「レ」をご記入下さい。 

1.第一 趣旨 

□ 趣旨 

2.第二 広域火葬計画策定上の留意事項 

□ 策定の体制 

□ 現状の把握 

□ その他  

3.第三 広域火葬計画の記載事項 

□ 基本方針 

□ 広域火葬の実施のための体制 

□ 被災状況の把握 

□ 広域火葬の応援・協力の要請 

□ 火葬場の選定 

□ 火葬要員の派遣要請及び受入 

□ 遺体保存対策 

□ 遺体搬送手段の確保 

□ 相談窓口の設置 

□ 災害以外の事由による遺体の火葬 

□ 火葬状況の報告 

□ 火葬許可の特例的取扱 

□ 引き取り者のない焼骨の保管 

4.第四 広域火葬体制の整備 

□ 現状の把握 

□ 広域火葬実施のための組織 

□ 相互扶助協定の締結 

□ 遺体保存のための資機材等の確保 

□ 遺体搬送手段の確保 
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□ 情報伝達手順の確立 

5.第五 広域火葬計画策定後の措置 

□ 職員に対し、広域火葬計画の内容について習熟を図る 

□ 市町村の協力を得て、随時被害想定に応じた広域火葬訓練の実施 

□ 広域火葬計画についての研修、訓練等を通じて市町村等関係者への周知徹底を図

る 

□ 市町村に対して、実践的な手引き等を作成し、研修等を行うよう必要な助言を行

う 

□ 災害発生時に、迅速かつ正確な情報伝達が行われるよう、庁内の部局間、市町村

と都道府県間、都道府県と近隣都道府県間、市町村と火葬場間等の連絡体制の点検

に努める 

□ 広域火葬計画について、火葬場の整備状況等に応じて適宜点検を行い、必要に応

じて見直しを行う 

□ 市町村に対しても手引き等の点検又は見直しの必要性について周知を図る 

【設問 11】全体を通して実情に合わない、策定に苦慮すると思われる内容等があれば、ご記入

下さい。 

（                                       

                                        

                                      ） 

【設問 12】東日本大震災を経験して、広域火葬計画を見直す予定がありますか。 

⇒ 回答後は 設問 20 へお進み下さい。 

○ 見直す予定である 

○ 検討中である 

○ 見直す予定はない 

○ その他（                              ） 
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【設問 13】設問４で「策定していない」とご回答の場合、策定していない理由は何ですか。 

○ 地域防災計画に盛り込まれているので十分である 

○ 策定指針に不具合があるから  ⇒ 設問 15 へお進み下さい。 

○ 必要と思わないから  ⇒ 設問 15 へお進み下さい。 

○ その他（                              ）  

⇒ 設問 15 へお進み下さい。 

【設問 14】設問 13 で「地域防災計画に盛り込まれている」とご回答の場合、策定指針の項目と

比較して、盛り込まれていると判断できる項目すべてに「レ」をご記入下さい。 

※地域防災計画の広域火葬計画に該当する箇所等の参考資料がございましたら、本アンケー

トと併せてお送り下さい。 

1.第一 趣旨 

□ 趣旨 

2.第二 広域火葬計画策定上の留意事項 

□ 策定の体制 

□ 現状の把握 

□ その他  

3.第三 広域火葬計画の記載事項 

□ 基本方針 

□ 広域火葬の実施のための体制 

□ 被災状況の把握 

□ 広域火葬の応援・協力の要請 

□ 火葬場の選定 

□ 火葬要員の派遣要請及び受入 

□ 遺体保存対策 

□ 遺体搬送手段の確保 

□ 相談窓口の設置 

□ 災害以外の事由による遺体の火葬 

□ 火葬状況の報告 
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□ 火葬許可の特例的取扱 

□ 引き取り者のない焼骨の保管 

4.第四 広域火葬体制の整備 

□ 現状の把握 

□ 広域火葬実施のための組織 

□ 相互扶助協定の締結 

□ 遺体保存のための資機材等の確保 

□ 遺体搬送手段の確保 

□ 情報伝達手順の確立 

5.第五 広域火葬計画策定後の措置 

□ 職員に対し、広域火葬計画の内容について習熟を図る 

□ 市町村の協力を得て、随時被害想定に応じた広域火葬訓練の実施 

□ 広域火葬計画についての研修、訓練等を通じて市町村等関係者への周知徹底を図

る 

□ 市町村に対して、実践的な手引き等を作成し、研修等を行うよう必要な助言を行

う 

□ 災害発生時に、迅速かつ正確な情報伝達が行われるよう、庁内の部局間、市町村

と都道府県間、都道府県と近隣都道府県間、市町村と火葬場間等の連絡体制の点検

に努める 

□ 広域火葬計画について、火葬場の整備状況等に応じて適宜点検を行い、必要に応

じて見直しを行う 

□ 市町村に対しても手引き等の点検又は見直しの必要性について周知を図る 

【設問 15】東日本大震災を経験して、広域火葬計画の必要性を認識しましたか。 

○ 必要と思ったので、近いうちに策定する予定である 

○ 必要と思うが、策定した効果があったか疑問である 

○ 必要と思わない 

○ その他（                              ） 
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【設問 16】策定指針についてはご存知ですか。 

○ 知っている 

○ 知らなかった  ⇒ 設問 21 へお進み下さい。 

○ その他（                              ）  

⇒ 設問 21 へお進み下さい。 

【設問 17】策定指針の記載内容は適正ですか。 

○ 適正でない部分がある 

○ 適正である  ⇒ 設問 20 へお進み下さい。 

○ その他（                              ）  

⇒ 設問 20 へお進み下さい。 

【設問 18】設問 17 で「適正でない部分がある」とご回答の場合、適正でないと思われる項目す

べてに「レ」をご記入下さい。 

1.第一 趣旨 

□ 趣旨 

2.第二 広域火葬計画策定上の留意事項 

□ 策定の体制 

□ 現状の把握 

□ その他  

3.第三 広域火葬計画の記載事項 

□ 基本方針 

□ 広域火葬の実施のための体制 

□ 被災状況の把握 

□ 広域火葬の応援・協力の要請 

□ 火葬場の選定 

□ 火葬要員の派遣要請及び受入 

□ 遺体保存対策 

□ 遺体搬送手段の確保 

□ 相談窓口の設置 
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□ 災害以外の事由による遺体の火葬 

□ 火葬状況の報告 

□ 火葬許可の特例的取扱 

□ 引き取り者のない焼骨の保管 

4.第四 広域火葬体制の整備 

□ 現状の把握 

□ 広域火葬実施のための組織 

□ 相互扶助協定の締結 

□ 遺体保存のための資機材等の確保 

□ 遺体搬送手段の確保 

□ 情報伝達手順の確立 

5.第五 広域火葬計画策定後の措置 

□ 職員に対し、広域火葬計画の内容について習熟を図る 

□ 市町村の協力を得て、随時被害想定に応じた広域火葬訓練の実施 

□ 広域火葬計画についての研修、訓練等を通じて市町村等関係者への周知徹底を図

る 

□ 市町村に対して、実践的な手引き等を作成し、研修等を行うよう必要な助言を行

う 

□ 災害発生時に、迅速かつ正確な情報伝達が行われるよう、庁内の部局間、市町村

と都道府県間、都道府県と近隣都道府県間、市町村と火葬場間等の連絡体制の点検

に努める 

□ 広域火葬計画について、火葬場の整備状況等に応じて適宜点検を行い、必要に応

じて見直しを行う 

□ 市町村に対しても手引き等の点検又は見直しの必要性について周知を図る 
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【設問 19】全体を通して適正でないと感じる内容等があればご記入下さい。 

（                                       

                                        

                                      ） 

【設問 20】策定指針に求めるものはあれば、ご記入下さい。 

（                                       

                                        

                                      ） 

 

 

第４ 東日本大震災後について 

【設問 21】貴都道府県下の火葬場が被災者の火葬依頼を受けましたか。 

○ 受入の窓口であったので、件数等の情報を把握している 

○ 火葬場あるいは市町村からの報告があったので、件数等の情報を把握している 

○ 火葬依頼はあったが、火葬場あるいは市町村に対応は任せた 

  ⇒ 設問 23 へお進み下さい。 

○ 火葬依頼はなかった  ⇒ 設問 23 へお進み下さい。 

○ 把握していない  ⇒ 設問 23 へお進み下さい。 

○ その他（                              ）  

⇒ 設問 23 へお進み下さい。 

※被災地からの火葬依頼のデータがございましたら、本アンケートと併せてお送り下さい。 

【設問 22】設問 21 で件数等の情報を把握している場合の件数をご記入下さい。 

主な依頼地域（               ）、合計件数（          ）件 
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【設問 23】貴都道府県下の被災者が他都道府県に火葬依頼しましたか。 

○ 依頼の窓口であったので、件数等の情報を把握している 

○ 火葬場あるいは市町村からの報告があったので、件数等の情報を把握している 

○ 火葬依頼をしたと聞いているが、火葬場あるいは市町村に対応は任せた 

  ⇒ 設問 25 へお進み下さい。 

○ 火葬依頼はしなかった  ⇒ 設問 25 へお進み下さい。 

○ 把握していない  ⇒ 設問 25 へお進み下さい。 

○ その他（                              ）  

⇒ 設問 25 お進み下さい。 

※他都道府県への火葬依頼のデータがございましたら、本アンケートと併せてお送り下さい。 

【設問 24】設問 23 で件数等の情報を把握している場合の件数をご記入下さい。 

主な依頼地域（               ）、合計件数（          ）件 

【設問 25】被災地の火葬場から火葬要員の派遣要請等を受けましたか。 

○ 窓口であったので、人数等の情報を把握している 

○ 火葬場あるいは市町村からの報告があったので、人数等の情報を把握している 

○ 要請を受けたが、火葬場あるいは市町村に対応は任せた 

  ⇒ 設問 27 へお進み下さい。 

○ 派遣要請はなかった  ⇒ 設問 27 へお進み下さい。 

○ 把握していない  ⇒ 設問 27 へお進み下さい。 

○ その他（                              ）  

⇒ 設問 27 へお進み下さい。 

※他都道府県からの火葬要員の派遣要請等のデータがございましたら、本アンケートと併せ

てお送り下さい。 

【設問 26】設問 25 で人数等の情報を把握している場合の延べ人数等をご記入下さい。 

主な要請地域（                                ） 

延べ人数（            ）人、延べ日数（            ）日間 
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【設問 27】貴都道府県下の火葬場から他の都道府県に火葬要員の派遣要請等をしましたか。 

○ 窓口であったので、人数等の情報を把握している 

○ 火葬場あるいは市町村からの報告があったので、人数等の情報を把握している 

○ 火葬場あるいは市町村が独自に要請した  ⇒ 設問 29 へお進み下さい。 

○ 派遣要請はしなかった  ⇒ 設問 29 へお進み下さい。 

○ 把握していない  ⇒ 設問 29 へお進み下さい。 

○ その他（                              ）  

⇒ 設問 29 へお進み下さい。 

※貴都道府県への火葬要員の派遣要請等のデータがございましたら、本アンケートと併せて

お送り下さい。 

【設問 28】設問 27 で人数等の情報を把握している場合の延べ人数等をご記入下さい。 

主な要請地域（                                ） 

延べ人数（            ）人、延べ日数（            ）日間 

【設問 29】東日本大震災を経験して、貴都道府県下の火葬場管理者に指導すべきことがありま

したか。該当する項目すべてに「レ」をご記入下さい。 

□ 特にない 

□ 火葬場の状況の報告 

□ 災害対策の強化 

□ 遺体保存対策の強化 

□ 遺体搬送手段の確保、確認 

□ 火葬要員の支援体制の強化 

□ その他（                              ） 

【設問 30】現状は、火葬場の状況把握は十分ですか。 

○ 十分把握し、災害時にも対応できる 

○ 把握しているが、災害時の対応が心配 

○ 把握していない 

○ その他（                              ） 
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【設問 31】災害対策の強化として何をすべきでしょうか。該当する項目すべてに「レ」をご記

入下さい。 

□ 防災訓練の実施 

□ 備蓄品の確保 

□ 耐震診断、自家発電機設置等の設備対策 

□ その他（                              ） 

【設問 32】災害対策として火葬場で備蓄すべきものは何でしょうか。該当する項目すべてに「レ」

をご記入下さい。 

□ 火葬用燃料 

□ 電気（自家発電機の設置） 

□ 遺体搬送用燃料 

□ 遺体搬送車両 

□ その他（                              ） 

【設問 33】遺体保存対策の強化として何をすべきでしょうか。該当する項目すべてに「レ」を

ご記入下さい。 

□ 遺体安置所の確保 

□ 遺体保存のための必要な物資の調達 

□ 作業要員の確保 

□ その他（                              ） 

【設問 34】遺体搬送手段の確保、確認として何をすべきでしょうか。該当する項目すべてに「レ」

をご記入下さい。 

□ 遺体搬送車両の装備 

□ 遺体搬送民間業者との連携 

□ その他（                              ） 



- 42 - 
 

【設問 35】火葬要員の支援体制の強化として何をすべきでしょうか。該当する項目すべてに「レ」

をご記入下さい。 

□ 火葬場あるいは市町村からの支援体制に関する報告 

□ 火葬場との連携、連絡体制の確立 

□ その他（                              ） 

 

 

第５ 大規模災害に備えた対策、連携体制 

【設問 36】貴都道府県下の市町村担当者との連携、連絡についてお聞きします。担当者連絡会

議は設置していますか。 

○ 定期的に開催している 

○ 不定期の開催である  ⇒ 設問 38 へお進み下さい。 

○ 設置したが、開催していない  ⇒ 設問 39 へお進み下さい。 

○ 設置したが、ほとんど機能していない  ⇒ 設問 39 へお進み下さい。 

○ 設置していない  ⇒ 設問 39 へお進み下さい。 

○ その他（                              ）  

⇒ 設問 40 へお進み下さい。 

【設問 37】設問 36 で「定期的に開催している」場合の開催頻度はどの程度ですか。 

⇒ 回答後、設問 40 へお進み下さい。 

○ 開催頻度は 1 年に 1回以上 

○ 開催頻度は 2～3年に 1回 

○ 開催頻度は 3 年以上に 1回 

【設問 38】設問 36 で「不定期の開催である」場合、前回の開催はいつでしたか。 

⇒ 回答後、設問 40 へお進み下さい。 

○ 1 年以内に開催した 

○ 1 年以上前、東日本大震災以降に開催した 

○ 東日本大震災以降開催していない 
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【設問 39】設問 36 で「設置したが、開催していない」または「設置したが、ほとんど機能して

いない」あるいは「設置していない」とご回答の場合、その理由は何ですか。 

○ 必要性を感じないから 

○ 必要性は感じるが、他の業務多忙のため 

○ 都道府県が行う業務ではないから 

○ その他（                              ） 

【設問 40】担当者連絡会議以外に連絡、情報交換等を行っていますか。 

○ 連絡網ができあがっており、定期的に電話、文書等の交換を行っている 

○ 連絡網ができあがっているが、非常時以外は使わない 

○ 連絡網はできあがっていないが、非常時には連絡できる 

○ 連絡、情報交換等を行う必要性がないので行っていない 

○ 連絡、情報交換等の必要性は感じるが、他の業務多忙のため行っていない 

○ その他（                              ） 

【設問 41】貴都道府県下の火葬場間の連携、連絡についてお聞きします。火葬場間の連絡会議

は設置されていますか。 

○ 都道府県主導で設置した 

○ 火葬場（市町村）主導で設置した  ⇒ 設問 43 へお進み下さい。 

○ 設置していない  ⇒ 設問 43 へお進み下さい。 

○ 都道府県では把握していない  ⇒ 設問 43 へお進み下さい。 

○ その他（                              ）  

⇒ 設問 43 へお進み下さい。 

【設問 42】設問 41 で「都道府県主導で設置した」の場合、連絡会議の開催頻度は。 

○ 定期的に開催している 

○ 不定期の開催である 

○ 設置したが、開催していない 

○ 設置したが、ほとんど機能していない 

○ その他（                              ） 
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【設問 43】貴都道府県下の火葬関連民間業者（葬祭業者、遺体搬送業者、ドライアイス供給業

者等）の連携、連絡についてお聞きします。民間業者間の連絡会議は設置されていますか。 

○ 都道府県主導で設置した 

○ 市町村主導で設置した  ⇒ 設問 45 へお進み下さい。 

○ 設置していない  ⇒ 設問 45 へお進み下さい。 

○ 都道府県では把握していない  ⇒ 設問 45 へお進み下さい。 

○ その他（                              ）  

⇒ 設問 45 へお進み下さい。 

【設問 44】設問 43 で「都道府県主導で設置した」の場合、連絡会議の開催頻度は。 

○ 定期的に開催している 

○ 不定期の開催である 

○ 設置したが、開催していない 

○ 設置したが、ほとんど機能していない 

○ その他（                              ） 

 

 

第６ その他 

【設問 45】広域火葬計画策定の財政負担について 

○ 自己財源で策定すべき 

○ 国庫補助があることが望ましい 

○ その他（                              ） 

【設問 46】地域防災計画（災害対策基本法に基づく）での広域火葬に関する記述について 

○ 広域火葬計画に相当する記述がある 

○ 広域火葬についてあまり記述されていない 

○ 広域火葬について全く記述されていない 

○ その他（                                 ） 

 
第７ 最後に 
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【設問 47】特定非営利活動法人日本環境斎苑協会では、毎年、火葬行政担当職員、火葬従事職

員等に対する表彰を行っておりますが、ご存知ですか。 

○ よく知っており、対象職員がいれば推薦したい 

○ 今まで知らなかったが、対象職員がいれば推薦したいので、詳細を知りたい 

○ 都道府県の業務ではないので、興味はない 

○ その他（                              ） 

【設問 48】特定非営利活動法人日本環境斎苑協会が発行する以下の書籍をご存知ですか。 

1.火葬場の建設・維持管理マニュアル 

○ よく読んでいる、あるいは、読んだことがある 

○ 本があることは知っているが、読んだことはない 

○ 全く知らなかったが、機会があれば読んでみたい 

○ 全く知らない 

○ その他（                              ） 

※「火葬場の建設・維持管理マニュアル」は、現在改訂作業が進んでおり、11 月以降発売、

定価 8,000 円を予定しています。 

2.火葬概論 

○ よく読んでいる、あるいは、読んだことがある 

○ 本があることは知っているが、読んだことはない 

○ 全く知らなかったが、機会があれば読んでみたい 

○ 全く知らない 

○ その他（                              ） 
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3.火葬問題Ｑ＆Ａ 

○ よく読んでいる、あるいは、読んだことがある 

○ 本があることは知っているが、読んだことはない 

○ 全く知らなかったが、機会があれば読んでみたい 

○ 全く知らない 

○ その他（                              ） 

【設問 49】特定非営利活動法人日本環境斎苑協会が開催する以下の研修会等をご存知ですか。 

1.火葬技術管理士通信教育（1級、2級） 

○ 受けたことがある 

○ 受けてみたいと思っている 

○ 聞いたことがある 

○ 全く知らない 

○ その他（                              ） 

2.厚生労働省後援 火葬場管理者研修会 

○ 受けたことがある 

○ 受けてみたいと思っている 

○ 聞いたことがある 

○ 全く知らない 

○ その他（                              ） 

3.火葬場指定管理者セミナー 

○ 受けたことがある 

○ 受けてみたいと思っている 

○ 聞いたことがある 

○ 全く知らない 

○ その他（                              ） 
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4.全国火葬情報交換会 

○ 受けたことがある 

○ 受けてみたいと思っている 

○ 聞いたことがある 

○ 全く知らない 

○ その他（                              ） 

【設問 50】日本環境斎苑協会に今後より一層期待する役割・事業などについて、ご意見等をご

記入下さい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

アンケートへのご協力をありがとうございました。 
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提出先・問合せ先 
特定非営利活動法人日本環境斎苑協会 科研費担当 

〒210-0828 神奈川県川崎市川崎区四谷上町 10-6 

TEL 044-270-0123、FAX 044-270-0766 

電子メール：saien2@j-sec.jp 

提出方法 
① 電子メールによる提出 

[アンケート調査票]：当協会ホームページ（アドレス http://www.j-sec.jp）から用

紙（Excel 2003）をダウンロードして下さい。 

[データ送信]：設問に沿って回答をご記入いただき、データを上記電子メールアドレ

スに送信して下さい。 

[ファイル名の付け方]：ファイル名は、都道府県名として下さい。 

[保存ファイル形式]：Excel 2003 以降 

② 郵送による提出 

本調査票にご記入の上、同封の封筒でご返送下さい。 
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第２節 全国火葬場対象「全国火葬場の施設状況並びに防災対策に関する調査」 

 

１．調査の概要 

（１）調査対象：全国の火葬場 1,519 施設 

（平成 24 年 10 月 1日現在の日本環境斎苑協会所蔵データによる） 

（２）調査期間：平成 24 年 11 月下旬～平成 25 年 1月 

（３）調査基準日：平成 24 年 10 月 1日 

（４）調査概要 

① 調査票回収数 784（平成 25 年 3月 15 日現在） 

② 回収率：51.6％（784／1,519） 

③ 回収率が非常に低かったため、電話による督促を行い、提出期限を平成 25 年 4 月末日

と変更した。したがって、本報告は現段階での中間報告とし、集計分野を災害対策に限定

した。 

２．調査結果 

（１）東日本大震災発生時の火葬場 

① 被害を受けた火葬場は 61 施設（回収調査票のうち 7.8％）であり、建物被害があった

のは 36 施設（被害を受けた施設のうち 59.0％）、火葬炉関係設備に被害があったのは 29

施設（同 47.5％）、その他 17 施設（同 27.9％）であった。 

② 発生当日（平成 23 年 3 月 11 日）は友引であったが、通常通り稼働していたのは 271

施設（回収調査票のうち 34.6％）、休場日であったのは 412 施設（同 52.6％）であった。 

③ 発生時（午後 3時頃）は、すべての作業が終了していたか当日火葬がなかったのが 141

施設（稼働施設のうち 52.0％）であり、火葬中は 83 施設（同 30.6％）であった。 

④ 震災後に稼働を停止したのは 56 施設（回収調査票のうち 7.1％）であり、停止日数は

平均 5.9 日間、最大 72 日間であった。 

⑤ 稼働停止の主な原因は、停電が 49 施設（稼働停止施設のうち 87.5％）、設備の損傷が

11 施設（同 19.6％）、燃料確保困難が 7施設（同 12.5％）であった。 

（２）東日本大震災後の支援火葬 

① 震災後に管外の被災遺体の火葬依頼を受けたのは 123 施設（回収調査票のうち 15.7％）

であり、そのうちの 118 施設（依頼を受けた施設のうち 95.9％）で火葬を実施した。ま

た、管外被災遺体の火葬数は平均 38.8 体、最大 323 体であった。 

② 管外被災遺体の火葬を依頼したのは、遺族（葬儀業者を含む）は 91 施設（依頼を受け

火葬した施設のうち 77.1％）、自治体（都道府県、市町村）は 29 施設（同 24.6％）であ

った。 

③ 管外被災遺体の火葬手数料は、無料が 93 施設（依頼を受け火葬した施設のうち 78.8％）

であり、残り 27 施設は何らかの手数料を徴収している。また、無料とした後の請求は、

災害救助法等による申請が 70 施設（無料とした施設のうち 75.3％）、遺体出身自治体に

請求が 15 施設（同 16.1％）、条例等で免除したのが 7施設（同 7.5％）であった。 

④ 遺体が被災者であることの確認方法は、火葬許可証（特例措置を含む）等の住所から判

断が 96 施設（依頼を受け火葬した施設のうち 81.4％）、遺族（葬儀業者を含む）の申告

が 10 施設（同 8.5％）であった。 

（３）被災地の火葬場への人的支援 
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① 震災後に被災地の火葬場への火葬作業者等の人的支援を行ったのは 11 施設（回収調査

票のうち 1.4％）であった。 

② 人的支援を行った理由は、要請があったからが 9施設であり、火葬炉メーカが同じだっ

たからが 2施設であった。 

③ 人的支援を要請したのは、火葬炉メーカが 6施設であり、残りは都道府県が 1施設、市

町村が 1施設、火葬場の指定管理者等が 2施設であった。 

（４）火葬場における災害対策 

① 災害を想定した場合、1 日 1 炉当たりの最大火葬能力は、平均 3.4 体、最大 10 体であ

り、3～4体が 331 施設（回収調査票のうち 42.2％）、2体以下が 215 施設（同 27.4％）で

あり、4体以下が 69.6％を占める。 

② 災害時に管外からの受入可能な遺体数は、平均 6.2 体、最大 60 体であり、3 体以下が

191 施設（回収調査票のうち 24.4％）、4～6体が 140 施設（同 17.9％）であり、6体以下

が 42.3％を占める。ただし、記入なしが 44.6％である。 

③ 現在の職員で火葬炉の運転ができる職員数は、平均 3.2 人、最大 20 人であり、2 人以

下が 301 施設（回収調査票のうち 38.4％）、3～4人が 181 施設（同 23.1％）であった。 

④ 退職した職員等で災害時に招集できる職員数は、平均 1.7 人、最大 8人であり、1人が

61 施設、2人が 20 施設であるが、記入なしが 690 施設（回収調査票のうち 88.0％）を占

める。 

⑤ 火葬作業者等の被災地への支援派遣は、できるが 34 施設（回収調査票のうち 4.3％）、

できないが 654 施設（回収調査票のうち 83.4％）であった。何人派遣できるかについて

は、平均 1.5 人、最大 5 人であり、1人が 19 施設（支援派遣できる施設のうち 55.9％）、

2人が 12 施設（同 35.3％）であった。 

⑥ 火葬場が被災した場合に人的支援の受入については、受けることができるが 140 施設

（回収調査票のうち 17.9％）、受けることが難しいが 482 施設（同 61.5％）であった。支

援を受ける場合に火葬炉の安全操作マニュアルの有無については、有りが 58 施設（受け

ることができる施設のうち 41.4％）、無しが 75 施設（同 53.6％）であった。 

⑦ 火葬炉用自家発電機の設置は、有りが 412 施設（回収調査票のうち 52.6％）、無しが 309

施設（同 39.4％）であった。自家発電機の電力供給能力は、現在火葬中の数体分が 201

施設（自家発電機設置施設のうち 48.8％）、1 日分が 98 施設（同 23.8％）、数日間が 90

施設（同 21.8％）であった。 

⑧ 火葬用燃料の備蓄については、備蓄しているが 63 施設（回収調査票のうち 8.0％）、備

蓄していないが 671 施設（同 85.6％）であった。備蓄量は、平均 8.4 日分、最大 50 日分

であった。 

⑨ 他に火葬場で備蓄しているものは、火葬炉用機材が 104 施設（備蓄している施設のうち

92.9％）、骨壺が 15 施設（同 13.4％）、納体袋が 11 施設（同 9.8％）であった。 

⑩ 今後火葬場で備蓄すべきものは、火葬炉用機材が494施設（回収調査票のうち63.0％）、

生活必需品が 133 施設（同 17.0％）、納体袋が 120 施設（同 15.3％）、骨壺が 107 施設（同

13.6）であった。 

⑪ 災害時に火葬炉等に不具合が生じた場合の対策として、近隣や地元の修理ができる業者

の有無については、無しが 588 施設（回収調査票のうち 75.0％）、有りが 145 施設（同

18.5％）であった。業者が近隣や地元にいない場合、炉メーカに連絡が 540 施設（業者が

近隣や地元にいない施設のうち 91.8％）、地元業者に連絡してみるが 121 施設（同 20.6％）
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であった。 

⑫ 現状の火葬場の耐震基準については、適合しているが 543 施設（回収調査票のうち

69.3％）、適合していないが 148 施設（同 18.9％）であった。適合していない場合の耐震

補強工事は、計画していないが 89 施設（適合していない施設のうち 60.1％）、検討中あ

るいは近々実施が 32 施設（同 21.6％）、建替え予定あるいは検討中が 26 施設（同 17.6％）

であった。 

⑬ 火葬場の通信手段について、対策を考えていないあるいは問題なしと思うが 571 施設

（回収調査票のうち 72.8％）、対策を検討中あるいは検討が必要と思うが 106 施設（同

13.5％）であった。 

⑭ 火葬場の感染予防対策について、有りが 78 施設（回収調査票のうち 9.9％）、無しが 630

施設（同 80.4％）であった。対策としては、防護服が 34 施設（感染予防対策がある施設

のうち 43.6％）、マスクが 34 施設（同 43.6％）、手袋が 26 施設（同 33.3％）、消毒液が

17 施設（同 21.8％）であった。 

⑮ 火葬場内の遺体安置場所については、有りが 81 施設（回収調査票のうち 10.3％）、無

しが 641 施設（同 81.8％）であった。このスペースが今何に使われているかは、霊安室

が 21 施設（遺体安置場所がある施設のうち 25.9％）、式場が 17 施設（同 21.0％）、倉庫

が 10 施設（同 12.3％）、待合室が 9 施設（同 11.1％）であった。また、このスペースで

法要等を行うことを想定しているかは、想定しているが 18 施設（同 22.2％）、想定して

いないが 63 施設（同 77.8％）であった。 

⑯ 骨壺を一定期間安置する場所については、有りが130施設（回収調査票のうち16.6％）、

無しが 591 施設（同 75.4％）であった。このスペースが今何に使われているかは、納骨

堂や残骨灰置き場が 38 施設（骨壺置き場がある施設のうち 29.2％）、倉庫が 25 施設（同

19.2％）、霊安室が 12 施設（同 9.2％）、骨壺安置室が 12 施設（同 9.2％）であった。 

⑰ 現在の火葬場所在地は防災上どのような区域かについては、防災計画上の危険地域が

56 施設（回収調査票のうち 7.1％）、緊急避難区域内が 25 施設（同 3.2％）、いずれにも

該当しないが 574 施設（同 73.2％）であった。 

⑱ 大規模な法要等を行う場所については、有りが 34 施設（回収調査票のうち 4.3％）、無

しが 690 施設（同 88.0％）であった。このスペースが今何に使われているかは、式場が

17 施設（大規模法要等を行う場所がある施設のうち 50.0％）、告別ホールが 5 施設（同

14.7％）であった。 

（５）大規模災害に備えての連絡網等 

① 火葬場間の連絡会議等の有無は、有りが 58 施設（回収調査票のうち 7.4％）、無しが 668

施設（同 85.2％）であった。その会議の開催は、定期的に集まるが 28 施設（火葬場間の

連絡会議等があるという施設のうち 48.3％）、緊急時に連絡を取り合う程度が 8施設（同

13.8％）、都道府県広域火葬計画に基づく会議が 4施設（同 6.9％）であった。 

② 火葬場と県庁との連絡会議等の有無は、有りが 71 施設（回収調査票のうち 9.1％）、無

しが 675 施設（同 86.1％）であった。その会議の開催は、定期的に集まるが 42 施設（火

葬場と県庁との連絡会議等があるという施設のうち 59.2％）、緊急時に連絡を取り合う程

度が 24 施設（同 33.8％）であった。 

③ 火葬場と葬祭業者等出入り業者との連絡会議等の有無は、有りが 26 施設（回収調査票

のうち 3.3％）、無しが 714 施設（同 91.1％）であった。その会議の開催は、定期的に集

まるが 9施設（火葬場と葬祭業者等との連絡会議等があるという施設のうち 34.6％）、緊
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急時に連絡を取り合う程度が 12 施設（同 46.2％）であった。 

④ 災害時を想定した危機管理マニュアルについて、作成しているが 75 施設（回収調査票

のうち 9.6％）、作成していないが 659 施設（同 84.1％）であった。 

⑤ 災害時を想定した防災訓練は、行っているが 121 施設（回収調査票のうち 15.4％）、行

っていないが 615 施設（同 78.4％）であった。この開催頻度は、平均 1.5 回/年、最大 12

回/年、年 1 回が 74 施設（防災訓練を実施している施設のうち 61.2％）、年 2 回が 25 施

設（同 20.7％）であった。 

３．調査結果のまとめ 

現在の段階での調査結果をまとめると以下のとおりである。 

（１）被災地の火葬場については、このアンケートの他に、現地ヒヤリング調査を実施している

ので、今後両者を併せた検討を行う。 

（２）震災後の火葬場の稼働を妨げたのは、停電、設備の損傷、燃料不足であったと言える。た

だし、全体的に停止期間が短く、直後 3日間以内に約 98％の火葬場が稼働を再開した。 

（３）被災地の遺体を周辺地域の火葬場で火葬をする支援火葬は、受ける火葬場がほとんど断ら

ず行われたと理解した。火葬してもらう火葬場を探すのは、遺族や葬祭業者が 3/4 であり、

県や市町村が介在したのは 1/4 程度であった。また、火葬手数料は、遺族から徴収せず、無

料（あるいは後日災害救助法での補填）とした施設が約 80％を占めた。 

（４）被災地の火葬場への人的支援はあまり多く行われなかったようである。その中で目立った

のは、火葬炉メーカが被災地の自社納入施設に人的支援を実施していた。 

（５）災害時に火葬場で受入可能遺体数は、火葬炉 1 炉当たり 4 体以下が約 70％となり、この

アンケートでは災害時の切迫感があまり感じられない。 

（６）火葬ができる職員数は、平均 3.2 人、4人以下の施設が 60％以上であり、退職した職員を

災害時に招集できたとしても、対応が長期になれば、人材不足となることは必然と思われる。 

（７）自家発電機を設置した火葬場が 50％以上であったが、その約半分が当面の火葬中遺体に

対応した電力しか供給できない。自家発電機用燃料の備蓄が必要となるが、自家発電機用燃

料と火葬用燃料が同じであれば、備蓄燃料が一種類となることを考慮した災害対策が考えら

れるであろう。 

（８）災害時に火葬炉関連設備に損傷や不具合を生じた場合でも、近隣や地元に整備業者を確保

していない施設が 3/4 に及ぶ。普段から火葬炉メーカに依存している体質が現れており、今

後改善していく必要がある。 

（９）火葬場間、火葬場と都道府県庁などの連絡会議はほとんど設けられておらず、設置を望む

声があっても火葬場間での自然発生的な設置は難しく、都道府県庁が中心となった設置が必

要であろう。また、葬祭業者等の出入り業者と火葬場との連携も難しく、災害時における善

意の協力に期待するしかないであろう。 

（10）災害時を想定した危機管理マニュアル（あるいは事業継続計画）を作成しているは 10％

にも満たない。防災訓練を実施している施設も 15％程度である。火葬場のほとんどが市町

村等の公共施設であることを考慮すると、委託業者や指定管理者に火葬場の運営を任せるの

ではなく、行政の責務として考える姿勢が望まれる。 
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　調査票回収数 784
　調査対象施設数 1,519
　回収率 51.6

その１

設問番号 回答数 割合％ 備　　考

61 7.8 回収数784に対して

723 92.2 回収数784に対して

36 59.0 61-1「有り」に対して

29 47.5 61-1「有り」に対して

炉本体 14

排ガス系統 6

燃料系統 5

電気系統 1

17 27.9 61-1「有り」に対して

駐車場等外構部分 9

停電 4

空調設備 1

271 34.6 回収数784に対して

412 52.6 回収数784に対して

101 12.9 回収数784に対して

141 52.0 61-2「稼働していた」に対して

10 3.7 61-2「稼働していた」に対して

83 30.6 61-2「稼働していた」に対して

11 4.1 61-2「稼働していた」に対して

通夜準備中 2

火葬準備中 2

26 9.6 61-2「稼働していた」に対して

56 7.1 回収数784に対して

626 79.8 回収数784に対して

102 13.0 回収数784に対して

17 30.4 61-3「停止した」に対して

17 30.4 61-3「停止した」に対して

6 10.7 61-3「停止した」に対して

4 7.1 61-3「停止した」に対して

13 23.2 61-3「停止した」に対して

5.9 日

72 日

3 5.4 61-3「停止した」に対して

全国火葬場の施設状況並びに防災対策に関する調査

アンケート回収状況

設　問　内　容

設問61-1

震災による火葬場への被害の有無

有り

無し

設問61-1-1

有りの場合、大きな被害の部分

建物

火葬炉関係設備

その他

設問61-2

震災当日の稼働

稼働していた

休場日であった

記入なし

設問61-2-1

稼働していた場合、発生時の状態は

すべて終了又は当日火葬がなかった

火葬は終了し収骨中あるいは冷却中

火葬中

その他

記入なし

設問61-3

地震後、火葬場の稼働が停止したか

停止した

停止しなかった

記入なし

設問61-3-1

停止期間は

1日間

2日間

3日間

4～10日間

11日以上

平均

最大

記入なし  
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設問番号 回答数 割合％ 備　　考

11 19.6 61-3「停止した」に対して

49 87.5 61-3「停止した」に対して

7 12.5 61-3「停止した」に対して

1 1.8 61-3「停止した」に対して

3 5.4 61-3「停止した」に対して

2 3.6 61-3「停止した」に対して

4 7.1 61-3「停止した」に対して

断水、給排水施設の損壊

利用者からのキャンセル

炉内、建物、設備の点検と確認

125 15.9 回収数784に対して

561 71.6 回収数784に対して

98 12.5 回収数784に対して

17 13.6 61-4「有り」に対して

88 70.4 61-4「有り」に対して

83 66.4 61-4「有り」に対して

12 9.6 61-4「有り」に対して

8 6.4 61-4「有り」に対して

10 8.0 61-4「有り」に対して

4 3.2 61-4「有り」に対して

3 2.4 61-4「有り」に対して

123 15.7 回収数784に対して

614 78.3 回収数784に対して

47 6.0 回収数784に対して

118 95.9 62-1「有り」に対して

3 2.4 62-1「有り」に対して

1 0.8 62-1「有り」に対して

1 0.8 62-1「有り」に対して

57 48.3 62-1-1「火葬した」に対して

23 19.5 62-1-1「火葬した」に対して

12 10.2 62-1-1「火葬した」に対して

5 4.2 62-1-1「火葬した」に対して

4 3.4 62-1-1「火葬した」に対して

4 3.4 62-1-1「火葬した」に対して

38.8 体

323 体

設　問　内　容

設問61-3-2

火葬場の稼働停止の主な原因

設備の損傷

停電

燃料確保困難

火葬従事者等人的不足

遺体搬入の困難さ

火葬場が避難場所となった

その他

設問61-4

地震後、稼働継続に困ったこと

有り

無し

記入なし

設問61-4-1

有りの場合、困ったこととは

設備の不具合

停電

燃料不足

火葬従事者等人的不足

遺体搬入の困難さ

計画停電の実施

断水

その他

遺体が多く、被災のため棺など無いものもあった

燃料の入手、職員の通勤手段（燃料不足による）

設問62-1

管外被災者の火葬依頼の有無

有り

無し

記入なし

設問62-1-1

有りの場合、火葬依頼をどうしたか

依頼を受け、火葬した

依頼はあったが、他の火葬場を紹介した

条件が整わず受け入れ困難となった

管内火葬を優先した

10体以下

11～50体

51～100体

101～150体

151～200体

201体以上

平均

最大

設問62-1-2

管外被災者を何体火葬したか
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その３

設問番号 回答数 割合％ 備　　考

91 77.1 62-1-1「火葬した」に対して

29 24.6 62-1-1「火葬した」に対して

1 0.8 62-1-1「火葬した」に対して

93 78.8 62-1-1「火葬した」に対して

3 2.5 62-1-1「火葬した」に対して

22 18.6 62-1-1「火葬した」に対して

2 1.7 62-1-1「火葬した」に対して

15 16.1 62-1-4「無料」に対して

70 75.3 62-1-4「無料」に対して

7 7.5 62-1-4「無料」に対して

96 81.4 62-1-1「依頼を受け」に対して

10 8.5 62-1-1「依頼を受け」に対して

4 3.4 62-1-1「依頼を受け」に対して

2 1.7 62-1-1「依頼を受け」に対して

1 0.8 62-1-1「依頼を受け」に対して

11 1.4 回収数784に対して

678 86.5 回収数784に対して

15 1.9 回収数784に対して

2 0.3 回収数784に対して

78 9.9 回収数784に対して

9 81.8 62-2「行った」に対して

2 18.2 62-2「行った」に対して

1 9.1 62-2「行った」に対して

1 9.1 62-2「行った」に対して

6 54.5 62-2「行った」に対して

2 18.2 62-2「行った」に対して

1 9.1 62-2「行った」に対して

16 2.0 回収数784に対して

694 88.5 回収数784に対して

74 9.4 回収数784に対して

設問62-1-3

火葬を依頼したのは誰

遺族（葬儀業者を含む）

自治体

家屋管理人

設問62-1-4

その場合の火葬手数料は

無料

管内料金を適用

管外料金を適用

減額した

設　問　内　容

設問62-1-5

火葬手数料を無料とした後の請求先は

死亡者出身自治体に請求

災害救助法等により申請

条例等により免除した

設問62-1-6

被災者であるかどうかの確認方法

火葬許可証等（特例措置を含む）の住所から判断

遺族（葬儀業者を含む）の申告

出身自治体に照会

遺体安置所から運ばれてきた

その他

設問62-2

被災地の火葬場への火葬作業者等の人的支援

行った

行わなかった

行いたかったが、要請がなかった

その他

火葬業務は委託のため行うことはできない。

記入なし

設問62-2-1

人的支援を行った理由

要請があったから

同じ火葬炉メーカであったため

設問62-2-2

人的支援を要請したのは誰

都道府県

市町村、一部事務組合

火葬炉メーカ

火葬場を管理する民間事業者

その他

設問63

阪神淡路、中越等の地震での火葬場への被害の有無

有り

無し

記入なし  
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その４

設問番号 回答数 割合％ 備　　考

11 68.8 63「有り」に対して

8 50.0 63「有り」に対して

炉本体 4

排ガス系統 2

電気系統 1

7 43.8 63「有り」に対して

駐車場等外構部分 3

ガス、電気、水道の寸断 1

7 0.9 回収数784に対して

655 83.5 回収数784に対して

122 15.6 回収数784に対して

2 28.6 63-2「停止した」に対して

5 71.4 63-2「停止した」に対して

1 14.3 63-2「停止した」に対して

2 28.6 63-2「停止した」に対して

ガス（都市）不通

火葬場が避難所となった。

215 27.4 回収数784に対して

331 42.2 回収数784に対して

79 10.1 回収数784に対して

36 4.6 回収数784に対して

6 0.8 回収数784に対して

3.4 体

10 体

117 14.9 回収数784に対して

191 24.4 回収数784に対して

140 17.9 回収数784に対して

57 7.3 回収数784に対して

36 4.6 回収数784に対して

10 1.3 回収数784に対して

6.2 体

60 体

350 44.6 回収数784に対して

設　問　内　容

設問63-1

有りの場合、大きな被害は

建物

火葬炉関係設備

その他

設問63-2

地震後、稼働停止したか

停止した

停止しなかった

記入なし

設問63-2-2

火葬場の稼働停止の主な原因

設備の損傷

停電

燃料確保困難

その他

設問64-1

災害時に1日1炉当たりの最大火葬能力は

2体以下

3～4体以下

5～6体以下

7～8体以下

9体以上

平均

最大

記入なし

設問64-2

災害時に管外からの受入可能な遺体数は1日最大何体か

3体以下

4～6体以下

7～10体以下

11～30体以下

31体以上

平均

最大

記入なし  
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その５

設問番号 回答数 割合％ 備　　考

301 38.4 回収数784に対して

181 23.1 回収数784に対して

65 8.3 回収数784に対して

31 4.0 回収数784に対して

15 1.9 回収数784に対して

3.2 人

20 人

190 24.2 回収数784に対して

61 7.8 回収数784に対して

20 2.6 回収数784に対して

7 0.9 回収数784に対して

2 0.3 回収数784に対して

4 0.5 回収数784に対して

1.7 人

8 人

690 88.0 回収数784に対して

34 4.3 回収数784に対して

654 83.4 回収数784に対して

96 12.2 回収数784に対して

19 55.9 64-5「できる」に対して

12 35.3 64-5「できる」に対して

1 2.9 64-5「できる」に対して

1 2.9 64-5「できる」に対して

1 2.9 64-5「できる」に対して

1.5 人

5 人

140 17.9 回収数784に対して

482 61.5 回収数784に対して

36 4.6 回収数784に対して

委託業者等に対応を要請 11

分からない 11

想定していない 7

被害程度による 6

126 16.1 回収数784に対して

58 41.4 64-6「できる」に対して

75 53.6 64-6「できる」に対して

設　問　内　容

設問64-3

現在の職員で、火葬炉の運転ができる職員数は

2人以下

3～4人以下

5～6人以下

7～10人以下

11人以上

平均

最大

記入なし

設問64-4

退職した職員等で、災害時に招集できる職員数は

1人

2人

3人

4～5人

6人以上

平均

最大

記入なし

設問64-5

火葬作業者等職員を支援派遣できるか

できる

できない

記入なし

設問64-5-1

できる場合、何人支援派遣できるか

1人

2人

3人

4人以上

要請があった場合に検討したい

平均

最大

設問64-6

火葬場が被災した場合、火葬作業者等の支援を受けることができるか

受けることができる

受けることは難しい

その他

記入なし

設問64-6-1

支援を受ける場合、火葬炉の安全操作マニュアルがあるか

有り

無し  
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その６

設問番号 回答数 割合％ 備　　考

412 52.6 回収数784に対して

309 39.4 回収数784に対して

63 8.0 回収数784に対して

201 48.8 64-7「有り」に対して

98 23.8 64-7「有り」に対して

90 21.8 64-7「有り」に対して

13 3.2 64-7「有り」に対して

燃料さえあればできる 5

能力は分からない 3

火葬はできない 2

63 8.0 回収数784に対して

671 85.6 回収数784に対して

50 6.4 回収数784に対して

10 15.9 64-8「している」に対して

8 12.7 64-8「している」に対して

7 11.1 64-8「している」に対して

8 12.7 64-8「している」に対して

7 11.1 64-8「している」に対して

2 3.2 64-8「している」に対して

8.4 日分

50 日分

42 66.7 64-8「している」に対して

10 15.9 64-8「している」に対して

12 19.0 64-8「している」に対して

2 3.2 64-8「している」に対して

1 1.6 64-8「している」に対して

56 88.9 64-8「している」に対して

4 6.3 64-8「している」に対して

2 0.3 回収数784に対して

714 91.1 回収数784に対して

68 8.7 回収数784に対して

112 14.3 回収数784に対して

610 77.8 回収数784に対して

62 7.9 回収数784に対して

設　問　内　容

設問64-7

火葬炉用自家発電機の設置

有り

無し

記入なし

設問64-7-1

有りの場合、自家発電機の電力供給能力や備蓄燃料はどの程度か

現在火葬中の数体分

1日分の火葬が可能

数日間の火葬が可能

その他

11～30日分

30日分以上

平均

最大

設問64-8

火葬用燃料を備蓄しているか

している

していない

記入なし

プロパン

軽油

Ａ重油

その他

備蓄している場合、何日分か

1日分

2～3日分

4～5日分

6～10日分設問64-8-1

設問64-8-4

備蓄燃料を使い果たした後の供給は

納入業者に連絡

優先的に供給する協定がある

設問64-8-3

備蓄燃料は

灯油

設問64-9

火葬用燃料の転換を考えているか

考えている

考えていない

記入なし

設問64-10

他に火葬場で備蓄しているものは

有り

無し

記入なし  
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その７

設問番号 回答数 割合％ 備　　考

104 92.9 64-10「有り」に対して

10 8.9 64-10「有り」に対して

6 5.4 64-10「有り」に対して

0 0.0 64-10「有り」に対して

6 5.4 64-10「有り」に対して

15 13.4 64-10「有り」に対して

11 9.8 64-10「有り」に対して

2 1.8 64-10「有り」に対して

3 2.7 64-10「有り」に対して

2 1.8 64-10「有り」に対して

3 2.7 64-10「有り」に対して

手袋 1

ゴーグル 1

暖房機 1

494 63.0 回収数784に対して

14 1.8 回収数784に対して

10 1.3 回収数784に対して

11 1.4 回収数784に対して

133 17.0 回収数784に対して

56 7.1 回収数784に対して

62 7.9 回収数784に対して

75 9.6 回収数784に対して

107 13.6 回収数784に対して

120 15.3 回収数784に対して

6 0.8 回収数784に対して

感染症予防用品 1

骨壺安置所の確保 1

職員通勤用燃料 1

県が対応すべき 1

備蓄はできない 1

現施設では考えられない 1

588 75.0 回収数784に対して

145 18.5 回収数784に対して

51 6.5 回収数784に対して

設　問　内　容

設問64-10-1

有りの場合、何か

火葬炉用機材

生活必需品

遺体搬送車両

遺体搬送車両用燃料

柩

骨壺

納体袋

防護服

マスク

消毒液

その他

設問64-11

今後、火葬場で備蓄すべきものは

火葬炉用機材

火葬用燃料

自家発電機

自家発電用燃料

生活必需品

遺体搬送車両

遺体搬送車両用燃料

柩

骨壺

納体袋

その他

設問64-12

近隣や地元に修理できる業者がいるか

無し

有り

記入なし  
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その８

設問番号 回答数 割合％ 備　　考

540 91.8 64-12「無し」に対して

121 20.6 64-12「無し」に対して

10 1.7 64-12「無し」に対して

5 0.9 64-12「無し」に対して

4 0.7 64-12「無し」に対して

7 1.2 64-12「無し」に対して

管理業者に連絡 3

状況による 2

対応が困難 2

543 69.3 回収数784に対して

148 18.9 回収数784に対して

93 11.9 回収数784に対して

35 6.4 64-13「している」に対して

14 2.6 64-13「している」に対して

456 84.0 64-13「している」に対して

2 0.4 64-13「している」に対して

89 60.1 64-13「していない」に対して

25 16.9 64-13「していない」に対して

7 4.7 64-13「していない」に対して

26 17.6 64-13「していない」に対して

3 2.0 64-13「していない」に対して

耐震診断を実施中 1

適合しているかどうかも分からない 2

429 54.7 回収数784に対して

142 18.1 回収数784に対して

72 9.2 回収数784に対して

34 4.3 回収数784に対して

21 2.7 回収数784に対して

現場が近いので歩いていく 13

葬祭業者を利用する 1

50 6.4 回収数784に対して

78 9.9 回収数784に対して

630 80.4 回収数784に対して

76 9.7 回収数784に対して

設　問　内　容

設問64-12-1

無しの場合、どうするか

炉メーカに連絡

地元業者に連絡してみる

保守点検業者に連絡

近隣の他火葬場に火葬を依頼

職員が対応する

その他

設問64-13

現状の火葬場は耐震基準に適合か

適合している

適合していない

記入なし

設問64-13-1

適合している場合、

耐震診断を実施し、適合建築物の評価を取得

耐震補強工事を実施

昭和56年以降の建築物

その他

埋立地に建設のため、強固な建築となっている。

設問64-13-2

適合していない場合、耐震補強工事は

計画していない

検討中

近々実施

建替えを予定あるいは検討中

その他

設問64-14

通信手段は大丈夫か

対策は考えていない

問題なしと思う

対策を検討中

対策の検討は必要と考える

その他

記入なし

設問64-15

感染予防対策があるか

有り

無し

記入なし  
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その９

設問番号 回答数 割合％ 備　　考

34 43.6 64-15「有り」に対して

34 43.6 64-15「有り」に対して

26 33.3 64-15「有り」に対して

17 21.8 64-15「有り」に対して

5 6.4 64-15「有り」に対して

4 5.1 64-15「有り」に対して

4 5.1 64-15「有り」に対して

2 2.6 64-15「有り」に対して

2 2.6 64-15「有り」に対して

81 10.3 回収数784に対して

641 81.8 回収数784に対して

62 7.9 回収数784に対して

21 25.9 64-16「有り」に対して

17 21.0 64-16「有り」に対して

10 12.3 64-16「有り」に対して

9 11.1 64-16「有り」に対して

3 3.7 64-16「有り」に対して

6 7.4 64-16「有り」に対して

7 8.6 64-16「有り」に対して

18 22.2 64-16「有り」に対して

63 77.8 64-16「有り」に対して

130 16.6 回収数784に対して

591 75.4 回収数784に対して

63 8.0 回収数784に対して

38 29.2 64-17「有り」に対して

25 19.2 64-17「有り」に対して

12 9.2 64-17「有り」に対して

12 9.2 64-17「有り」に対して

5 3.8 64-17「有り」に対して

5 3.8 64-17「有り」に対して

3 2.3 64-17「有り」に対して

13 10.0 64-17「有り」に対して

設　問　内　容

設問64-15-1

有りの場合、対策は

防護服

マスク

手袋

消毒液

納体袋

防護用品セット

業者に任せる

予防接種

他の部署との連携

設問64-16

火葬場内に遺体安置場所があるか

有り

無し

記入なし

設問64-16-1

有りの場合、現在何に使われているか

霊安室

式場

倉庫

待合室

収骨室

告別・エントランスホール、通路

その他

設問64-16-2

法要等を行うことを想定しているか

想定している

想定していない

設問64-17

骨壺を一定期間安置する場所があるか

有り

無し

記入なし

設問64-17-1

有りの場合、現在何に使われているか

納骨堂、残骨置き場等

倉庫

霊安室

骨壺安置室

収骨室

待合室

炉前ホール

その他  
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その１０

設問番号 回答数 割合％ 備　　考

56 7.1 回収数784に対して

25 3.2 回収数784に対して

574 73.2 回収数784に対して

11 1.4 回収数784に対して

土砂災害警戒区域 5

土石流警戒区域 2

山間部 1

急斜面あり 1

前のグランドが盛土法面 1

118 15.1 回収数784に対して

34 4.3 回収数784に対して

690 88.0 回収数784に対して

60 7.7 回収数784に対して

17 50.0 64-19「有り」に対して

5 14.7 64-19「有り」に対して

2 5.9 64-19「有り」に対して

58 7.4 回収数784に対して

668 85.2 回収数784に対して

58 7.4 回収数784に対して

28 48.3 65「有り」に対して

8 13.8 65「有り」に対して

4 6.9 65「有り」に対して

17 29.3 65「有り」に対して

指定管理者内の会議 5

不定期な会議 3

休止中の会議 4

71 9.1 回収数784に対して

675 86.1 回収数784に対して

38 4.8 回収数784に対して

42 59.2 66「有り」に対して

24 33.8 66「有り」に対して

5 7.0 66「有り」に対して

近々開催予定 1

不定期な会議 3

震災後に開催された 1

設　問　内　容

設問64-18

所在地は防災上どのような区域か

防災計画上の危険地域

緊急避難区域内

いずれにも該当しない

その他

記入なし

設問64-19

大規模法要等を行う場所があるか

有り

無し

記入なし

設問64-19-1

有りの場合、現在何に使われているか

式場

告別ホール

待合ロビー

設問65

火葬場間の連絡会議があるか

有り

無し

記入なし

設問65-1

有りの場合

定期的に集まる

緊急時に連絡を取り合う程度

都道府県広域火葬計画に基づく会議

その他

設問66

火葬場と県庁とが連携できる連絡会議があるか

有り

無し

記入なし

設問66-1

有りの場合

定期的に集まる

緊急時に連絡を取り合う程度

その他
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その１１

設問番号 回答数 割合％ 備　　考

26 3.3 回収数784に対して

714 91.1 回収数784に対して

44 5.6 回収数784に対して

9 34.6 67「有り」に対して

12 46.2 67「有り」に対して

4 15.4 67「有り」に対して

協定書の締結 2

75 9.6 回収数784に対して

659 84.1 回収数784に対して

50 6.4 回収数784に対して

121 15.4 回収数784に対して

615 78.4 回収数784に対して

48 6.1 回収数784に対して

74 61.2 69「行っている」に対して

25 20.7 69「行っている」に対して

2 1.7 69「行っている」に対して

2 1.7 69「行っている」に対して

1.5 回/年

12 回/年

設　問　内　容

設問67

葬儀業者等出入り業者との連絡会議は

有り

無し

記入なし

設問67-1

有りの場合

定期的に集まる

緊急時に連絡を取り合う程度

その他

設問68

危機管理マニュアルの作成

作成している

作成していない

記入なし

設問69

防災訓練の実施

行っている

行っていない

記入なし

設問69-1

行っている場合の頻度

年1回

年2回

年3回

年12回

平均

最大  
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全国火葬場対象アンケート調査結果のグラフ 

  

  

  

  

 

0 100 200 300 400 500 600 700 800

無し

有り

施 設 数

被
害
の
有
無

設問61-1 震災による火葬場への被害

0 100 200 300 400 500 600 700

記入なし

停止しなかった

停止した

施 設 数

停
止
の
有
無

設問61-3 地震後に火葬場が停止したか

0 10 20 30 40 50 60 70

その他

火葬炉関係設備

建物

被害有り

施 設 数

被
害
内
容

設問61-1-1 地震による被害

0 5 10 15 20

11日以上

4～10日間

3日間

2日間

1日間

施 設 数

停
止
し
た
日
数

設問61-3-1 震災後の停止期間

0 10 20 30 40 50 60

その他

火葬場が避難場所となった

遺体搬入の困難さ

火葬従事者等人的不足

燃料確保困難

停電

設備の損傷

施 設 数

稼
働
停
止
の
要
因

設問61-3-2 稼働停止の主な要因

0 20 40 60 80 100

その他

断水

計画停電の実施

遺体搬入の困難さ

火葬従事者等人的不足

燃料不足

停電

設備の不具合

施 設 数

稼
働
継
続
を
妨
げ
た
要
因

設問61-4-1 稼働継続を妨げた要因

0 10 20 30 40 50 60

201体以上

151～200体

101～150体

51～100体

11～50体

10体以下

施 設 数

火
葬
数

設問62-1-2 管外被災者を火葬した数

0 100 200 300 400 500 600 700

記入なし

無し

有り

施 設 数

火
葬
依
頼
の
有
無

設問62-1 管外被災者の火葬依頼の有無
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0 20 40 60 80 100

家屋管理人

自治体

遺族（葬儀業者を含む）

施 設 数

依

頼

者

設問62-1-3 管外火葬の依頼者

系列1

0 20 40 60 80 100

災害救助法等により都道府県に請求

減額した

管外料金を適用

管内料金を適用

無料

施 設 数

火
葬
手
数
料
の
形
態

設問62-1-4 管外火葬手数料

0 10 20 30 40 50 60 70

条例等により免除した

災害救助法等により申請

死亡者出身自治体に請求

施 設 数

請

求

先

設問62-1-5 火葬手数料無料の請求先

0 20 40 60 80 100 120

その他

遺体安置所から運ばれてきた

出身自治体に照会

遺族（葬儀業者を含む）の申告

火葬許可証等（特例措置を含む）の
住所から判断

施 設 数

確
認
方
法

設問62-1-6 被災者の確認方法

0 100 200 300 400 500 600 700 800

記入なし

その他

行いたかったが、要請がなかった

行わなかった

行った

施 設 数

人
的
支
援

設問62-2 被災地火葬場への人的支援

0 2 4 6 8 10

同じ火葬炉メーカであったため

要請があったから

施 設 数

理

由

設問62-2-1 人的支援を行った理由

0 50 100 150 200 250 300 350

記入なし

9体以上

7～8体以下

5～6体以下

3～4体以下

2体以下

施 設 数

最
大
火
葬
能
力

設問64-1 1日1炉当たりの最大火葬能力

0 50 100 150 200 250 300 350 400

記入なし

31体以上

11～30体以下

7～10体以下

4～6体以下

3体以下

施 設 数

最
大
受
入
可
能
数

設問64-2 受入可能な1日最大管外遺体数
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0 100 200 300 400

記入なし

11人以上

7～10人以下

5～6人以下

3～4人以下

2人以下

施 設 数

職
員
数

設問64-3 火葬炉の運転ができる職員数

0 100 200 300 400 500 600 700 800

記入なし

6人以上

4～5人

3人

2人

1人

施 設 数

職

員

数

設問64-4 災害時に招集できる職員数

0 100 200 300 400 500

記入なし

無し

有り

施 設 数

自
家
発
電
機
の
有
無

設問64-7 火葬炉用自家発電機の設置

0 50 100 150 200 250

その他

数日間の火葬が可能

1日分の火葬が可能

現在火葬中の数体分

施 設 数

能
力
の
程
度

設問64-7-1 自家発電機の能力

0 200 400 600 800

している

していない

記入なし

施 設 数

備
蓄
の
有
無

設問64-8 火葬用燃料の備蓄

0 2 4 6 8 10 12

30日分以上

11～30日分

6～10日分

4～5日分

2～3日分

1日分

施 設 数

備

蓄

量

設問64-8-1 火葬用燃料の備蓄量

0 20 40 60 80 100 120

その他
消毒液
防護服
マスク
柩

遺体搬送車両
生活必需品
納体袋
骨壺

火葬炉用機材

施 設 数

備

蓄

物

設問64-10-1 現在、火葬場での備蓄物

0 100 200 300 400 500 600

その他

自家発電用燃料

遺体搬送車両

柩

納体袋

火葬炉用機材

施 設 数

備

蓄

物

設問64-11 今後、火葬場での備蓄物
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0 100 200 300 400 500 600 700

記入なし

有り

無し

施 設 数

業
者
の
有
無

設問64-12 近隣の火葬炉修理業者

0 100 200 300 400 500 600

その他

職員が対応する

近隣の他火葬場に火葬を依頼

保守点検業者に連絡

地元業者に連絡してみる

炉メーカに連絡

施 設 数

対
応
方
法

設問64-12-1 業者がなければどうするか

0 100 200 300 400 500 600

記入なし

適合していない

適合している

施 設 数

耐
震
基
準
に
対
し
て

設問64-13 火葬場は耐震基準に適合か

0 100 200 300 400 500

記入なし

その他

対策の検討は必要と考える

対策を検討中

問題なしと思う

対策は考えていない

施 設 数

設問64-14 既存の通信手段で大丈夫か

0 100 200 300 400 500 600 700

記入なし

無し

有り

施 設 数

対
策
の
有
無

設問64-15 感染予防対策

0 100 200 300 400 500 600 700

記入なし

無し

有り

施 設 数

設問64-16 遺体安置場所の有無

0 100 200 300 400 500 600 700

記入なし

無し

有り

施 設 数

設問64-17 骨壺の安置する場所の有無

0 100 200 300 400 500 600 700

記入なし

その他

いずれにも該当しない

緊急避難区域内

防災計画上の危険地域

施 設 数

設問64-18 防災上の区域
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0 100 200 300 400 500 600 700 800

記入なし

無し

有り

施 設 数

設問64-19 大規模法要等を行う場所の有無

0 100 200 300 400 500 600 700 800

記入なし

無し

有り

施 設 数

設問65 火葬場間の連絡会議

0 100 200 300 400 500 600 700 800

記入なし

無し

有り

施 設 数

設問66 火葬場と県庁の連絡会議

0 100 200 300 400 500 600 700 800

記入なし

無し

有り

施 設 数

設問67 葬儀業者等との連絡会議

0 100 200 300 400 500 600 700

記入なし

作成していない

作成している

施 設 数

設問68 危機管理マニュアルの作成

0 100 200 300 400 500 600 700

記入なし

行っていない

行っている

施 設 数

設問69 防災訓練の実施
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厚生労働科学研究 

「大規模災害時における遺体の埋火葬の在り方に関する研究」 

 

 

 

全国火葬場の施設状況並びに 
防災対策に関する調査 

 

【抜粋】 
 

（全国火葬場アンケート調査） 
 

 

 

 

 

 

 

 

平成２４年１１月 
 

 

 

 

 

特定非営利活動法人日本環境斎苑協会 
 
 
 
 
 

調査票のご返送期限は平成 25 年 1 月 18 日（金）ですので、ご協力をお願いします。 
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調査票の構成 

第１ 調査票記入者について ····················································· 略 

第２ 行政区域内の埋火葬 ······················································· 略 【設問 1～ 3】 

第３ 火葬場の概要、構成、機能 ··············································· 略 【設問 4～25】 

第４ 火葬場の火葬炉設備 ······················································· 略 【設問26～35】 

第５ 残骨灰、集じん灰等の処理 ··············································· 略 【設問36～42】 

第６ 風習、慣習等について ····················································· 略 【設問43～45】 

第７ 建設時もしくは大規模増・改築時における地域社会との関係 ······ 略 【設問46～50】 

第８ 火葬場の整備費 ····························································· 略 【設問51】 

第９ 火葬場の収入、支出 ······················································· 略 【設問52～54】 

第10 火葬手数料、施設利用料 ·················································· 略 【設問55～57】 

第11 火葬場の運営管理、職員数、休日等 ···································· 略 【設問58～60】 

第12 東日本大震災における対応 ··············································· 73 【設問61～62】 

第13 阪神・淡路大震災、中越地震等の大規模災害での状況 ·············· 77 【設問63】 

第14 火葬場における災害時対策 ··············································· 77 【設問64～69】 

第15 最後に ········································································ 略 【設問70～73】 

提出先・問合せ先に ································································ 84 

【調査票記入上のご注意】 

a.本調査の調査基準日は、平成 24 年 10 月 1日です。 

本調査票のご返送の締切日は、平成 25 年 1月 18 日ですので、よろしくお願いします。 

b.本調査は、稼動可能な火葬場（最近火葬実績がなくてもよい、炉、排気筒（煙突）、建物

の三要素を備えた火葬場）で、市町村、一部事務組合、公益・宗教法人、企業、国立療養所

等が経営管理する火葬場ごとにご記入下さい。 

自治会（集落）の共有火葬場は、原則として本調査の対象外ですが、実態が把握でき稼動

可能な火葬場については、ご記入下さい。 

c.記入式設問の回答方法 

設問中のアンダーライン上に、直接、該当する事項・数値をご記入下さい。 

d.選択式設問の回答方法 

選択肢の左側の○（一つを選択しご回答下さい）または□（該当する項目すべてにご回答

下さい）に「レ」をご記入下さい。 

e.火葬場が複数の場合には、施設数分のアンケート用紙を同封しましたので、個々の火葬場

について調査票をご提出ください。万が一、調査票が不足している場合は、ご面倒でもコピ

ーしていただき、設問４以降について、それぞれの火葬場ごとにご記入下さい。 

f.参考となる資料等がございましたら、本アンケートと併せてお送り下さい。 
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第 12 東日本大震災における対応 

【設問 61】2011 年東日本大震災の後の状況についてお答え下さい。 

1.震災による火葬場への被害はありましたか。 

○ 有り 

○ 無し  ⇒ （2.へお進み下さい） 

1-1 有りの場合、大きな被害はどの部分でしたか。（該当する項目すべてにお答え下さい） 

□ 建物 

□ 火葬炉関係設備（                           ） 

□ その他（                               ） 

2.震災当日は友引日でしたが、火葬場は稼動していましたか。 

○ 稼動していた 

○ 休場日であった  ⇒ （3.へお進み下さい） 

2-1 稼動していた場合、地震発生時はどのような状態でしたか。 

○ すべて終了していた 

○ 火葬は終了し収骨中であった 

○ 火葬中であった 

○ その他（                               ） 

3.地震の後、火葬場の稼動は停止しましたか。 

○ 停止した 

○ 停止しなかった  ⇒ （4.へお進み下さい） 

3-1 火葬場の稼動が停止した期間はどれだけでしたか。 

稼動停止期間は      日間又は      月      日まで 
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3-2 火葬場の稼動停止の主な原因は何でしたか。（該当する項目すべてにお答え下さい） 

□ 設備の損傷 

□ 停電 

□ 燃料確保困難 

□ 火葬従事者等人的不足 

□ 遺体搬入の困難さ 

□ その他（                               ） 

4.地震の後、稼動を続けるために困ったことは有りましたか。 

○ 有り 

○ 無し  ⇒ （設問 62 へお進み下さい） 

4-1 有りの場合、困ったことは何でしたか。（該当する項目すべてにお答え下さい） 

□ 設備の不具合 

□ 停電 

□ 燃料不足 

□ 火葬従事者等人的不足 

□ 遺体搬入の困難さ 

□ その他（                               ） 

【設問 62】東日本大震災の後の火葬支援についてお聞きします。 

1.管外被災者の火葬依頼はありましたか。 

○ 有り 

○ 無し  ⇒ （2.へお進み下さい） 

1-1 有りの場合、火葬依頼をどうしましたか。 

○ 依頼を受け、火葬した。 

○ 依頼は有ったが、他の火葬場を紹介した。  ⇒ （1-7 へお進み下さい） 

○ その他（                     ）⇒（2.へお進み下さい） 

1-2 管外被災者を何体火葬しましたか。                     体 
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1-3 火葬を依頼した者は誰でしたか。 

○ 遺族（葬儀業者を含む） 

○ 自治体 

○ その他（                               ） 

1-4 その場合の火葬手数料はどうしましたか。 

○ 無料 

○ 管外料金を適用  ⇒ （1-6 へお進み下さい） 

○ その他（                               ） 

1-5 火葬手数料を無料とした後の請求先はどこですか。 

○ 死亡者出身自治体に請求 

○ 災害救助法等により申請 

○ その他（                               ） 

1-6 被災者であるかどうかの確認はどのようにしましたか。 ⇒ 回答後、2.へお進み下

さい。 

○ 火葬許可証（特例措置を含む）の住所から判断 

○ 遺族の申告 

○ その他（                               ） 

1-7 管外被災者を他の火葬場に紹介したのは何体でしたか。            体 

1-8 紹介した火葬場に関する情報はどこから入手しましたか。 

○ 都道府県 

○ 火葬場間の情報交換 

○ その他（                               ） 

2.被災地の火葬場への火葬作業者等の人的支援を行いましたか。 

○ 行った 

○ 行わなかった          ⇒ （設問 63 へお進み下さい） 

○ 行いたかったが要請がなかった  ⇒ （設問 63 へお進み下さい） 

○ その他（                 ）⇒（設問 63 へお進み下さい） 
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2-1 人的支援を行った理由は何ですか。 

○ 要請があったから 

○ 事前に協定を結んでいたから    ⇒ （2-3 へお進み下さい） 

○ 困っているとの情報があったから  ⇒ （2-4 へお進み下さい） 

○ その他（                 ）⇒（設問 63 へお進み下さい） 

2-2 人的支援を要請したのは誰ですか。 ⇒ 回答後、設問 63 へお進み下さい 

○ 都道府県 

○ 火葬場を管理する市町村、一部事務組合等 

○ 火葬場間の連絡協議会等 

○ 火葬炉メーカ 

○ 火葬場を管理する民間事業者 

○ その他（                               ） 

2-3 人的支援の協定はどのようなものですか。 ⇒ 回答後、設問 63 へお進み下さい 

○ 都道府県が仲介して結ばれた協定 

○ 市町村、一部事務組合等の間で結ばれた協定 

○ 火葬場間で結ばれた協定 

○ その他（                               ） 

2-4 困っているとの情報はどこから入手しましたか。 

○ 都道府県 

○ 火葬場を管理する市町村、一部事務組合等 

○ 火葬場間の連絡協議会等 

○ 火葬炉メーカ 

○ 火葬場を管理する民間事業者 

○ その他（                               ） 

 

 



- 75 - 
 

第 13 阪神・淡路大震災、中越地震等の大規模災害での状況 
（それらの際の報告書、記録等がございましたら、併せてお送り下さい。） 

【設問 63】震災による火葬場への被害はありましたか。 

○ 有り 

○ 無し  ⇒ （2.へお進み下さい） 

1.有りの場合、大きな被害はどの部分でしたか。（該当する項目すべてにお答え下さい） 

□ 建物 

□ 火葬炉関係設備（                           ） 

□ その他（                               ） 

2.地震の後、火葬場の稼動は停止しましたか。 

○ 停止した 

○ 停止しなかった  ⇒ （設問 64 へお進み下さい） 

2-1 火葬場の稼動が停止した期間はどれだけでしたか。 

稼動停止期間は      日間又は      月      日まで 

2-2 火葬場の稼動停止の主な原因は何でしたか。（該当する項目すべてにお答え下さい） 

□ 設備の損傷 

□ 停電 

□ 燃料確保困難 

□ 火葬従事者等人的不足 

□ 遺体搬入の困難さ 

□ その他（                               ） 

 

 

第 14 火葬場における災害時対策 

【設問 64】現在の火葬場の災害時対策についてお聞きします。 

1.災害時を想定した場合、1日 1炉当たりの最大火葬能力は何体ですか。 

           体/基･日 
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2.災害時に、管外地域からの受入可能な遺体数は 1日当たり最大何体ですか。 

           体/日 

3.現在の火葬場の職員の中で、火葬炉の運転ができる職員は何人いますか。 

           人 

4.退職した職員等で、災害時に招集できる（火葬炉の運転ができる）職員は何人いますか。 

           人 

5.火葬作業者等職員を支援派遣できますか。 

○ できる 

○ できない  ⇒ （6.へお進み下さい） 

5-1 できるとお答えの場合、何人支援派遣できますか。             人 

6.あなたの火葬場が被災した場合、火葬作業者等の支援を受けることができますか。 

（食料や宿舎等の確保が必要となることを念頭において下さい。） 

○ 受けることできる 

○ 受けることは難しい  ⇒ （7.へお進み下さい） 

○ その他（                   ）⇒（7.へお進み下さい） 

6-1 火葬作業者等の支援を受ける場合、火葬炉の安全操作マニュアルがありますか。 

○ 有り 

○ 無し 

※もし、マニュアルがありましたら、本アンケートとともに併せてお送り下さい。 

7.火葬炉用自家発電機は設置されていますか。 

○ 有り 

○ 無し  ⇒ （8.へお進み下さい） 

7-1 有りの場合、火葬炉用自家発電機の電力供給能力や備蓄燃料はどの程度ですか。 

○ 現在火葬中の数体分 

○ 1 日分の火葬が可能 

○ 数日間の火葬が可能 

○ その他（                               ） 
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8.大規模災害を想定して火葬用燃料を備蓄していますか。 

○ している 

○ していない  ⇒ （9.へお進み下さい） 

8-1 備蓄している場合、何日分を想定していますか。            日分 

8-2 備蓄燃料は、通常使用の火葬用燃料と異なりますか。 

○ 異なる 

○ 同じ種類である  ⇒ （8-4 へお進み下さい） 

8-3 備蓄燃料は何ですか。 

○ 灯油 

○ プロパンガス 

○ その他（              ） 

8-4 備蓄燃料を使い果たした後の供給はどのようにしますか。 

○ 納入業者に連絡する 

○ 優先的に供給する協定がある 

○ その他（                               ） 

9.現在の設備で、災害対策の面から、火葬用燃料の転換を考えていますか。 

○ 考えている 

○ 考えていない  ⇒ （10.へお進み下さい） 

9-1 考えているという場合  火葬用燃料の種類は       から       へ 

10.火葬用燃料以外に火葬場で備蓄しているものがありますか。 

○ 有り 

○ 無し  ⇒ （11.へお進み下さい） 
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10-1 有りの場合、それは何ですか。（該当するすべてにお答え下さい） 

□ 火葬炉用機材（消耗品、交換部品等） 

□ 生活必需品 

□ 遺体搬送車両 

□ 遺体搬送車両用燃料 

□ 柩 

□ 骨壷 

□ 納体袋 

□ その他（                               ） 

11.今後、火葬場で備蓄すべきと思われるものは何でしょうか。（該当する項目すべてにお答え

下さい） 

□ 火葬炉用機材（消耗品、交換部品等） 

□ 生活必需品 

□ 遺体搬送車両 

□ 遺体搬送車両用燃料 

□ 柩 

□ 骨壷 

□ 納体袋 

□ その他（                               ） 

12.大規模災害時に火葬炉用関連設備が故障した場合、近隣や地元に修理ができる業者があり

ますか。 

○ 無し 

○ 有り  ⇒ （13.へお進み下さい） 

12-1 無しの場合、故障した場合どうしますか。（該当する項目すべてにお答え下さい） 

□ 炉メーカに連絡する 

□ 地元業者で対応できないか連絡して見る 

□ その他（                               ） 
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13.現状の火葬場建築物は昭和 56 年の耐震基準に適合していますか。 

○ 適合している 

○ 適合していない  ⇒ （13-2 へお進み下さい） 

13-1 適合しているとお答えの場合 ⇒ 回答後、14.へお進み下さい 

○ 耐震診断を実施し、適合建築物の評価を取得している  

○ 耐震補強工事を実施した 

○ 昭和 56 年以降の建築物である 

○ その他（                               ） 

13-2 適合していないとお答えの場合、耐震補強工事は 

○ 計画していない 

○ 検討中である 

○ 近々に実施する 

○ その他（                               ） 

14.東日本大震災では既存の通信手段（電話線が寸断し、携帯電話が圏外であった）が使えず、

火葬場と本庁との連絡、電話予約システム等が機能しなくなりました。あなたの火葬場は

大丈夫ですか。 

○ 対策は考えていない 

○ 問題無しと思っている 

○ 対策を検討してある 

○ その他（                               ） 

15.損傷の著しい遺体等による職員等への感染予防対策がありますか。 

○ 有り 

○ 無し  ⇒ （16.へお進み下さい） 

15-1 有りの場合、対策とは何ですか。（                     ） 

16.災害時を想定して、火葬場内に搬入された遺体を安置する場所はありますか。 

○ 有り 

○ 無し  ⇒ （17.へお進み下さい） 

16-1 有りの場合、その場所は現在何に使われていますか。（             ） 
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16-2 その場所で、法要等を行うことを想定していますか。 

○ 想定している 

○ 想定していない 

17.火葬場内に焼骨収納済容器（骨壷）を一定期間安置する場所はありますか？ 

○ 有り 

○ 無し  ⇒ （18.へお進み下さい） 

17-1 有りの場合、その場所は現在何に使われていますか（             ） 

18.火葬場の所在地は防災上どのような区域にありますか。 

○ 防災計画上の危険地域にある 

○ 緊急避難区域内にある 

○ いずれにも該当しない 

○ その他（                               ） 

19.火葬場内に大規模法要等を行うことができる場所はありますか？ 

○ 有り 

○ 無し  ⇒ （設問 65 へお進み下さい） 

19-1 有りの場合、その場所は現在何に使われていますか。（             ） 

【設問 65】大規模災害に備えて、火葬場間が連携できる連絡会議（協議会など）がありますか。 

○ 有り 

○ 無し  ⇒ （設問 66 へお進み下さい） 

1-1 有りの場合、その会議は 

○ 定期的に集まっている 

○ 緊急時に連絡を取り合う程度 

○ その他（                               ） 

※「有り」とお答えの場合、それらの会議時の資料等を併せてお送り下さい。 
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【設問 66】大規模災害に備えて、火葬場と都道府県庁が連携できる連絡会議（協議会など）が

ありますか。 

○ 有り 

○ 無し  ⇒ （設問 67 へお進み下さい） 

1-1 有りの場合、その会議は 

○ 定期的に集まっている 

○ 緊急時に連絡を取り合う程度 

○ その他（                               ） 

※「有り」とお答えの場合、それらの会議時の資料等を併せてお送り下さい。 

【設問 67】大規模災害に備えて、葬儀業者等出入り業者との連絡会議（協議会など）がありま

すか。 

○ 有り 

○ 無し  ⇒ （設問 68 へお進み下さい） 

1-1 有りの場合、その会議は 

○ 定期的に集まっている 

○ 緊急時に連絡を取り合う程度 

○ その他（                               ） 

※「有り」とお答えの場合、それらの会議時の資料等を併せてお送り下さい。 

【設問 68】大規模災害に備えて、火葬場に危機管理マニュアルが作成されていますか。 

○ 作成している 

○ 作成していない 

※「作成している」とお答えの場合、危機管理マニュアル等を併せてお送り下さい。 

【設問 69】大規模災害に備えて、火葬場で防災訓練を行っていますか。 

○ 行っている 

○ 行っていない 

4-1 行っている場合、その実施頻度は       回/年、又は 1回/（       ） 

 

アンケートへのご協力をありがとうございました。 
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提出先・問合せ先 
特定非営利活動法人日本環境斎苑協会 科研費担当 

〒210-0828 神奈川県川崎市川崎区四谷上町 10-6 

TEL 044-270-0123、FAX 044-270-0766 

電子メール：saien2@j-sec.jp 

提出方法 
① 電子メールによる提出 

[アンケート調査票]：当協会ホームページ（アドレス http://www.j-sec.jp）から用

紙（Excel 2003）をダウンロードして下さい。 

[データ送信]：設問に沿って回答をご記入いただき、データを上記電子メールアドレ

スに送信して下さい。なお、火葬場が複数の場合は、火葬場ごとにフ

ァイル名を変えてご提出ください。 

[ファイル名の付け方]：ファイル名は、自治体名＋施設名として下さい。 

[保存ファイル形式]：Excel 2003 以降 

② 郵送による提出 

本調査票にご記入の上、同封の封筒でご返送下さい。 

なお、火葬場が複数の場合、施設数分の調査票を同封していますので、個々の火葬

場分の状況をご記入いただき、それぞれをご提出ください。万が一、調査票が不足し

ている場合は、ご面倒でもコピーしていただき、全施設分をご提出いただきますよう

お願い申し上げます。 
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第３章 東日本大震災被災地のヒヤリング調査結果 

第１節 被災県担当者対象「東日本大震災後の埋火葬に関する調査」 

１．宮城県 

（１）震災に係る埋火葬の状況 

① 県内では、死者 10,310 人、県外火葬 2,559 人（山形県 1,105 人、東京都 860 人、岩手

県 399 人等）、仮埋葬 2,108 人であり、差引き 5,643 人が県内火葬となる。 

② 燃料の残量・必要量を災害対策本部に伝えるため、まず 3月 16 日に火葬場の状況を調

査した。燃料の配分は災害対策本部が行った。発災直後の火葬場の状況把握、特に燃料の

確保は、県の役割であるとの認識はあった。 

③ 3 月 14 日、県知事が全国知事会に火葬支援緊急要望書を提出し、9都道県から受入れの

回答があった。 

④ 火葬作業者の支援要請はしなかった。火葬作業者の不足はなかったと思う。人の支援を

求めることは、宿や食料等を確保する必要がある。なお、炉メーカは人の派遣を行った。 

⑤ 東京での支援火葬は全て身元不明であった。遺族同伴がないのが条件であった。 

⑥ 山形県での火葬は、身元判明遺体であり、遺族が付いて行った。葬祭業者が火葬場を手

配したので、県の仲介はほとんどない。身元判明遺体の火葬は、葬祭業者が介在しないと

うまくいかない。業者と県との関係づくりは重要である。 

⑦ 身元不明遺体は県の介在で計画的に進められるが、身元判明遺体は遺族感情があり、簡

単には進められない。 

（２）広域火葬計画、地域防災計画 

① 地域防災計画の記載では、災害救助法が適用された場合の遺体の捜索、処理、収容、埋

火葬は市町村が主体であり、県の関与が記載されていない。県の役割は調整程度と思われ

る。 

② 広域火葬計画は、震災当時も現在も策定していない。必要性は認識している。火葬場が

市町村あるいは一部事務組合の管理であり、県と火葬場がどのような関係であるべきかの

整理が必要である。市町村との調整が必要である。 

③ 過去の地震は死者が数十人で、通常の中で火葬ができた。どのような被害を想定し計画

を策定するか、今現在検討中である。特に今回の震災では県単位での対応に無理があり、

どのような範囲で考えるべきであろうか。東北 6県主管課長会議でも議題に挙がった。 

（３）仮埋葬（土葬） 

① 宮城県の仮埋葬は、3市 3町で、3月 21 日（気仙沼市）～6月 8日（東松島市）の期間

行われた。しかしその後、火葬場の機能回復が見られるようになったので、4月 16 日（女

川町）～11 月 19 日（気仙沼市）に遺体を掘り起し火葬を行った（改葬）。 

② 穴を掘るのは建設業組合、遺体を納めるのが市町職員と自衛隊、掘り起しは葬祭業者と

いう分担であった。掘り起しで間違いがないように市町職員が立ち会った。場所は市町が

決めた（宮城県の場合、墓地許可権限は市町村に移譲済み）。掘り起し後は原状復帰した。 

③ 数か月で改葬（火葬）したのは、あくまでも「仮」埋葬であったこと、お骨になって初

めて葬儀の終結であるという住民感情があったためであろう。 

④ 仮埋葬の話は市町から出た。発災直後、遺体数が予測できない、遺体が次々収容される、

火葬場機能が回復しない、回復しても足りないという連鎖で土葬を考えた。墓埋法では土
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葬を禁止していると思っていたので、市町は県に許可を求めてきた。県は市町の判断に任

せた。県では 3月 17 日に土葬の手引書（奈良県から入手）を関係市町に配布した。 

（４）災害救助法、災害復旧事業 

① 火葬場は保健衛生施設であり、保健衛生施設等の災害復旧事業として国の補助金がある

ので、県では状況を把握する必要があった。 

② 災害救助法の適用は埋葬までであったが、厚労省と交渉して、仮埋葬後の改葬まで災害

救助法の対象となった。棺が二つ必要となった（仮埋葬時と改葬時）。 

③ 不足したものは、最初は棺、骨壺、納体袋であった。ドライアイス（初め国で手配、4

月から県）、ブルーシート、祭壇、線香なども不足した。全葬連等の県内組織等に手配を

お願いした。 

④ 災害救助法は、基本が現物支給である。火葬料金は市町村が遺族から徴収しない、棺、

骨壺等は市町村が供給する。災害救助法の精算業務を県が行うので、市町村は後日県に請

求する。決まった期間中の火葬料金は、被災遺体と一般遺体の区別した市町村と区別しな

い市町村とがあるため、災害救助法での死者数が多くなる。災害救助法が適用されれば火

葬料金を取らないとの取り決めがあったので、県から通知を出して火葬料金を取らないよ

うにした。 

⑤ 災害救助法は公衆衛生上緊急やむを得ない措置であるため、葬祭に係る経費（火葬に同

行する経費、火葬後の経費、位牌等）については外れる。ただし、葬儀業者が一括で請求

するため、話がややこしい。 

⑥ 市町村や県は、災害救助法の事務処理が大変であった。 

（５）国への要望等 

① 埋火葬の特例措置は適切であった。 

② 災害救助法に関しても広く対応していただいた（改葬の部分を適用するなど広めに対応

してもらった）。 

③ 国の作成による連絡窓口一覧は役に立った。 

④ 広域の範囲をどの程度にするか判断が難しい、3月 11 日を経験して県単位ではだめと

思った。東北六県での対応が必要、でも具体的にどのように進めていくべきか。結局、国

の関与が必要ではないか。遺体の搬送、火葬の前段階、遺体の収容・安置、遺体の安置所

と火葬場の間の手段をどう考えるか。 

（６）業者との連携等 

① 葬祭業者との協定は平成 21 年 9月に結んだ。その頃は宮城県沖地震がかなりの確率で

起きると言われた時期であったことと、全葬連が全国的に同様の協定を結ぶように勧めた

こともあった。 

② 宮城県葬祭業協同組合、ＪＡ全農みやぎを紹介するので、話を聞いてほしい。ＪＡは震

災当時、協力関係になかったが、最近協定を結んだ。ただし、どちらとも震災以前には日

常的な付き合いはなかった。 

（７）その他 

火葬に関する市町村や火葬場との連絡は、日常的に全くない。ただし、10 年程度前まで

はあったと聞く。市町村、火葬場、業者等との日常的な繋がり（情報交換等）が必要と思わ

れる。 
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宮城県からの提供資料：地域防災計画 
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宮城県からの提供資料：支援火葬の状況 
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宮城県からの提供資料：発災直後の火葬場の状況 
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宮城県からの提供資料：地震による火葬場の状況（その１） 
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宮城県からの提供資料：地震による火葬場の状況（その２） 
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宮城県からの提供資料：全国知事会への緊急要望書 
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宮城県からの提供資料：他県に対する火葬協力依頼 
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宮城県からの提供資料：国作成による連絡窓口一覧 
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宮城県からの提供資料：民間事業者との協定 
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宮城県からの提供資料：地域別遺体安置状況（その１） 
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宮城県からの提供資料：地域別遺体安置状況（その２） 
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宮城県からの提供資料：宮城県内火葬場一覧表 
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宮城県からの提供資料：ドライアイス調達先 
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宮城県からの提供資料：土葬手引書 
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２．岩手県 

（１）震災に係る埋火葬の状況 

① 震災の確認した死亡者数は、3月 20日で 2,600人、4月 1日で 3,400人、5月 2日で 4,300

人であった。平成 24 年 11 月 9日現在で 4,671 人である。なお、行方不明者は 1,192 人で

ある。 

② 県が調整して県内の他市町村で火葬した遺体は 705 体（3月 18 日～4月 10 日）で、千

葉県内（千葉市、佐倉市）で 207 体（4月中に何回かに分けて 30～40 体ずつ）であった。

千葉県で火葬したのは陸前高田市の身元不明の遺体である。ただし、県が関わっていない

火葬については把握していない。 

③ 千葉県への遺体搬送の際は、県と市の職員が同行した。搬送にはトラックを使用し、重

ねられないので、平積みにした。 

④ 発災直後は県庁内でも混乱し、担当課では救援物資の対応や水道の復旧に人員を割いた

ため、埋火葬について担当課で行わなかったので、記録がきちんと残っていない。状況が

落ち着いた 4月以降は担当課が行うようになった。 

（２）広域火葬計画、地域防災計画 

① 広域火葬計画は、震災当時なかったが、3月 11 日を経験して必要性を認識し、現在策

定中である。今回の震災を考えれば、隣接県やもっと広域な範囲での協力体制の必要性を

盛り込むことを検討している。今現在、詰めの段階であり、遅くとも年度内に作るつもり

である。 

② 地域防災計画では、県はあらかじめ広域火葬の体制を整備し、市町村から要請があった

場合等に広域火葬に係る調整を行うこととしている。 

③ 東北 6県だけでなく新潟、北海道を入れて 8道県での防災協定を結んでいるので、その

中で埋火葬も入れることとしている。7月に東北 6県の会議で広域火葬計画を作ると言っ

ているのは岩手と宮城ぐらいで、他は防災協定の中で対応すればいいとの状況であった。

被災した県と支援した県の温度差を感じた。 

④ 広域火葬計画の中での県の役割は、市町村や一部事務組合が持つ火葬場の状況を把握す

ること、計画を作るので市町村に応援・協力をお願いしたいということであり、みんなを

集めて説明する等は今のところ考えていない。計画策定の段階では市町村の意見をできる

だけ盛り込みながら行う。 

⑤ 県が施設を持っているわけではないので、あくまでも連絡・調整役となる。葬祭業組合

や霊柩車協会との連携を取る役割である。 

⑥ 昭和 50 年代に条例を作り、埋火葬の事務を全部市町村に下した。県としては特殊な事

例があった場合に対応する程度であり、直接的に関わらない。 

⑦ 火葬場に関することは市町村の地域防災計画に盛り込まれることであるが、県としては

把握していない。 

⑧ 県内の火葬場の連絡会議はない。廃棄物では県内ブロックごとに協議会等があるが、埋

火葬に関するその類のものはない。 

⑨ 今回の震災への被害想定が小さすぎた。過去に津波を何度か受けた県としては。現在策

定中の防災計画、広域火葬計画では今回規模の被害を想定している。ただし、停電の日数、

備蓄量等を定めるのではなく、地域の実情に応じた対応を求めている。 

（３）仮埋葬（土葬） 

仮埋葬は行わなかった。土地の確保は行ったが、実施直前で回避した。火葬機能の復旧も
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あったが、元々岩手県では火葬がほとんどで土葬の件数はほとんどない。土地の確保は市町

村が行った。県では広さ、場所等の相談を受けた程度である。 

（４）災害救助法、災害復旧事業 

① 災害救助法に関する事務は県が行った。火葬調整をする中で燃料不足が顕著であったの

で、防災担当で確保していた燃料を火葬に回してもらった。 

② 千葉県への遺体搬送料金は災害救助法の対象となった。 

③ 火葬場の被害状況の把握は、電話が寸断されたため、発災直後は現地の状況の把握が難

しく、沿岸を 4ブロックに分けて県職員を現地に派遣し、火葬場、水道、し尿処理等を直

接見て情報収集を図った。 

④ 火葬場の被害は、災害復旧の対象にはなったが、機能停止や致命的な被害に相当するも

のはなかった。災害復旧は、保健衛生施設として県がまとめて国に請求する。 

⑤ 県内の火葬場は津波による被害がなかった。すべて高台にあった。地震での若干の被害

はあったが、火葬機能に問題はなかった。ただし、震災直後は停電と燃料不足のため、稼

働できなかった。 

（５）国への要望等 

① 国はできるだけ早く方針を出してもらいたい。遺体の動き、書類の動き等のフローチャ

ートがほしかった。 

② 策定指針には国のスタンスが明らかでない。今回のような東日本全体に及ぶ大災害時に

は、国の関与を明らかにしてほしい。 

（６）業者との連携等 

県と業者団体との関係は、平成 13 年に協定を結んだが、日頃の付き合いはなかった。 
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岩手県からの提供資料：身元不明遺体の火葬の流れ 
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岩手県からの提供資料：民間事業者一覧表 
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岩手県からの提供資料：身元不明遺体受入火葬場：Ｈ23.4.6 時点 
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３．福島県 

福島県は文書回答であった。 

福島県からの提供資料：質問事項への回答 
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福島県からの提供資料：震災による火葬場の被害状況 
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福島県からの提供資料：被害状況 
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福島県からの提供資料：災害対策本部 
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福島県からの提供資料：避難の状況 
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福島県からの提供資料：被害状況 
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福島県からの提供資料：県外避難状況 
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第２節 被災県民間事業者対象「東日本大震災後の埋火葬に関する調査」 

１．岩手県葬祭業協同組合 

（１）発災直後 

① 3 月 14 日から毎日県庁に行って支援を申し出たが、3日後に支援を受け入れることとな

った。 

② 駅前のホテルに本部を設けた。 

③ 北海道等県外から支援が来た。3月 18～25 日まで支援を受け車両 402 台で 256 体を運

んだ。 

④ この間の対応で県の態度が変わった。 

⑤ 県内業者で 3月 26 日～4月 10 日の 16 日間対応した。効率を上げるために、ＦＡＸで

連絡、トラックで遺体搬送等考えた。車両 253 台で 406 体運んだ、最大 1台で 5体であっ

た。 

⑥ ガソリンは緊急車両指定で入れてもらった。 

⑦ 幌付きの普通のトラックで、棺は平置きとした。重ねる場合は台が必要である。棺を直

接重ねると滑る。 

⑧ 物の流通基地は仙台市にある。発災直後から宮城県と福島県の業者が確保したから、物

がない状況となった。 

⑨ 電気とガソリンで困った。 

（２）仮埋葬の打診 

① 県から土葬したい旨、話があった。 

② 墓標を揃えたが、土葬は適切でないと認識していた。後で掘り起こして火葬することを

誰がやるのかが問題であった。絶対にやるべきでないと主張した。県は土葬をやろうとし

た。 

（３）県との取引 

① 県庁では県民くらしの安全課としか取引していない。 

② 県警などから棺、納体袋、骨箱、いろいろな注文があったが、ボランティアではできな

い。精算する必要がある。最小限度の費用は出してもらいたい。 

③ 要した経費は、まとめて組合から県に請求し受け取り、住民からは受け取っていない。

料金の統一も図った。 

（４）千葉での火葬 

① 4 月に入り、身元不明遺体の千葉までの搬送の話が来たが、断った。 

② 日通に頼んだらどうかと言った。日通は消極的であったが、少し幅広の 4トントラック、

カバー付きを 2台用意した。 

③ 横にして 10 体並べ、棚を作ってもう 10 体、合計 20 体を積んだ。 

④ 3 日行程であった。現地に行き遺体を確認して積み、夕方に出発し明け方千葉に到着、

千葉の火葬場の時間外まで待って火葬、泊まって、翌日帰ってくるという行程であった。 

⑤ 日通は、遺体からの水分で漏れて困ったと聞いた。県は買い取る条件でその車 2台を繰

り返し使い対応した。 

⑥ 納体袋はチャックから漏れる。 

⑦ 火葬場の手配は県がやった。葬儀業者にはできない。 

（５）その他 
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① 霊柩車以外に遺体を乗せた場合、霊柩運送法に違反する。特例で県が国に認めさせた。

葬儀業者が持っているトラックは、祭壇等を運ぶトラックで、遺体を乗せてはいけない。 

② 幸いだったのは、岩手県が広いこと。もう一度同じようなことが起きても、県内ならさ

まざまな対応ができる。 

 

２．宮城県葬祭業協同組合 

（１）発災直後 

① 15 年前に仙台市と組合が防災協定を結び、関係者すべてが参加して、毎年災害時を想

定した訓練を行ってきた。 

② 3 月 11 日夜 7時に仙台市と組合が会い、翌朝 6時に市と組合の連携がスタート。組合

は午前 10 時に全社集まって対応を協議した。 

③ 毎年の訓練、そして発災直後の仙台市と組合の連携の場に、火葬場はいなかった。 

（２）組合と県・市との協定 

① 関連業者の連携は、仙台圏にはあったが、県全域にはなかった。 

② 仙台市との防災協定が違うのは、物品供給のみではなく、葬儀会館で遺体を預かること

である。自分の商売をストップしても全部預かった。仙台市は安置所を作らなかった。グ

ランディ 21 は遺体安置所ではなく検案所である。 

③ 組合と県との協定は震災 2年前が初めてであった。それ以降全葬連の各支部が各県と協

定を結ぶこととなった。しかしこれらは物品供給に関する協定であり、これでは役に立た

ない。 

④ これから県との防災協定の見直しに入る。火葬場の問題については、拠点となるべき仙

台市に改善を求めていく。 

⑤ 県が主体となって、業者、関連業者、火葬場のネットワークを作ることが絶対必要であ

る。行政が中心になって調整、振り分けしなければならない、我々民間ではできない。 

⑥ 今回我々は震災の復興計画書を作った。葬祭会館が連携し、地域に対して対応する関係

の新構築を申請している。しかしこれには火葬場の広域連携も必要となる。他県の火葬場

に行ったときに、地元優先なので、待っていなければならない。 

（３）仮埋葬について 

① 掘り起し（改葬）は都知事が来て、東京で 1,000 体程度火葬できるとわかってから始ま

った。例えば石巻市では 800 体が仮埋葬されたが、地元の火葬場では昼間は一般火葬と被

災者火葬、そして掘り起しを夜 7時から行う。1日に 3体しかできないので、800 体を改

葬するのにはいつまでかかるだろうか。 

② 3 月 14 日に、火葬対応能力を超える身元不明遺体数が見込まれたことから、仙台市で

は土葬を検討した。3月 20 日に市長が土葬を行う旨を表明し、葛岡墓園内に土葬用地を

整備した。 

（４）物品の調達 

① 我々は自力で棺 1万本の用意を開始した。道路が壊れていても自分たちで行けるところ

まで行く。組み立てて保管する。ボランティアをすべて受け入れて行った。岩手県の場合

はこのシステムが構築されていなかったと思う。 

② 組合への注文は、行政ではなく、警察、自衛隊、消防、地区住民から来た。納体袋がな

い、線香がない、花がない、そういう電話がたくさん入ってくる。交通整理、情報整理が

必要であった。 
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③ 備蓄はできるだけ必要であるが、場所も必要となる。また、適度に回転（消費）しなけ

ればならない。どれだけが適正かはわからない。 

④ 初めの 2千体まではよかったが、それ以降は納体袋に納めないといけなかった。 

（５）県外での火葬 

① 県に 300km 圏の火葬場情報を要求したが、県はその日の情報をその日に渡してくる。こ

れでは対応できない。だから自分たちの力で全部情報網を使った。 

② 陸運局では、青ナンバーでなくても、緊急事態だからと言って許可を出してくれた。 

③ 岩手県の水沢火葬場にトラックに積んで行った。遺体の尊厳はない。遺族は着の身着の

まま。しかし、仙台市の火葬場には、特別な遺体を除き、1体ずつ運ばなければならない。

非常時だから 1車 1体でなくてもよいと思うが。 

④ トラックを改造する、1台に 2つ遺体を積めるように。4つは積めない。東京へ運んだ

のは蜂の巣のような構造であった、運送屋が考えたものだ。名取市の遺体は我々が運んだ。 

⑤ 東京火葬以外は、個人の努力、業者・遺族の情報網で対応し、行政の情報網ではなかっ

た。名取市は、山形県米沢市と姉妹都市であり、すぐ受け入れてもらった。運んで断られ

た場合も多くあった。だから、先方から業者を呼んで対応してもらう。予約システムが問

題となる。非常時ということが分かっていない。 

（６）その他 

① 名取市の火葬場は、民間委託の職員が、破壊された火葬場でありながら 24 時間対応し

た。遺族は、待合室が壊れたので、がれきの中だけど、バスの中で待った。大崎市の火葬

場では、職員が辞めさせてくださいと辞表を出すほど火葬した。 

② 火葬場の絶対数が足りないと思う。グランディ 21 に 2千 3 千という火葬を待つ遺体が

ある。長い人は 3週間や 1ヶ月待ちであった。 

③ 火葬場職員も我々葬祭業者も、遺体が震災の遺体なのか、病気で病院にいたのか、伝染

病はないのか、こういうことを聞かないといけない。ゴム手袋をして遺族の前で仕事がで

きない。しかし、遺体に関する情報が少なすぎる。 
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第３節 被災県内火葬場対象「東日本大震災後の火葬実施状況に関する調査」 

岩手県、宮城県、福島県の主要な火葬場 28 施設についてヒヤリング調査を行った。ヒヤリ

ング対象施設は下表のとおりである。 

ヒヤリング調査対象施設一覧（調査日順に記載） 

住　所 電　話

仙台市葛岡斎場 宮城県
仙台市生活衛生
課

仙台市青葉区郷六字
葛岡10

022-226-
2141
2002 20 太陽

指定
管理
H24.11.19

名取市斎場 宮城県
名取市クリーン
対策課

名取市小塚原字新鍋
島159-2

022-385-
1431
1995 4 宮本 委託 H24.11.20

あぶくま斎苑 宮城県
仙南地域広域行
政事務組合業務
課

伊具郡丸森町舘矢間
松掛字上63-1

0224-72-
6696
1998 4

名古
屋博
委託 H24.11.20

くりはら斎苑 宮城県 栗原市環境課
栗原市築館字荒田沢
41

0228-22-
4121
2001 4 宮本

指定
管理
H24.11.21

大崎広域古川斎
場

宮城県
大崎地域広域行
政事務組合業務
課

大崎市古川小野字新
田45-1

0229-28-
2811
1983 4 富士 直営 H24.11.21

釣山斎苑 岩手県
一関地区広域行政
組合環境衛生課

一関市字釣山30-1
0191-21-
2159
1995 5

名古
屋博
委託 H24.11.26

千厩斎苑 岩手県
一関地区広域行政
組合環境衛生課

一関市千厩町千厩字
東小田334-2

0191-52-
2426
1991 4 富士 委託 H24.11.26

石巻市石巻斎場 宮城県 石巻市環境課
石巻市南境字大衡山
43

0225-96-
4850
1990 5 富士 直営 H24.11.27

しみず斎園 岩手県
北上地区広域行
政組合事務局

北上市北工業団地5-
36

0197-66-
2725
1989 5 炉研 委託 H24.11.28

胆江地区広域火
葬場さくらぎ苑

岩手県
奥州金ヶ崎行政
事務組合

奥州市水沢区佐倉河
字東鍛冶屋44

0197-51-
3900
2003 5 富士 委託 H24.11.28

登米市斎場 宮城県 登米市環境課
登米市迫町佐沼字沼
向62

0220-22-
4040
2009 4 1 富士

指定
管理
H24.11.29

気仙沼市斎場 宮城県 気仙沼市環境課 気仙沼市大峠山1-27
0226-22-
6824
1979 3 炉研 直営 H24.12.11

南さんりく斎苑 宮城県
南三陸町環境対
策課

本吉郡南三陸町志津
川字下保呂毛14-1

0226-46-
2605
2007 2 宮本

指定
管理
H24.12.11

塩竈斎場 宮城県
塩竈地区環境組
合

塩竈市袖野田町25-1
022-364-
8916
1994 6 炉研 直営 H24.12.12

東松島市火葬場 宮城県 東松島市環境課
東松島市大塩字寺沢
34-2

0225-82-
6959
1979 2 富士 直営 H24.12.13

みやこ斎苑 岩手県
宮古市総合窓口
課

宮古市千徳14-71-4
0193-64-
2225
2007 4 宮本

指定
管理
H24.12.20

釜石斎場 岩手県 釜石市市民課
釜石市大字平田第3
地割60-3

0193-26-
7111
1997 3 宮本 委託 H24.12.20

おおふなと斎苑 岩手県
大船渡市市民生
活環境課

大船渡市立根町猫足
83

0192-27-
6849
1999 3 宮本

指定
管理
H24.12.21

陸前高田斎苑 岩手県
陸前高田市市民
環境課

陸前高田市高田町字
太田87

0192-55-
3579
1995 2 宮本 委託 H24.12.21

原町斎場 福島県
南相馬市環境衛
生課斎場

南相馬市原町区上北
高平字東高松30

0244-23-
3530
1984 4 1 宮本

指定
管理
H25.2.12

相馬方部衛生組
合一里壇斎苑

福島県
相馬方部衛生組
合総務課

相馬市赤木字一里壇
271

0244-35-
5000
1996 3 宮本 直営 H25.2.13

会津若松市斎場 福島県
会津若松市市民
課

会津若松市門田町大
字黒岩字石高甲807

0242-27-
5967
1989 6 宮本 直営 H25.2.20

郡山市東山悠苑 福島県
郡山市生活環境
課

郡山市田村町小川字
石淵130

024-955-
4277
1991 10

名古
屋博
委託 H25.2.21

須賀川地方保健
環境組合斎場

福島県
須賀川地方保健
環境組合須賀川
地方衛生ｾﾝﾀｰ

須賀川市八幡山239
0248-75-
3358
1983 3

名古
屋博
委託 H25.2.21

福島市斎場 福島県 福島市環境課
福島市渡利字仏根
50-1

024-522-
7463
1980 6 富士 直営 H25.2.22

白河斎場 福島県
白河市生活環境
課

白河市字藤沢山14
0248-22-
1909
1991 4 宮本 直営 H25.2.6

いわき市いわき
清苑

福島県
いわき市市民生
活課

いわき市平菅波字菅
波入186-1

0246-24-
4500
2008 9 宮本

指定
管理
H25.2.7

あだたら聖苑 福島県
安達地方広域行
政組合

二本松市永田3-123
0243-62-
3414
1999 5

名古
屋博
直営 H25.2.8

管理
形態

主管課等 調査日火葬場名称 都道
府県

火　葬　場 竣工
年
火葬
炉数
式場
数
炉
ﾒｰｶ
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１．ヒヤリング内容のまとめ 

（１）発災直後 

① 当日 3月 11 日は友引日であったため、比較的に火葬が少なかった。また、友引日を休

場日としている火葬場が多く、対象 28 施設のうち 16 施設が休場日であった。さらに、地

震発生時の午後 3時前後はほぼ火葬が終了していた。 

② 地震、津波による火葬場の被害は、宮城県名取市斎場が最も大きく、海岸から 500ｍの

平地にあったため津波の直撃を受けた。また、福島県須賀川地方保健環境組合斎場では火

葬炉のアンカーボルトが破損し、炉自体が動いた。しかし、これらの施設は 2週間後には

火葬ができる状況になっている。 

③ 他の施設は、建物の損傷、敷地内の土砂崩れ等があったが、機能停止に至る被害はなか

った。なお、岩手県陸前高田市のように、津波被害を受けなかった公共施設が少なく、火

葬場を避難所として使用した例もあった。 

（２）停電と燃料不足 

① 直後に火葬場の機能回復を阻害したのは停電、燃料不足（灯油が多い）であり、ほとん

ど稼働しなかった。新しい火葬場には自家発電機（燃料は軽油が多い）が装備されている

が、その能力は停電時に火葬炉内にある遺体の火葬が終われる程度の大きさしかない。 

② 津波被災地の火葬場はもちろん、内陸部の火葬場であっても、停電、燃料不足のため、

数日の稼働停止を余儀なくされた。 

③ 遺体を火葬場に搬入する手段に困った。葬祭業者が被災した場合には遺体搬送車両が確

保できない。車両があっても燃料がない。 

④ 燃料は、各県災害対策本部、自衛隊、地元業者等の優先的配分により、徐々に確保でき

た。また、友引日前日に地下タンク等に燃料を購入していた火葬場もあった。搬送車等の

燃料は、車両を緊急車両に指定することで優先的に配分を受け、通行も優先的となった。 

⑤ 停電は徐々に復旧する。石巻斎場のように東北電力の電源車が常駐した例もある。普段

から火葬場にある非常用発電機では多くの火葬ができないため、急きょ、大きめの発電機

をレンタルした例もあった。 

（３）支援火葬 

① 津波被災地では、地元火葬場が多数の遺体に対応できないため、内陸部火葬場への圏外

支援火葬を行った。圏外火葬場を確保する方法は、県が市町村に提供する情報によるもの、

市町村同士で交渉したもの、葬祭業者の情報網で見つけたもの、遺族が自力で探したもの

等、いろいろな形であった。 

② 身元判明遺体は、多くの場合、遺族が火葬に立ち会う。搬送は 1車 1体であり、付添い

用車両も必要であった。遺族感情に配慮したものであるが、非常時には葬祭の簡素化を検

討する必要がある。 

③ 身元不明遺体は、収容した市町村が対応し、搬送、立会いを市町村職員が行った。この

場合の搬送は、トラック等に複数体載せた。遺族がいないため、混乱はなかった。特に、

東京や千葉では、遺族の立会いがない火葬を受け入れ条件としていたようである。 

④ 宮城県は支援火葬のデータを整理している。岩手県、福島県は、県が介在した支援は把

握しているが、県を通さない火葬のデータが分かっていない。 

⑤ 支援で遺体を受ける火葬場には一般火葬もある。被災遺体火葬について時間外に特別枠

を設けて対応した例が多い。被害の全貌が明らかでないため、受ける側もいつまで続くか

不安があり、火葬炉等の無理使いを避け、設備の保全を重視している。また、津波遺体は
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水を含んでいるため、台車や関連機器が傷み、不具合への不安も大きかった。 

⑥ ヒヤリング対象とした火葬場では、津波被災地でも内陸部でも火葬場職員が精一杯の対

応をしたと感じた。ただ残念なのは、正確な情報が流れていなかったために、誤解を生じ、

必要以上に津波被災地の激しい不満となった。 

（４）仮埋葬（土葬） 

① 宮城県の津波被災地では、発災直後、多くの死者数（例えば、石巻市では 1万人）を想

定したため、日々の収容遺体だけでも火葬能力を超えるが、まだ収容されない想定遺体数

に大きな不安を感じ始め、仮埋葬（土葬）を検討する。 

② 結果であるが、宮城県 1万人余、岩手県 4千 7百人弱、福島県 3千人弱という被災者の

違いにより、宮城県で仮埋葬が行われ、岩手県、福島県では行われなかったとも考えられ

る。 

③ ほとんどの火葬場での異常な事態は 3～4月であった。一部には 4月中旬頃から火葬場

での受付枠に空きが見られるようになり、いったん仮埋葬した遺体を掘り起し改葬（火葬）

することを遺族に提案する葬祭業者が現れた。一つ掘り起こすと次々と掘り起こすことと

なった。 

④ 仮埋葬した遺体を 2ヶ月前後で掘り起こす。棺が壊れている、遺体に泥が付着している、

遺体から水が出ている、臭気がひどい等、問題が多く、持ち込まれた火葬場では取扱いに

困った（圏外に持ち出した改葬は少なかった）。仮埋葬と言っても改葬扱いであったため、

火葬料金が半額程度であり、火葬料金等を収入源としている指定管理者としては歓迎しな

い遺体となった（取扱いに困る、台車が傷む等）。 

⑤ 結局、土葬が嫌われたのではなく、文化として葬るとは火葬で焼骨にすることであり、

時間をかけて土に還すことではなかった。したがって、火葬場に空きが見られた時に、た

とえ土葬の中途半端で遺体が最も醜い時期であっても掘り起こし、改葬したと思われる。

墓埋法で土葬を禁じているとの誤解もあったと思う。 

（５）物資の不足 

① 発災直後から火葬に必要な物資の不足があった。棺、骨壺、納体袋、ドライアイス等。 

② 自家製棺のサイズがいろいろで火葬炉に入らず、棺を入れ替えた。棺が入手できず毛布

に包んだまま、あるいは納体袋で火葬した。 

③ 安置所での検死にも時間がかかり、火葬場に持ち込まれた時点でかなり傷みが出ている

遺体が目立った。時期も 3月 4月と徐々に暖かくなり、ドライアイスの不足が顕著となっ

た。 

④ 発災直後から断水となったため、生活用水が確保できなかった。急きょ、仮設トイレを

手配した例もあった。 

（６）県の役割（火葬場、業者組合等との連携等） 

① 火葬場間の連絡については、これまで形成されていない（宮城県では 10 年前まであっ

た）ので職員にイメージがないが、ヒヤリングをするうちに火葬場間の連絡協議会の必要

性を感じてきた。日常的に火葬場間の連絡が取れるように、県が仲介すべきであろう。 

② 被災地では、使える火葬場、使えない火葬場の情報整理を葬祭業者が行ったが、この作

業は業者が火葬場の予約を取るという作業（商売）の一環である。公平公正に処理するた

めには、平素から、県が中心となった業者支援システムの構築が必要である。 

③ 市町村担当者、火葬従事者が県に求めるものについては、「住民との接触がない県職員

と住民と直接接触する市町職員には温度差がありすぎるので、市町村に出向いた際の対応
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に注意してほしい」、逆に「県の出先がある市では、県との連絡等がスムーズにできた」

等、いろいろな意見があった。 

④ 県は、保健衛生施設等の災害復旧事業という補助があるため、火葬場の被害状況を把握

するよう努めた。通信状況が最悪なので、直接職員を派遣した。この状況把握から稼働で

きる火葬場、不足資材（燃料、棺等）を把握し、被災地市町村に情報を提供している。な

お、火葬場の設備の被害は、保健衛生施設等の災害復旧事業により 2/3 補助で修繕できた

が、範囲が限定された。 

⑤ 遺族が負担した火葬料金等は、災害救助法に基づき全額が補助された。補助の範囲は、

火葬料金、棺、骨壺、遺体搬送料、ドライアイス、遺体保管料であり、上限額（岩手県で

は、大人 12 歳以上 201,000 円、小人 12 歳未満 160,800 円）があった。また、葬儀に係る

式典費用（祭壇、供花等）、葬儀参列者用車両費等は対象外であった。 

 

ヒヤリング対応者一覧（訪問順、敬称略） 

都道府県 

宮城県 

 環境生活部食と暮らしの安全推進課技術参事兼課長：・・・・・・・・・赤尾 牧夫 

 同環境水道班技術補佐：・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・小野寺瑞穂 

 同技師：・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・松井 貴弘 

岩手県 

 環境生活部県民暮らしの安全課生活衛生担当課長：・・・・・・・・・・工藤 雅志 

 同生活衛生担当主任：・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・高橋由紀子 

 

葬祭事業者 

岩手県葬祭業協同組合（立花葬儀社） 

 専務理事(代表取締役)：・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・立花 勲 

宮城県葬祭業協同組合 

 理事長((株)くさかや代表取締役)：・・・・・・・・・・・・・・・・・日下 覚実 

 専務理事((有)大友葬儀社)代表取締役)： ・・・・・・・・・・・・・・大友 裕幸 

 

市町村、一部事務組合及び火葬施設 

宮城県仙台市葛岡斎場 

 健康福祉局保健衛生部生活衛生課管理係主幹兼係長：・・・・・・・・・目黒 朗 

 公益財団法人仙台市公園緑地協会管理部葛岡事業所長・・・・・・・・・鳥山 啓一 

宮城県名取市斎場 

 生活経済部クリーン対策課長：・・・・・・・・・・・・・・・・・・・木村 敏 

 同環境衛生係主幹兼係長：・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・加藤 勤 

 名取市斎場長：・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・針生 俊二 

宮城県仙南地域広域行政事務組合あぶくま斎苑 

 業務課技術主幹兼業務係長：・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・宍戸 清人 

宮城県栗原市くりはら斎苑 

 市民生活部環境課長：・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・佐々木健悦 

 同環境課課長補佐：・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・菅原 茂樹 
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宮城県大崎地域広域行政事務組合古川斎場 

 業務課長：・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・羽田 昌勝 

 業務課課長補佐兼庶務係長：・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・佐々木尚子 

 同技術主幹兼係長：・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・坂井 浩 

 施設整備課長補佐：・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・柴岡 雄司 

岩手県一関地区広域行政組合釣山斎苑 

同千厩斎苑 

 一関清掃センター所長：・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・千田 勝 

 同主事：・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・菅原 健宏 

宮城県石巻市石巻斎場 

 生活環境部環境課長兼環境放射線対策室長：・・・・・・・・・・・・・飯塚 千文
ち ふ み

 

 同環境衛生グループ主査：・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・鈴木 順一 

岩手県北上地区広域行政組合しみず斎園 

 事務局次長：・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・八重樫正典 

 総務係上席主任：・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・荒井 義雄 

岩手県奥州金ヶ崎行政事務組合さくらぎ苑 

 環境施設課長：・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・千葉 哲夫 

 環境施設課課長補佐：・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・菊地 伸夫 

 同管理係主査：・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・馬場 隆 

 胆江葬祭事業協同組合事務長：・・・・・・・・・・・・・・・・・・・菊池 勝志 

宮城県登米市斎場 

 市民生活部環境課課長補佐兼環境係長：・・・・・・・・・・・・・・・佐々木光則 

 指定管理者(株)清建専務取締役：・・・・・・・・・・・・・・・・・・及川 昭宏 

 同業務部長：・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・柴崎 正栄 

宮城県気仙沼市斎場 

 環境課衛生係主幹：・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・村上 安
やすし

 

宮城県南さんりく斎苑 

 南三陸町環境対策課技術主査：・・・・・・・・・・・・・・・・・・・佐藤 勉 

 指定管理者(株)清建専務取締役：・・・・・・・・・・・・・・・・・・及川 昭宏 

 同業務部長：・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・柴崎 正栄 

宮城県塩竈地区環境組合塩竈斎場 

 事務局業務係：・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・飯淵 健 

 同庶務係・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・三浦 裕 

宮城県東松島市火葬場 

 市民生活部税務課長：・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・佐々木俊一 

 同環境課長：・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・堀越 栄治 

岩手県宮古市みやこ斎苑 

 市民生活部総合窓口課市民窓口担当主任：・・・・・・・・・・・・・・中野 剛久
よしひさ

 

 施設長（指定管理者）： ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・及川 誠一 
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岩手県釜石市釜石斎場 

 市民生活部市民課市民生活係兼市民消費生活センター係長：・・・・・・二本松史敏 

  同 係員：・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・滝本係員 

釜石斎場長：・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・岩城 徹 

岩手県大船渡市おおふなと斎苑 

 生活福祉部市民生活環境課長：・・・・・・・・・・・・・・・・・・・金野 高之 

 同課長補佐：・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・下田 牧子 

 同環境衛生係主任：・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・迎山 光 

岩手県陸前高田斎苑 

 市民生活部市民環境課環境安全係長：・・・・・・・・・・・・・・・・金濱 幹也 

福島県原町斎場 

 南相馬市市民生活部生活環境課環境保全係主査：・・・・・・・・・・・渡部 雅美 

 指定管理者(株)相双環境整備センター代表取締役：・・・・・・・・・・佐藤 光正 

 同施設課長兼原町斎場施設長：・・・・・・・・・・・・・・・・・・・可茂 勝正 

 同原町斎場技師：・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・鈴木 正三 

福島県相馬方部衛生組合一里壇斎苑 

 相馬方部衛生組合ごみ焼却場長兼事務局総務課施設管理係長：・・・・・渡辺 雅秀 

福島県会津若松市斎場 

 市民部市民課長：・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・廣瀬 源 

 同総務グループ副主幹：・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・角田 章 

 同主事：・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・平野 優太 

福島県郡山市東山悠苑 

 生活環境部生活環境課東山霊園管理事務所長兼東山悠苑長：・・・・・・長谷川一夫 

 同生活環境課総務管理係主任：・・・・・・・・・・・・・・・・・・・武藤 信也 

 同生活環境課東山悠苑技査：・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・大山 義幸 

福島県須賀川地方保健環境組合斎場 

 須賀川地方衛生センター所長：・・・・・・・・・・・・・・・・・・・宗形 武将 

 同技師：・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・大野 充雄 

 須賀川地方保健環境組合主任：・・・・・・・・・・・・・・・・・・・関根 正道 

福島県福島市斎場 

 環境部環境課環境衛生係長：・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・高野 博之 

 同主査：・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・高橋 正秀 

 同福島斎場監守：・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・大槻 貴宏 

 同：・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・渡辺 和彦 

福島県白河斎場 

 市民生活部生活環境課課長補佐兼環境衛生係長兼白河斎場長：・・・・・大野 隆 

福島県いわき市いわき清苑 

 市民協働部市民生活課課長補佐兼交通安全防犯係長：・・・・・・・・・酒井 直人 

 同事務主任：・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・児山 貴宣 

 同主事：・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・泉田 遼 

 水道局経営企画課企画係技査：・・・・・・・・・・・・・・・・・・・渡邉 剛広 

 指定管理者いわき清苑・勿来火葬場施設長：・・・・・・・・・・・・・阿部 博 
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福島県安達地方行政組合あだたら聖苑 

 総務課地域調整係課長補佐兼係長：・・・・・・・・・・・・・・・・・加藤 幸夫 

 同主査：・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・河原 功 

 あだたら聖苑所長：・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・武田 進 

 

 

２．各委員の報告 

以下にヒヤリングに参加した各実行委員のレポートを示す。 
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検討委員兼実行委員会副委員長 横 田  睦 
福島県原町斎場 

●火葬炉の運転は 24 時間対応した。昼は指定管理者が対応。夜は市の職員が対応。 

 各々5名、5名で対応（平素における火葬業務では 4名）。内訳は経験者 2名が 1組となり対応。

2組が交互に休息を取る。1名はサブスタッフ。 

なお、火葬炉は 4炉あるが、台車は 1炉につき 2台ないと、火葬炉の効率的な運転を阻害する

ことになる（バッテリーに支障をきたして苦労した。自動車のバッテリーなども流用しながら騙

し騙し使ったのが実情）。また、火葬炉の最大回転数は 1 日に 8 回（＝4 炉あるから 1 日 32 体。

など、当該火葬場より提供された「火葬炉別稼働状況」では、26 体－3月 31 日－という日もあ

る）に及んだ。 

平素の火葬業務では、運ばれてくる遺体は 3体程度。1炉 1回転未満である。 

●遺体は身元が明らかで遺族が搬送してくる分が午前9時、午後1時半、午後3時半に各々4体。

この他には－特に損傷の激しい遺体、腐敗の進行した遺体などは－警察が人目に触れぬようして、

夜間に 1回につき 3体程度運び込んできた。 

●原町斎場の対象エリア人口は（かつては）7万 1千名。現在では 6万 6千名程度。火葬の受付

などは電話、インターネットに拠らざるを得なかった。しかし、インターネットは寸断され、電

話についての被害はなかったが、多くの市民からの問い合わせのため、市に照会しようとしても

パンク状態だった。 

●被災時前年の平成 22 年に災害対策訓練を行っていたので、参考になった。 

●火葬場は昭和 23 年に開設された。その後、炉が小さく、大型化を図る必要が生じたことから、

過去の炉の修復・修繕が行われる都度、大型化の改善に努め、罹災時にはすべての炉の大型化は

終了していた。 

●火葬費用－「市内 14,500 円」「市外 50,000 円」であるが、他日「災害救助法」による補助が

出るであろうことは間違いないと考え、その適用がなされる前に、当初の段階の 3月 12 日から

7月末までの、ほぼ 5ヶ月分の火葬は無料で行った。 

なお、身元が明らかになっている死体、通常の火葬業務にかかわる死体は市民課を通した形で

の火葬であり、それらの料金徴収は市民課が行なった。但し、身元不明に関しては、警察を通し、

市の福祉部門からの要請であるので、それらの料金は別途、福祉部門に行なった。 

●津波による死亡者はほぼ 800 名を数えた。当初は身元が明らかになった死亡者は遺族に引渡し、

身元不明者についても、「なるべく遺族が見つかってから対応をしよう」という考え方であった。 

しかし、次第に腐敗が進んでしまったことから、3 月 21 日より、身元不明者についての火葬も

行うようになった。 

3 月 12 日から 4月 30 日まで約 750 体の死体を火葬。これは平素における火葬業務のほぼ 1年

分にあたる。 

身元不明者について、納める柩、ドライアイスや骨壷、などは警察にて、その独自のネットワ

ークにより手配した。 

また、仮埋葬については土地も確保し、3月 15 日、16 日には火葬場の燃料も尽きかけつつあ

ったので、市営墓地内の県有地が候補に挙がり、県からも許諾は受けた。しかしながら、当該地

を墓地として整備し、死体を埋葬するための重機の燃料が確保出来なかったため、断念された。 

火葬場の燃料については、ガソリンスタンドに連絡して、無くならないうちに、予め火葬用の

燃料を 4ｔ（火葬時には 1体あたり 40ℓ）積みタンクローリーを手配してもらった。しかし、綱

渡りの状況であった。 
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●平素の火葬業務については、死亡届を受理した市民課にて、火葬許可証と併せ火葬費も受理し

た上で、火葬場に死体の搬送－火葬日時を遺族に伝えている。つまり、当該火葬場の業務スケジ

ュールも市民課で管理しているということである。 

なお、今般に罹災（津波）被害者の死体については、洗浄等、一次処理が行われた後に高校等

の体育館に運び込まれた上で検屍が行われた。 

●既に述べた通り、平素における火葬業務のほぼ 1年分にあたる。従って、火葬炉の損傷は極め

て甚大であり、4炉で 3,000 万円になった（但し、2/3 は国からの補助が出た）。これは通常のメ

ンテナンスの倍以上の費用である。それは、通常メンテナンスに行われる化粧板、炉内セラミッ

クの張替えのみならず、再燃炉、煙道など火葬炉の設備全体の補修が必要とされたためである。 

●当該火葬場では、津波や地震による罹災に加え、原発の問題から、遺体を他、外部の火葬場に

委託することは考えられなかったし、他、外部からの応援も期待することができなかったという。 

 

福島県一里壇斎場を訪問。 

●平成 8年に開斎。通常、年間 500 体程度。昭和 59 年から施設は運転されていた。 

●3月 12 日に市長から、「24 時間体制で取り組んで欲しい」との指示が、組合管理者に伝えられ

た。 

●対象となる人口は、計 4万 7千名。火葬料は各々に分けて請求（管内 2万円）。また、身元不

明者も含め、管外より依頼を受けたもの（管外 4万円）については当該市町に請求を行なった（市

町は県に、そして県は国に請求）。 

平素は火葬場で徴収。その日のうちに市の会計課に納める。 

これらの請求については 3月 12 日時点で市の判断によって先行して行われていたが、後にな

り、福島県より「(略称)火葬費用の精算について」（23 健 124 号平成 23 年 4 月 7 日）にて文書

化された。 

●罹災したもののインフラについては概ね問題はなかった。ちなみに燃料は地下タンクに 2kℓを

常備、火葬炉については過度の負担の為、状況の混乱が落ち着くまでグリスアップなどによって、

騙し騙し運転する状況が続いた。 

●稼働状況について、通常は「9：00－3 体」「13：30－3 体」「15：00－3 体」である。しかし、

罹災時には火葬が終了するのは 24：00、25：00（午前 1時）であり、友引も関係なかった。 

●土葬については話にも出なかった（⇒ 「そもそも一部事務組合の性格上、そうしたことを検

討するのは馴染まなかったのでは」との意見が他の参加者から意見が出た）。 

●一般の火葬については市民課にて受け付け。被災者については、業者が火葬場を割り振り、身

元不明者は、生活環境課、社会福祉課が火葬に立ち会った。 

 

会津若松市斎場を訪問。 

本火葬場等の基本的事項－受け入れは 1日 10 件。11 件目の照会を受けた場合、11 件目は翌日

にまわす（1日に 10 件以上の火葬業務は行わない）。午前 10:30－2 体、午前 11:30－2 体、午後

0:30－2 体、午後 1:30－2 体、午後 2:30－2 体。合計 10 体。特に、午前 10:30 の当日初め分の

火葬に際しては、火葬場で午前 8時より告別式が行われる（こともある）。 

この地域では、火葬（の際の告別式）は 30～40 名が立ち会う。ちなみに同じ福島県内におい

ても、福島市では「火葬」⇒「告別式（葬儀）」という形で行われ、会津若松市では「告別式（葬

儀）」⇒「火葬」という順で行われる。 

火葬場の受け入れは遺族から葬儀社、葬儀社が市民課に確認（死亡届の提出、火葬許可証の交
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付もこのときにおこなわれる）。葬儀社は、その結果（火葬場が使用出来る日時）を伝える。午

後 5時以降は警備員が対応。但し、間違いが無いかどうか、翌朝、市職員が確認。 

●当日の震度は 5強。原発被災者受け入れについて、除染は、既に現地で行われているものと考

え、火葬場では特に対応もせず、調査も行わなかった。また、火葬業務に従事する職員も特に懸

念することもなかった。 

●事前に照会されていた「東日本大震災における火葬場の被害及び復旧状況」では、火葬場にお

ける被害の詳細について述べた。ただ、当市においては、基本的には火葬業務、あるいは、火葬

場の運用に支障を来すような大きな被害を受けることは無かった。自家発電では、6 炉のうち、

4炉までは対応可能になっている。利用燃料は軽油。 

但し、携帯電話は使えない（3 月いっぱいの間）、あるいは、非常に使い難かった。固定電話

に関して支障は生じなかった。 

ガソリンは不足し、市民のなかには新潟まで給油に行ったという話も聞いた。火葬場では、職

員は自転車を使ったりした。 

計画停電については予定・予告はされたが、実際には行われなかった。 

市内では山の手で若干のひび割れが生じたものの、市街部に関しては、総じて大きな被害・罹災

者はなかった。但し、罹災の状況を確認に行き、そこで事故に遭い、亡くなった市民が１名いる。 

●「市民と被災者の斎場利用件数の比較」では、平成 23 年の「3月」～「7月」まで、「被災者」

の件数合計は 94 件となっている。 

●県からの通知を踏まえ、市外からの被災者も引き受けた。 

その際、受け入れる条件として、「被爆者である場合、火葬場の職員が、安全に業務が行える状

態にすること」を挙げた。 

これは単に要請しただけであり、そうした処置が行われているかどうか特に確認をしなかった。 

県内において遺体安置所に収容されていたのは、平成 23 年 3月 20 日時点で、626 名だった。 

●身元不明の死亡者については、その死者が発見された場所の役所の職員が立会い、身元が明ら

かになった場合には遺族が（火葬に）立ち会った。 

当市での身元不明者は 2名であった。これらは市営の納骨堂におさめられた。 

●県より要請を受けたものの、火葬場のキャパシティや人員の確保の問題から、前述した通り、

1 日における火葬件数は 10 件に留めた。なお、被災対応後、火葬炉については、特段のメンテ

ナンスは行っていない。通常行われる年 1回のメンテナンスに留まる（予定である）。 

また、過去において特に防災訓練は行ってはいない。 

火葬炉を運転するには専門性が求められる。このため、仮に増員しようとしても、これを確保

することが難しいことから（退職者が 2名）、火葬場の職員体制は従来の 8名体制で臨んだ。時

間外で対応した場合もあったが、それでも午後 5～6時には終了した。 

 

福島県須賀川斎場を訪問。 

通常の火葬業務等については、対象人口数は 9万 5千名。年間の火葬件数は 1,000 件程度。受

け入れ方法は組合で管理。インターネッツトを活用している。受け付け時間；午前 8:30（午前

9:30）。午前 10:30。午前 11:30。午後 1:00。午後 3:00。⇒ （ ）は多い際の対応。特に冬場。

12 月は月に 100 件をこえる。 

会葬者は多い。100 名程度になることも珍しいことではない。⇒ 火葬手順（例）・仮に午前 8

時に受け入れたとする。午前 8 時から午前 8 時 45 分＝炉前での読経。午前 8 時 45 分～午前 9

時 45 分＝火葬。午前 9時 45 分～午前 10 時 15 分＝拾骨・帰路。⇒ 基本的には 2時間単位。こ
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のため、火葬場の終業時刻は午後 5時を過ぎてしまう。 

1 体、火葬を行うのに 50～70ℓはつかう（灯油使用）。 

燃料は 20㎘単位で補充。タンク内の残量が 30㎘を割り込んだ際に新たに 20㎘を補充。 

●3・11 時に当地で計測された震度は 6強。 

施設、あるいは電気等インフラに関して影響はなかったが、火葬炉を固定させているアンカー

ボルトがずれてしまい、火葬炉は使えなくなった。ただし、これは今般の震災のみが原因となっ

ているというより、昭和 58 年設置の炉であり、震災以前より、更新時期と考えていた。（火葬炉

の老朽化に加え、年間 1,000 件の火葬を行うには、現行の 3基では限界であり、本来は 5基に増

設したいところである。） 

しかし、当斎場の近くには一級国道が通り、文教施設（学校）もあることなどから、炉や建家

の改修などについては、都市計画法上の規制等から実現化させるには困難が多く、懸案のままに

なっていた。 

何れにせよ、火葬場の機能が全面的に停止してしまったのは事実であり、これは東北における

火葬場の中でも、当斎場のみのことではないかと考えている ⇒ その間、職員を他の火葬場に支

援に行かせることはしなかった。また、岩手県より、支援要請の照会があったものの、本火葬場

の稼動が可能になった際、直ちに対応出来るようにする意味からも、職員は待機させ、県からの

支援要請には応じなかった。 

この間の火葬の依頼については平素から情報交換をしており、使用料も安かったことから近隣

の火葬場に廻した（50 件ぐらい）。なお、その際の差額分は組合が支払った。 

●一部の火葬炉の修繕などが済み、当斎苑が稼動しはじめたのは 3月 23 日、全面稼働をはじめ

たのは 4月 25 日であった。本来であれば、これら火葬炉、火葬場の修繕には、その事業規模か

ら鑑みて、競争入札すべきであるという意見もあったが、随意契約となった。 

費用は 7,332,000 円かかり、その 2/3、4,909,000 円は国庫による助成を受けた。 
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                        実行委員  熱海 周一 
 

調査は、平成 24 年 11 月 19 日から平成 25 年 2月 22 日までの期間にわたり、被災した岩手県・

宮城県・福島県にあった 86 火葬場施設の中から 4基以上の火葬炉を有する 28 施設、並びに行政

機関として宮城県庁、関連機関として宮城県葬祭業組合へ直接訪問して行った。対象施設等では、

施設の現状を把握すると共に震災後の火葬施設の被害状況、再稼動までの行動及び遺体の埋火葬

に関する情報について聞き取りした。 

質問の内容は、①震災後における被害状況及び復旧状況 ②震災後の火葬に関する支援要請又

は支援受入の状況 ③震災を経験したことによる災害対策への変化 ④他の火葬施設に参考と

なる経験・アドバイス ⑤国･県の火葬施設に対する支援の在り方等である。 

被災地を訪れると瓦礫は無くなったものの、津波の凄まじさは震災後 2年を経ているが至る所

に大きな爪痕を残していた。被災 3県の沿岸部の中でも、特に宮城県沿岸部の被害が甚大であり、

火葬場においてもそれが明らかであった。これに対して、内陸部と震源地から離れた地域の施設

では、一部に損傷があったものの稼動が可能な状況であった。 

宮城県沿岸部に存在した施設では、ほぼ全壊した施設やしばらくの間支援の手が届かない施設

も認められ、再稼動までに相当の苦労が強いられていた。また、多くの犠牲者が出た被災地域で

は、日に日に遺体の損傷が激しくなり、仮埋葬（土葬）の案が出る中、火葬場の再稼動は急務と

なった。 

しかし、火葬場の復旧には施設の補修に加えて、燃料・電気・水道の確保が大きな障害となっ

ていた。その中でも、施設担当者からは何よりも安定した燃料の供給を望む声が強かった。この

ような困難な状況下において、震災直後から火葬場に入り、施設の修繕や火葬業務の手伝いをし

た炉メーカーの献身的な支援がより早期稼動に繋がったとの声も聞かれた。 

 一方、自治体の対応では、日毎に遺体が多くなり火葬が間に合わない状況になってきたため、

他自治体や地域への火葬依頼や仮埋葬（土葬）の検討に入った。被災した沿岸部の自治体では、

仮埋葬として土葬を行えば現場に混乱が生じると考えられ、火葬または土葬かの判断には時間が

制限される中で大変苦慮された事情が読み取れた。 

時間の経過によって止むに止まれず被災自治体では、多かれ少なかれ他地域での火葬を行って

おり、その判断の決め手は遺体の数によるところが大きかったと思われる。 

自治体担当者の中には、「混乱の状況下において何をしたらよいか判らなかった。こんな時コ

ーディネートしてくれる人が居れば非常に助かる」という切実な訴えも聞かれ、平常時から組織

的で具体的な対策の必要性が示唆された。 

また、今回の調査ではさらに、災害時の火葬窓口の一本化・火葬料金・時間外の取扱い・火葬

スタッフの確保・遺体の運搬・連絡通信の確保等、多種多様な課題が挙げられ、今後の対策に向

けての貴重な情報が得られた。 

近い将来南海トラフによる大地震や東京直下型地震の発生が予想される中、今後の火葬を取り

巻く環境を考えた場合、県内の火葬場ネットワークはもとより、自治体・火葬場・葬祭業界・炉

メーカーによる広域的な火葬ネットワークづくりの構築が必須と考えられる。 

今回聞き取りした火葬場の中には、当時まだまだ受け入れに余裕が認められた施設も存在した

ことやコーディネータの明確化など、広域的なネッワークが確実に構築していれば火葬対応が大

きく変わっていたと推測された。 

限られた時間での今回の調査は、事務局による効果的な事前準備が進められており、移動も含

めて順調に行われた。 
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実行委員 栗山 茂 

宮城県庁 

・広域火葬計画は、無かった。 

・生命のある人優先。 

・厚生労働省からの埋火葬許可に対する特例措置の通知には、助かった。 

・仮埋葬に係る手順の作成配布。燃料・棺・ドライアイスの手配。（県手配、国支給） 

・ご遺体の埋火葬については、市町村が計画・執行にあたり、県はバックアップ。 

・被災していない地域へ依頼。 

・ご遺体の搬送に苦労した。ご遺族が手配、単体で。身元不明遺体は、複数搬送。 

・土葬の考えは無く、あくまで仮埋葬。 

仙台市葛岡斎場 

・地震発生当日は、友引であり、火葬件数も少なく、発生が午後であった為、自家発電機で火葬

途中の分も終了できた。 

・建物に損傷は有ったが、火葬炉に被害は無かった。 

・ライフラインは、寸断したが復旧は早かった。 

・再開までに、施設の点検等 3日を要した。 

・電話不通―衛星電話を使用。予約システム停止したため窓口で対応した。 

・火葬場の使用については、葬祭事業者連絡協議会組合員には協議会で、それ以外には仙台市が

連絡。1事業者 3体迄。他市割当（日）4～15 件。 

・燃料の確保できた分だけの火葬。通常 Max48 件、被災者対応 Max60 件（20 基 3 回転-3 時間延

長） 

・使用料当初 3日間徴収したが、のちに返却した。 

仙南地域広域事務組合あぶくま斎苑他（2市 7町 7施設） 

・進入路の裏面崩壊、レンガ破損（震度 6弱） 

・3日後から再開－職員の泊り込み（通勤車両の燃料不足） 

・燃料、水が不足。 

・火葬受付窓口は、事務組合の事務所 1ヵ所にした。 

・被災遺体と、一般火葬との割振りに苦心した。 

・火葬時間受付延長、火葬炉使用回数の増加はしていない。 

名取市斎場 

・8ｍの津波に襲われ、火葬炉使用不能、斎場は瓦礫に埋没した。 

・従事者 3名が流されたが、救出される。 

・6,000ℓ（120 体分）の地下タンクの燃料が無事だった。 

・市長方針として、火葬場の復旧を早期に実現し、仮埋葬無しのご遺体の火葬をかなえた。 

・姉妹都市を結ぶ、山形県上ノ山市や仙台市斎場、東京都に応援を求め、火葬炉応急復旧までの

火葬を賄う、14 日目 2炉を運転する。1炉 5回転の火葬を進めた。後 4炉とし、8:00～18:00

無休にて稼働。 

・県内の斎場の連携はとれなかった。 

・被害深刻度合いにより、通常の運転範囲以上の増強が図れない。 

・ご遺体の安置と火葬の受付は、葬儀社が担当した。 
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・ご遺体の安置は、葬儀会館・ボーリング場跡の建屋を使用した。 

・火葬炉の復旧、火葬の割振り、ご遺体の搬送は、民間業者が担った。 

名取市は火葬場自身が津波に飲まれ、犠牲者も非常に多い地域である。しかし、早期に火葬場

の復旧を目指し、ご遺族や犠牲者のために火葬にて葬ることを決めた。 

そのなかで、近隣非被災地域の応援手助けが必要であることと、被災初期には超法規的措置で

乗り切ることが必要と感じた。 

 今回、宮城県庁から仙台市周辺の斎場を 2日に渡り訪問し、震災当時の状況や火葬施設の対応

について聞いたが、次のような課題がある。 

① 被害の状況の把握。 

被災により、電話が不通となる。そのため、被害状況の把握ができず、現地に担当者が出向

き直接被害状況を確認・報告しなければならなかった。死者の数も集計に数日掛かり、1 日 2

日の状況で、予想しなければならなかった。行方不明者の捜索、収容には、身元確認を含め、

大変な労力が必要で、ご遺体の傷みの進行具合も考慮しなければならない。対策本部の構築や

本部に情報を集約した上での、行動も大事だが、情報が交錯したり、指示がなかなか下りない

場合は、自分の判断で行動できる方策が必要である。 

② 施設の復旧、燃料の確保。 

火葬施設については、早急な稼働が求められる中、電源と燃料の確保に困難を要した。 

施設の被災状況の把握、応急処置にて火葬が再開出来る態勢に修復しなければならなかった。

炉メーカーの支援で、操作に係る人員も確保できた。今回訪問した施設では、被災されたが、

職員の欠員が無く、復旧にあたれたことが幸いしている。 

③ 火葬能力の検証。 

火葬炉基数は人口比率によって設置されるため、自然死を超える火葬能力は殆どない。被災

者のご遺体を火葬するためには、通常の火葬能力を超えた稼働が必要である。10 時間で 5 回

転の使用が行われた実績もあるが、施設の傷みを伴う。よって、搬送可能な広域での火葬支援

が求められる。しかし、遺族にとっては、地元での火葬を望まれる意識が強い。 

④ 他地域への火葬応援の依頼。 

近隣地域への火葬依頼は、施設火葬予約の空いている範囲での協力に留まっていることが多

い。遠隔地からの支援の声はあるが、搬送が難しい。 

⑤ ご遺体の安置。 

公共施設（学校の体育館や公民館）に、安置された。避難所と併用し、スペースも限られる。

民間の葬儀会館、廃墟になった大規模民間施設（ボーリング場）などの協力を得た。火葬待機

において、ご遺体の傷みの進行を考え、仮埋葬が行われた。棺やドライアイスの調達には困難

を要し、国の何らかの支援が必要である。 

⑥ 火葬受付のシステムの構築。 

停電により、コンピューターによる自動受付システムは停止。電話による受付も不通。窓口

受付のみの対応となった。葬儀業者の連携や住民の節度ある姿勢により、火葬予約において、

割当の不満は有ったが、利用者の理解で騒動などは起らなかった。早期の埋火葬に対する特例

措置の通知や情報の提供が実績として認められる。ご遺体の傷み具合から来る腐敗臭は、一般

の火葬場利用者にとって、共有できるものではなく、利用時間の配分が悩んだ点だ。 

⑦ ご遺体の搬送。 

ご遺体の搬送には、霊柩車という特別な車両が必要になる。全国から応援は有ったが、1体

毎の搬送であり、車両数は不足した。身元不明のご遺体は、複数積載した。他府県の受入は有
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るが、搬送手段に困った。 

以上から、被災地域においては、動ける者が、一人でも多くの命を救うための行動が必要であ

る。その為には、避難場所や避難経路を日頃から確保して置くことが重要だし、事が起こった時

に昼夜を問わず動ける知識・心構え・身構えが必要である。 

死者が多数出た場合、埋火葬に至るまでの法的手続きは、阪神淡路や東日本の震災で明らかな

ように、特例措置で対応しなければならない。ご遺体については、火葬待機出来る日数も限られ

る。 

土葬はあくまで火葬待機期間の仮埋葬でしかなかった。仮埋葬には、土地を確保し、葬具も 2

度必要など、できればすべて火葬での対応策が必要である。ご遺体数と火葬能力を考えた広域で

の対応が不可欠であり、協力体制が行えるようにシステムの構築が必要である。 

ご遺体の安置や火葬受付については、地元民間企業の協力が不可欠である。ご遺体の搬送につ

いても備えが必要である。 

火葬施設を災害対策で酷使し、消耗する経費の支援も必要である。 

最後に、「火葬場が、こんなに大切で重要な場所だったことに気付かされました。」と、よく耳

にしましたが、住民の意識からみると、迷惑施設でしかないのが現状である。 

福島県原町斎場 

震災当日 3月 11 日は、友引であり休場日で有った為、人的被害はなかった。震災による施設

の破損もなく、ライフラインも無事だった。しかし、浄化槽が使用不能になったため、仮設トイ

レを設置した。 

火葬業務に関しては、翌12日より通常業務を行っており、被災者の火葬は13日より始まった。

15 日には燃料の見通しが立たず 16 日は休場した。翌 17 日より再開し、21 日より身元不明のご

遺体の受入を開始した。 

火葬は、通常 9：00、13：30、15：30 に 4 炉、3 回転 12 件を火葬しているが、身元不明のご

遺体火葬に合わせ、昼間 4回転、夜間 4回転の最大 32 件で、24 時間体制とした。昼間は、指定

管理者の職員 4名。夜間は、市職員の火葬経験者（他部署に移動した）を含む 6名が作業に当た

った。4月 7日までは、無休で業務した。 

災害死亡者は、高校の体育館に収容し検死が行われた。検死後、遺族に引取られたご遺体は、

通常の葬儀を経て昼間の火葬に霊柩車で運ばれた。身元不明のご遺体は、警察により別の体育館

に収容後、警察車両による搬送で午後火葬場に運び込まれた。棺・ドライアイスは、警察の手配

で準備され、納棺は、納体袋のまま行われた。衣類等副葬品が一緒に入っていた。搬送は、ワゴ

ン車に平積み 3遺体とし、重ね積みはしていない。火葬場には、使用されていないセレモニース

ペースが有り、その部屋に夜間まで安置された。 

最大 8回転という火葬炉の使用は、炉内を傷め、被災者の火葬がほぼ終了した段階で全面修理

した。修理代金は、災害復興で 3分の 2が補助された。火葬料金については、7月末日まで徴収

していない。 

人員と燃料の確保で、避難指示が出た中、家族と別れ残る者が殆どで、その家にも帰れず、火

葬場の車中での生活する者もいた。 

火葬用燃料については、避難指示により閉鎖されたガソリンスタンドから、タンクローリーで

運び、無くなると 2台のタンクローリーを交代で、郡山まで給油に行った。避難区域指定により、

南相馬市方面には、郡山から入って来られなかったためだ。 

仮埋葬の準備をはじめ、土地の確保もした。しかし、重機・人材・燃料の確保が出来ないこと
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に加え、火葬場が 24 時間稼働で対応したことで、仮埋葬は、行われなかった。 

災害時、他所からの支援要請や受入も行っていない。24 時間稼働は、担当者の使命感や、火葬

を如何に行うかを目標に行った。 

震災時広域火葬計画はなく、近隣の火葬場間の連絡もとられていないが、被災死者約 800 人余

りすべて火葬した。 

福島県一里壇斎場 

衛生組合として、6か所の施設を管理しているが、火葬場施設に幸い被害はなかった。 

被災者の火葬を 3月 13 日から受け入れ、災害死者 460 人を 7月 4日までに火葬した。 

4 月 16 日まで 3炉 6回転で最大 18 件の火葬とした。24 時間稼働の指示が有ったが、職員の負

担を考え 9：00～24：00 の 2：30 刻みとし、2 名増員し無休態勢で業務に当った。通常は、9：

00，13：30，15：30 に各 3件最大 9件である。管外から 37 名の火葬受け入れを行った。 

地域に避難指示が有り、葬儀業者も避難したため、ご遺体の搬送は、霊柩車や寝台車を遺族や

職員が自ら運転した。 

火葬の燃料は石油業組合の協力で確保出来た。職員の通勤用は、公務（緊急車両指定）にして

配給券にて給油した。 

通常の二倍となる過酷な稼働により、炉内台車の更新や炉の補修を行った。費用は組合が負担

している。 

今回の災害を経験し、火葬炉がフルに使えるように日頃の整備が大切であり、燃料に於いても

余裕のある給油が大切であると感じた。それには、職員が日頃から危機感を持って職務に当るこ

とが必要である。また、災害発生時の連絡系統や人員配置を整備しておく必要がある。この２施

設に於いては、“管内で火葬を行う”という以外の選択肢は、はじめからなかった。施設の担当

者や責任者の判断により、火葬が行われた。3重 4重に災害が重なり、判断や指示を仰ぐ時間す

らなく。職務に対する使命感や、自らの判断で危機を乗り切った様子がうかがえた。 

福島県須賀川斎場 

震災当日 3月 11 日は、友引であり休場日で有った為、人的被害はなかった。震災により火葬

炉の据付アンカーが折れ、火葬炉本体が動き、火葬炉 3基、汚物炉 1基は使用不能。その他施設

も、空調設備損傷・建屋壁亀裂・駐車場他周辺地盤沈下等損傷を受けた。 

ライフラインは無事だった。翌 12 日には、火葬予約が入っていた為、葬儀事業者へ連絡、他

の火葬場の手配は葬儀業者が行った。周辺の火葬場や葬儀事業者との日頃の連絡はない。 

3 月 23 日に被害の小さかった 1 炉を修復し、25 日より、1 日 4 件の火葬受け入れを開始。4

月 25日に他の 2炉も使えるようになった。27日より、通常通り1日 6件の受け入れを再開した。

施設や周辺道路も平成 23 年度中に修復を終えている。修復にかかった費用は、2/3 の災害復旧

支援を受けられた。 

他の地域より、3月末に県を通じ支援要請が有ったが、施設の修復中で受け入れられなかった。 

炉修復に於いては、炉メーカーの人員確保の困難さや、資材調達度合いから、通常の工事費よ

り割高になった。 

斎場は、1市 1町 1村を管轄しており、火葬予約などの窓口業務は、組合衛生センターの予約

システムで行っている。予約は、葬儀業者が行っている為、システムダウンになっても、葬儀業

者自身にて他施設を段取りできた。 

古い施設（昭和 58 年 8月開場）で、震災に耐えられなかったのは、問題であると感じている。

国・県からの当施設へ震災時の支援は無かった。 



- 143 - 
 

福島県郡山市東山悠苑 

3 月 11 日は、休苑日だった。施設の被害は、天井ルーバーの落下、室内石張りの剥落、通路

や駐車場に地割れ、橋脚法面の崩壊等多数見られた。火葬炉や他の機器の動作確認を行ったとこ

ろ異常はみられなかったため、翌 12 日より通常業務を行った。 

電気は来たが、断水した。受水槽に市などからの支援を受け、補給しながら、18 日の水道普

及まで繋いだ。ポータブルトイレを設置したが、使用回数はわずかだった。 

火葬支援は、3 月 20 日に県より依頼のあった、原発事故による火葬機能を失った地域の被災

者を受け入れている。（3～6月計 51 体） 

火葬は通常、午前に 7件、午後 6件の 13 件を受け入れている。非常時には、鳥インフルエン

ザに時に提案された Max26 件の計画も持っている。 

火葬と共に通勤に必要な燃料確保が困難であった。身元不明遺体については県がトラックにて

搬送を行った。 

この震災で学んだことは、火葬に必要な用品や、遺体安置所の用意である。電話が使えない状

態になるので、緊急時の通信手段の確立が必要である。今回は休場日であったが、火葬中で有っ

た場合、会葬者の避難誘導や、緊急時の連絡体制も再確認の必要がある。ここの火葬場では、施

設の修復時、使用部材が特注品であったため、材料調達に苦労した。 

福島県福島市斎場 

3 月 11 日は、休場日だった。地盤が岩盤で強固のため、古い施設であったが（昭和 55 年開業

で現在新設計画中）施設に被害は無く、電気は来ていた。しかし、17 日まで水が止まった。ト

イレの水は、川から汲んで流した。12 日から、火葬は、通常通り行っている。貯蔵燃料は 10,000ℓ

有ったため、1週間は心配無かった。その後の燃料は、ごみ処理場より調達し、石油協同組合が

配達した。 

震災被災者に関して、県から依頼が有り、123 体を火葬した。通常最大 18 件に加え、5体分の

受入枠を用意した。主の身元の判明したご遺体の火葬を行った。遺族の無い方に関しては、市職

員や地元担当職員が同行した。搬送は、トラックで行われている。 

火葬料金（市外 20,000 円）は、徴収しないで、後に県に請求している。 

連絡は、携帯電話のメールが、通じ易かった。緊急時における火葬援助協定が、近隣施設で締

結されていた。今後の課題として、各燃料の確保と、情報の伝達方法の確立が必要である。 

今回の３施設は、同一の内陸地域であるにもかかわらず、被害の状況が異なる。火葬施設全面

が使用不能になった施設と、無傷の施設がある。これは、火葬場施設の規格基準が無く、建設に

係る補助が無いのに加え、住民意識や感情、迷惑施設の背景により、更新・新設が容易に行なえ

無いことがある。監督機関が施設の位置付けを明確にし、規格基準を確立する必要がある。 

また、周辺地域に、火葬場の協力協定が結ばれていることが分かった。この震災に於いて、機

能したのか検証する必要がある。 

課題として、一つ目に、燃料の不足である。通勤用燃料については、就労状況にも関するので、

火葬場施設とは切り離したい。二つ目に火葬に必要な物資の確保である。 

最後に、広域火葬計画を考える上での、広域の範囲をどこまでにするのかで、搬送や情報収集

の範囲や手段が変わることが分かった。 
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実行委員  福田 米文 

 まず、最初にあの大災害 3.11 から 1年 9ヶ月が経過しましたが東日本大震災に遭われ犠牲と
なられた方々に改めて、お悔やみとお見舞いを申し上げます。 

宮城県及び岩手県 

 今回は、市町村からの紹介事項が多くあり、県も公衆衛生上の観点から国の指導を仰ぎながら、

県なりの対応を取られたとのこと。 

 一部の土葬については、仮埋葬であると認識していたが、火葬については改葬許可証による火

葬であった。 

 火葬施設の使用する燃料の確保には両県共に奮闘され、ご苦労があった。 

両県共に身元不明者を県外に火葬依頼し、1台の車両に複数の遺体を葬祭業者等専門業者によ

って東京・千葉方面に搬送し火葬した。身元確認が出来ている遺体ついては遺族によって地元施

設での火葬を行った。葬祭・運送・土木業者等の協力が有って処理が出来た。 

岩手県では、昭和 50 年代に県条例で墓地・火葬場の設置許可を各市町村長に権限移管をして

ある為、被災後に県職員が県下の各火葬施設の現状把握作業を行ったとの事でした。 

宮城、岩手県内火葬場 

次に 5箇所の火葬施設については、地震発生日が友引で休場または慣習的に葬儀をしない地域

が多数を占めていたので、どの施設も稼働中での混乱した話は聞こえてはこなかった。 

どの施設も安全確保および管内住民の火葬が第 1と考えていたが、全ての施設がすぐに使用で

きる事は無理であった。 

まず停電により運転不可となり、自家用発電機があっても燃料不足、通信網の不通、火葬燃料

不足、断水などで、施設ごとに様々な創意工夫をし、遺体の受け入れ態勢を進めた。通常とは違

う状況で稼動可能な状態に設備を手直しし、通常とは違う想定外の多くの遺体受け入れが約 60

日間も続く中、時間の経過に伴い遺体の損傷も激しくなり設備自体も過度の使用により支障が出

たという事実も確認した。 

海の近くに存在する斎場は、もっとも設備被害が酷い施設であり、また津波による死者も多く

出た地域でもある。 

この施設は波に大半が飲み込まれ全壊状態にも拘らず職員全員が無事で、また地下タンクに海

水が混入しなかった事が幸いし、炉メーカーの技術サポートと職員の確固たる努力により全壊状

態の中でも、早期に火葬業務が復旧し管内住民の火葬が行われた。 

地元住民の、地元で荼毘にしたいという要望にしっかりと応え、調査時も施設修繕中の建物で

発電機を使用しながら火葬を行っていた。 

まとめ 

市町村は、葬祭・霊柩業者との間で災害時における協力協定を作成しておく事が必要である。 

各火葬場に於いては施設復旧等が出来得る職員の養成と教育に目を向ける事と、隣接の火葬場

との間で災害時における協定を結ぶことが必要である。 

しかし隣接という範囲を決定するのは難しいので県が中心となり、県下でどのような枠組みが

最良かを立案することが早急に必要である。 

遺体の処理はその市町村が行うという墓地埋葬法に記載されているままではなく、平素から県

下の火葬施設の実体を把握し、県の公衆衛生部署だけでなく災害対策部署と合同で災害時におけ

る統括指示を発令し遺体の処理を県が中心となり指示・指導が行える最良案を見出し条例化する
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べきであると考える。 

また県域を越えての遺体処理についても、国が発起人となり災害基本法の中に県対県の火葬業

務も組み入れるべきだと考える。 

火葬施設担当者は災害時また施設使用不能状態に対し心配をされておられるのが実情だと感

じます、しかし隣接施設との協定を起こす発起人が居ないのが現実で、その取りまとめ役を県に

行って頂き、県条例を作成されたなら今般のような災害に敏速に対応できるのではないか。 

この視察中に東日本沖の地震予知で、東北大の先生から地震学者予知連の報告でマグニチュー

ド 10 の地震が起こりうる！これは 3.11 東日本大震災の 30 倍のエネルギーだそうです。また東

海沖地震も大規模な災害発生するとも言われており早急に大規模災害時のマニアル作成が必要

である。 

災害時の死体の処理対応（火葬施設間協定含む）については法律や条例がないため、公務員は

判断が出来ず上部に問い合わせ等をしますが、答え待ちに時間を取られ、結果としては敏速な行

動が発揮できなかった等担当者は大変な思いをしたのではないか。 

法律および条例が制定されていれば日頃から、そのような文献を目にし、勉強できるので敏速

な判断が出来る。 

福島県原町斎場及び一里壇斎苑 

福島県原町斎場は4炉の施設で1日 1炉 8回転火葬を行い最大32体の処理を24時間稼動で対

応し約 6ヶ月間で 884 人の処理を行われた、これは県全体の犠牲者数の約 29.6％にあたる。 

一里壇斎苑では、管内死亡者 460 人と管外 32 人・県外 5 人の受け入れも行い 3 炉の施設で 1

日 1炉 6回転とし最大18体の体制を取られ1日概ね17時間稼動で遺体の処理を3ヶ月間行われ

た。この施設では県全体の犠牲者数の約 16.5％にあたる。 

この 2施設で福島県内での災害死亡者の 46％を処理したことになる。 

原町斎場は一部事務組合が市町村合併により市営となり、さらに現場要員を直営から指定管理

者へ変えて間もない時に震災に遭われた。よって、昼間は指定管理者で火葬業務を行い、夜間は

元組合火葬経験職員（現在は市職員）が交代して業務が行えたので外部への現場業務人員の確保

は必要がなかった。 

施設の損傷は、浄化槽と通信が使用不能であったが、水・電気は問題がなく火葬が行えた。3

月 16 日のみ火葬用燃料の手配が付かず稼動不能となった。 

無人化した地域で休業しているガソリンスタンドの経営者と連絡を取り、火葬用燃料の確保を

指定管理者自らが行った。 

身元不明の遺体搬送は全て警察が警察車両で行い、棺の手配も警察が行い費用は市が支払い、

後に国へ災害救助法適用として申請し、また火葬炉修繕費も同様に申請し補助金が出たとの事で

あった。 

土葬についても考えて、県所有の土地を確保したが土地整備用機械また運搬道路等の問題で断

念した。前段でも記載したが身元不明の遺骨が数体有るが、遺族が分からないため市が預かって

いるとの事である。 

一里壇斎苑は一部事務組合であり、この施設が出来る平成８年までは、最初の斎場と協定を結

び利用していた経緯がある。 

この施設も通信が不通以外は全て稼動可能な状態であり組合職員2名が応援に入り計6名で災

害時の対応業務に当たり、通勤用車両への燃料も市から配給があり、受け入れ回転数も 13 日に

は 1日 1炉 6回転 18 体火葬した。葬祭業者も避難したため遺体搬送には葬祭業者が無償貸与し
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た車両等を活用した。また、火葬用燃料は市が手配し組合としての動きは必要がなかった様子で

ある。 

火葬炉使用料について災害死亡者は無料、一般死亡者は有料で各構成市町が判断し組合は火葬

事務処理だけをおこなった。 

一部事務組合であるため県とは直接の交渉は無く、過度の使用による炉設備修繕費等の復興助

成を請求出来ない。市営斎場とは大きく異なる点である。 

この視察研修した 2か所の斎場の間で、災害時における問い合わせ、協力等は一切無かった。

隣接施設であり以前は相互関係が有った間柄でも、協力が皆無だった。 

福島県内４ヶ所の火葬施設を視察した。 

初日、会津若松市斎場では、地震で 1名の方が亡くなった。震度 5強で火葬炉としては 6基の

内 1 炉の化粧ドアが不調となり、応急修理した以外は炉・施設共に問題は無く災害死亡者 136

体を受け入れた。 

通常時、職員 8 名で 10 体/1 日処理を、災害体制時は職員 7 名で 14 体/1 日処理とし 15 時 30

分・16 時 30 分枠を増やし、各時間帯に 2遺体合計 4体受け入れとした、通常年間 2,100 体の処

理なので 6.5％の増加となった。 

本来は火葬予約システムで自動受付であるが、電話が不通になり火葬予約が出来ないため市民

課が窓口となり火葬受付を行い、夜間はガードマンが火葬受付を行う 24 時間体制を取り、朝、

市民課から火葬施設に報告される形で受付業務を進めた。火葬用燃料の確保や大型バスで 4遺体

と遺族が一度に到着するので対応に困惑した事の 3点が大変であった。 

翌日、中通に立地する須賀川斎場（一部事務組合 1市 1町 1村構成）に伺った。 

人口 97,000 人で 1,000 件/年の火葬数である。ここでは震度 6強で、3炉の火葬炉全てが使用

不能になり空調や施設に亀裂が生じ地盤沈下も発生した。 

3 月 12 日に火葬予約をしている方々に、使用不能による他施設への変更のお願いを、葬祭業

者を通じて連絡を取り、業者が他施設を探し葬儀を済ませた。 

組合では 10 社ある葬祭業者に使用不能の説明と火葬料の補填についての説明をし、後は全て

10 社の業者が手配して混乱は起きなかった、組合では葬祭業者の協力の賜物と感謝していた。 

３炉のうちズレが少なかった炉をまず元の位置に戻し、3 月 23 日に運転可能になり葬祭業者

に連絡をして 25 日から、この炉で 1 日 4 回転を行い 4 月 27 日から 3 炉共に稼動可能となり 1

日 6体で災害前に戻った。 

炉等の修繕費は県に申請をして交付金約 500 万円弱が取得出来た。 

災害時の 10 社の葬祭業者、近隣斎場、炉メーカの協力なしでは何もできなかった。 

ライフラインは問題がなかったが、原発の問題で人が寄ってこなかった。このような状況から、

担当者は施設ごとに独自で対応するしかなかったと言っていた言葉が印象に残った。 

郡山市東山悠苑 

市営墓地との併設施設で墓地は17,000基ほどで火葬場の炉は10基あり、人口33万人で3,000

件/年の施設である。 

震度 6弱で、通信が繋がりにくい状態で 7日間の断水、火葬炉自体は問題なかったが炉前、告

別室、収骨室、廊下、屋根、駐車場等に亀裂および壁の崩落等が発生した。 

福島県より原発周辺の遺体 51 体を受け入れた。搬送はトラックに複数の棺を乗せて一度に到

着する受け入れ形式であった。遺体からの臭気に苦慮したとのことである。 

火葬使用料は県に請求し遺族からは徴収していない。 
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火葬炉は 10 基有るが、1日最大処理数を 13 体としている。理由は、収骨まで遺族が施設内で

待つ慣習がある地域で、待合室が 5室しか無かったためである。 

各業務が全て委託契約で火葬業務は 6名で構成されており災害時も同様の人数であった、火葬

用燃料確保に苦慮されたが、貯蔵量が 10ｋℓなので安心感は有ると感じた。鳥インフルが危惧さ

れた時に作成された１日最大処理数 26 体の危機管理マニアルは今回、適用されなかった。 

福島市営火葬場 

人口 28,500 人で 3,100 件/年の火葬を直営、7人が行っている。 

震度 6強であったが、地質が岩盤のため全てが無傷であったが、断水が 1週間続いた事と通信

は良くなかったが携帯のメールでの対応は可能であった。 

被災者遺体は 123 体を受け入れた。午後の受付時間を 2枠増やし 5体受け入れとし 18 件から

23 件とした。隣接施設との協力協定はして有る。 

昭和 55 年の施設なので、災害時に想定される補修等は行わないが平成 29 年に別地に建替え計

画中である。 

東北 3県を廻り感じたこと 

○朝からの火葬場使用が大変多い。 

○全ての遺族は収骨まで施設で待つ。 

○全骨収集である。 

○大半の施設で電気は問題なかったが、水と通信には障害が出た。 

○全施設が火葬用燃料確保に苦労したが、今後の対策はどの施設も出ていない。ガス燃料使用

施設ならばどうなるのかを考える必要がある。 

○自家発電機装置の有無及び装置の規模。 

○隣接施設との協定もしくは交流が少ない。 

○葬祭業者との協定がない。 

○炉メーカとの協定がない。 

○原発汚染が作り出した復旧の遅れ。 

○県・担当保健所との連絡がない。 

火葬場への見解は、死者に対し各自治体が行う住民サービスと考えられており、今回の災害で

の遺体の扱いも警察中心の所、自治体中心の所、また、除染しなくてはならない遺体もあり、各

自治体が助け合いの声掛けもなく独自の方法を見つけ処理していたと感じた。ルールは定まって

いないし、現実を何とか処理していく事が最優先だったように感じた。 

今回、危機管理について、まず、第一歩として隣接の火葬施設間協定の締結のため、県、国が

バックアップし、災害時に施設間で力を合わせられる環境作りが必要である。 

○火葬場（一部事務組合含む）施設間の協定の策定・情報伝達の一元化 

○県は各市町村間との協定の策定、一部事務組合施設の把握、情報伝達の一元化 

○国は各県との協定の策定、情報伝達の一元化 
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事務局長 泊瀬川 孚 

宮城県庁 

東日本大震災発生時広域火葬計画は策定していなかった。県の防災計画でも災害時の火葬につ

いては成文化していない。今回の大震災を契機に、より広域の協力体制を作るため、東北 6県の

会議で話し合いを始めたところである。 

宮城県では平成 21 年度に宮城県葬祭業協同組合と柩等葬祭用品の柩、ドライアイスなど供給

に関する協定を取り交わしていた。 

震災発生時、停電、燃料の確保など災害対策本部が手配した。炉の修繕、柩、火葬手数料等は

無料とし災害復旧費で補てんされた。東京など他県への火葬依頼の仲介は身元不明者について宮

城県が行った。なお、火葬協力について、3 月 14 日付で北海道から東京都までの隣接 9 県に要

請文書を発送した。 

土葬については、市町村の判断に任せたが土葬するにあたってのマニュアルを奈良県のものを

参考にして、3月 17 日市町村に対して送付した。 

国の通知による埋火葬の特例措置は有効であった。国に対しては災害時の「遺体搬送」につい

て、より効果的な対応をしてほしい。 

仙台市葛岡斎場 

震災当日は、11 件の火葬があり地震発生時は 2 件の火葬中であった。このうち 1 件は冷却段

階であった。他の 1件は火葬終盤であった。停電と同時に非常用発電機が稼働し、非常用照明が

点いたので収骨を行った。火葬終盤の遺体も収骨に問題はなかった。 

火葬炉について、本体、排風機等点検し異常がなかった。 

停電は 2日後の 13 日 17 時 15 分に復旧(市内の停電は 3日後～3週間後に復旧)、ガス(都市ガ

ス)は 12 日から供給停止、水道は 3月 21 日に復旧した。電話も不通となり受付システムが使え

なくなった。予約システムは 5月 1日に利用を再開した。 

当日の対応：葛岡工場(ごみ焼却炉)から電気の供給を受けているため、工場に復旧見通しを確

認したが『見通し立たず』との返事とともに、仙台市は 11 日の 18 時に翌日の休場を決定、12

日にも電気とガスの復旧の見通しが立たないことからさらに13日と14日を休場とすることを決

定、その旨の連絡があった。 

職員の対応としては、電話がつながりにくいため、火葬再開に備えて職員全員の出勤とした。

また、再開に備え応援要員を要請し、本部から 6名が確保された。 

水道の早期復旧が見込まれないため、10 基の仮設トイレを設置した。 

葛岡斎場では、緊急時に備え 10 基の軽油バーナを準備している。ガスの供給が充分に行われ

るまでの間軽油バーナを使用することとし、軽油の確保を行った。 

12 日には 100 体の火葬が行うことができるガスが供給されることとなったため、仙台市は、

仙台市葬祭事業連絡協議会と打合せを行い、15 日からガスによる火葬を再開し、17 日までの 3

日間で 101 体の火葬を行った。 

18 日からはガスの供給が減ったため、軽油バーナを併用し 1日当たり 24～36 体の火葬を行っ

た。 

24 日には供給が復旧したことによりガスのみの火葬に切り替えた。1日当たり最大 48 体の火

葬を行い、4月 3日からは最大 60 体まで火葬件数を増加させた。 

斎場使用料の減免措置：3月 23 日から 4月 30 日まではすべて減免とした。斎場待合について

4月 1日から 30 日まで減免した。 
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近隣自治体の住民の方の火葬件数は、3月 15 日から 5月 31 日までの間自然死を含めて 561 体

となった。なお、同時期の仙台市民の火葬件数は 2,300 体となっている。 

 

表－１ 平成 23 年 3月 15 日から 5月の火葬件数 

 仙台市内 市外 改葬 

（市外） 
身元不明 合計 

自然死 災害死 自然死 災害死 

3 月 295 189 39 100 0 0 623 

4 月 879 293 73 273 17 39 1,574 

5 月 614 30 52 24 18 13 751 

合計 1,788 512 164 397 35 52 2,948 

※6 月の改葬遺体の受け入れ件数：108 件 

あぶくま斎苑(仙南地域広域行政事務組合)  

組合内には、5か所の斎場があるが立地自治体がそれぞれ経費負担をして運営している。今回

はこのうち最も設置基数が多いあぶくま斎苑(火葬炉 4基)を訪問した。当地域は震度 6弱で法面

の損傷があった。修繕費 3千万円のうち 2/3 が災害復旧費で支給された。 

電気、水は 1 週間後に復旧、発電機用燃料（軽油）火葬用燃料（重油）は、4 月 13 日まで県

及び自衛隊から支給された。 

火葬は 9時から 15 時までの受付で 9件/日、3月 14 日から 6月 30 日まで組合全体で 1,257 件

の火葬を行った。炉メーカから点検及び運転人員の応援を受けた。 

受付場所の変更：通常は角田衛生センターで火葬受付をしているが、震災後は事務組合の業務

課で受付した。 

今後の課題：燃料の備蓄を考える。遺体運搬の課題を解決したい。また火葬時の臭いや細菌の

不安など解消したい。 

 

表－5 3 月 14 日から 6月 30 日までの火葬件数（組合全体） 

 
一般火葬 被災火葬 

改葬 合計 
圏域内 圏域外 圏域内 圏域外 

遺体数 780 15 22 373 67 1,257 

 

名取市斎場 

この斎場は、海岸にあり津波をもろにかぶった。火葬炉は 4基あり、動物炉が 1基である。名

取市では 911 体の遺体が発生した。一部は協力関係にあった山形県の上山市及び寒河江市に運ん

だ。 

炉及び建物の改修には多くの月日を必要とするとみられ、火葬再開のめどは立たなかったが、

市長命令で緊急に炉だけでも修理し、直ちに火葬を開始せよ、とのことでメーカには全国から部

品を調達させ 3月 23 日に乾燥炊きを開始、25 日に 8体の火葬を行った。 

炉メーカから 4名の運転員の応援を得た。通常は委託職員 2名市職員 1名で運営している。以

後、4月 17 日まで 8時から 18 時まで炉を 5回転して、20 体/日の火葬を行った。この間火葬の

受付は葬祭業者に頼んで他の葬祭業者との調整と受付業務を行わせスムースな受付が行えた。 

燃料は地下タンクの 6,000 リットルが無事で、以後自衛隊から燃料供給を受けた。 
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東京都へは 160 体（身元不明遺体）をお願いした。 

このようななか、仮埋葬は行わなかった。 

宮城県くりはら斎苑 

指定管理、炉は 4基あり通常火葬は 3件/日。震災時停電し、火葬用灯油は 4キロリットルの

タンクがあり、発電の燃料は重油。水道も断水し復旧に 15 日間を要した。4 月 7 日の余震でも

停電し、大型発電機を借りあげ 4月 9日から火葬を再開した。 

炉メーカから 3月 20 日から 5月中旬まで 2名の運転員応援があった。運転は 12 体/日 

被災遺体は柩のない遺体もあった。当初は火葬手数料を取ったがのちに返却した。広域火葬に

ついては宮城県の調整を期待した。 

大崎地域広域行政事務組合古川斎場 

北に栗原市南を仙台市東に石巻市に挟まれた古川市を中心とした行政組合で、廃棄物処理、消

防、火葬などを統括している。火葬場は 5 か所あり、今回訪問した古川斎場が最大で火葬炉 4

基、汚物炉 1基がある。組合全体では 13 基の火葬炉と汚物炉 1基、動物炉 1基である。 

震災後の稼働は、12 日～20 日までにすべての斎場が稼働した。停電は 5～7日間であったが電

源車を電力会社がいち早く設置したので早く稼働開始できた。火葬は、炉に対して 2回転で対応

した。自作の柩や、自家用車での遺体搬入があった。火葬手数料は当初徴収してしまったが、後

に還付した。4月 5日には被災地を調査し、仮埋葬遺体の受け入れをした。しかし、通常より副

葬品が多かったり、水分が多く炉が傷んだ。 

一部事務組合は、市町村と違って災害対策費が請求できないので県を通じて請求をしてもらっ

た。 

石巻斎場 

立地は山際にあり震災で若干炉体のレンガが緩んだものの、火葬はできる状態であった。当初

は連絡手段がなかったため、職員が現地確認伊行情報を取得するとともに整理をしていた。電話

の復旧は約 1か月後であった。当初、死者の数は 1万名との予測もあったが、市内では、約 4,000

名の犠牲者であった。仮埋葬をせざるを得なかった。 

市内の葬祭事業者では、葬祭業協会の会長が被災するとともに、多くの業者が被災した。 

交通は遮断され市が孤立していたため、燃料の補給もなかった。仮埋葬地は最終的に 7か所で

1,235 体を仮埋葬した。死体検案医師が山形から通ってきたため、身元確認が遅れた。また、身

元不明者については当初は写真を付けていたが、4月下旬になると写真を見てもわからないくら

い遺体が傷んでいた。 

火葬は、東北電力から電源車の提供があったので 3月 15 日から開始した。平常時は 9体/日の

ところ20体/日の計画でスタートした。しかし、炉の傷みが激しいため15体/日にして火葬した。

被災遺体については一般火葬が終わってから火葬を行った。午後 4時から 10 時までかかった。 

応援体制は、13 名を緊急雇用し、このうち 3名とＯＢ2名の 5名によって火葬した。被災遺体

は、柩がない遺体も多く、ベニヤ板を引いて火葬した。幸い、ベニヤ板は工場が被災し無料にて

ふんだんに手に入れることができた。 

8 月 15 日までに仮埋葬遺体 993 体を火葬した。仮埋葬の遺体は、遺族からの申し出により発

掘に市職員が立ち会った。 

柩の供給が間に合わないとともにドライアイスの供給は月 1回で、細かくなったドライアイス

であった。 
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市内には他に 2か所の斎場があり雄勝は炉メーカの応援があった。牡鹿についてもメンテ会社

の応援で火葬を行った。 

宮古斎苑 

 地震発生とともに停電する。友引も火葬は行っているが 3月 11 日は 1件もなかった。非常発

電装置稼働。3月 12 日午後に電気が復旧、12 日に非常用電源で 2件、電気復旧後 1件の火葬を

行った。 

 燃料タンクは 7kl あり、市内業者から定期的に納入があった。公共優先で納入があった。県か

らのあっせんによる給油もあった。通勤用のガソリンは不足し、施設に泊まった職員がいた。 

 火葬炉は 4基あり、通常は 6件/日の稼働であるが、16 件/日の体制をとるため、通常 4名の

ところ、受託業者本社から 3名及び炉メーカから 2名の応援体制があった。期間は 3月 14 日か

ら4月 2日まで。火葬受付時間は通常9時 30分から 14時のところを8時から19時までとした。

このため、職員の出勤は 7時からとなった。 

 火葬炉は他に田老地区に 1基、川井地区に 1基ある。このほか常安寺に 2基ありここでは 120

件の火葬を行った。 

 柩は県からの支給もあり概ね足りたが、納体袋や毛布が入っていると防炎加工のため燃焼せず、

しばしばバグフィルタが目詰まりを起こした。 

釜石斎場 

 3 月 11 日は友引休みに合わせて炉の点検中に地震が発生し、停電した。自家発電装置もベル

トが破損し使えなくなった。電気は 14 日に復旧した。 

 火葬炉は 3基あり、通常では 4件/日、3人で運営している。電気の復旧及び孤立していた道

路も開通したので、14 日から火葬を再開した。12、13 日に予約が入っていた遺体を 14、15 日で

火葬した。 

 仮埋葬の準備を 3か所の候補地を設定したが、行わなかった。市内の死者は 889 名、行方不明

150 名。 

 3 月 17 日からは 10 件/日の火葬体制とし最大 15 件の火葬を行った。燃料タンク（灯油）は 4kl

で燃料は県と自衛隊から支給された。 

 通常の体制は 3名であったが、市から 3名、炉メーカから 2名の応援で火葬の受付時間を 6

時 30 分から 16 時 30 分とした。また、当分の間友引休みを返上し 4月 14 日になって初めて友引

休みが取れた。4月 13 日から身元不明者の火葬を行った。 

 火葬手数料の扱いは県の指示もあったが、市の判断で無料とした。 

 6 月になって通常の火葬体制に戻った。 

陸前高田斎苑 

 陸前高田市は、人口密集地の約 8割を津波が襲い、葬祭業者 5社がすべて被災した。市内のお

寺も半数が被災した。市内は、ビルの４階まで津波が来たとのこと、市役所も屋上に逃げた人の

みが助かったということである。死者は 1,556 名、行方不明 200 名、市の職員も約 100 名が津波

によって亡くなった。 

火葬炉は、1基の化粧扉が脱落した。停電及び断水のため仮設トイレを設置、電気は発電機を

借りあげて炉のみ稼働できる体制とし、3月 15 日から稼働した。 

 火葬炉は 2基、2名の職員で通常 4件/日の体制から炉メーカから 2名、市の OB を 1名雇い 7

件/日の体制とした。596 体の火葬を実施した。 
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 斎場は避難所を兼ねており、通信手段がマヒし、衛星電話 1台での対応のため、苦情が多く出

た。 

 市外への火葬依頼は千葉市、佐倉市には身元不明者を中心に、日本通運がパネルバンで運搬し

た。また、県の調整で県内の火葬場に多くの火葬をお願いした。土葬は検討したが実施しなかっ

た。当初は、柩がなく遺体をコンパネに乗せて火葬した。時間とともに柩も供給が順調になり夏

には余ったので処分するほどであった。 

 事務協力のために、名古屋市からの応援職員が約 100 名来てくれたため、大変に助かった。 

 震災で地盤沈下や、建物の一部も破損したが補修工事のほとんどは自主財源で賄った。国の復

旧費の拡大が必要である。（テレビ番組でも国の 40 項目の中から選定する復旧費のメニューでは

使い勝手は極端に悪く、現地が自由に使える予算にするべきとの指摘があった。） 

おおふなと斎苑 

 震災当日は休苑日であった。電気と電話が不通となり、電話については衛星電話で対応した。 

 大船渡の火葬炉は、斎苑 3基、浄霊苑 1基の 4基がある。おおふなと斎苑では 12 日に予約し

ていた 3件の火葬を非常用発電で行った。燃料は市内業者からの供給があり、15 日から火葬開

始した。それぞれ炉メーカ 3名及び 1名の応援を得て 5回転、20 件/日の体制で 744 体の火葬を

実施した。 

 市外への火葬依頼は、市から依頼して一ノ関に運ぶとともに県の紹介で内陸部の火葬場に依頼

した。 

 当初柩が間に合わず、急ごしらえの柩が炉に入らないなどのトラブルがあった。業者の在庫や

全国の自治体からの応援で柩を調達した。遺体の運搬は葬儀業者が行った。火葬手数料は県の通

知があり無料とした。 

 施設は建物の破損などがあり、震災復旧費が一部支給された。 

福島県いわき市：いわき清苑・勿来火葬場 

 いわき市には、いわき清苑と勿来火葬場の 2か所あり、いわき清苑は平成 20 年 4 月に供用開

始し、平成 23 年度から 2施設とも「指定管理者」による運営とした。 

 いわき市では、電気、水道などのインフラの復旧が遅れ市内全域が復旧したのは 4月末になっ

てからであった。火葬設備の被害は小さく火葬業務に支障はなかった。 

いわき清苑は、火葬炉 9基、告別室、収骨室各 3室、平常時の火葬件数 3,000～3,800 件/年（10

～12 件/日、最大 19 件）であるが、3 月 15 日～18 日は、最大火葬件数 37 件としたが炉が異常

高温となったため、19 日以降 27 件/日とした。 

 職員は、通常 13 名であるが 3月 15 日から 4月末まで、2名の応援を指定管理者側で派遣し火

葬にあたった。火葬の受け入れ時間は、９時から夜の９時までとした。 

火葬用燃料は、市内業者に依頼して調達した。 

勿来火葬場は、火葬炉 3 基、昭和 41 年 5 月供用開始、火葬件数 900 件/年（3 件/日、最大 5

件）であり、老朽化しており、余震が続いたため受け入れは制限した。 

 両施設とも震災による被害はほとんどなく、稼働可能であった。 

教訓 

① 燃料供給体制を普段から構築しておくこと。 

② 非常時に火葬業務担当者が安定的に従事できる環境を整えること。 

③ 火葬業務従事者がいないときの体制を検討すること。 

④ 火葬の限界件数を検討し、そのための燃料確保を確立すること。 
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⑤ 炉が異常高温にならないよう、副葬品の混入に注意すること。 

⑥ 原子力発電所の災害について、正確な情報の伝達が必要である。また、確実な除染が必要

である。 

県から 4月 1日付で被災者の火葬協力文書が示されたが、災害救助法適用が明らかになったの

は 7月 8日付通知であり、それまで、明らかな震災死者のみ対象としていたため、避難先で死亡

した方は還付処理を行った。早期に通知してほしいとのことである。 

また、大災害時には、火葬職員が必要になるが、民間ベース（委託業者等）でしか確保できな

いため、他市町村の火葬応援が不可欠である。このため、火葬場間の連携とともに、火葬場間の

稼働調整を都道府県に行ってほしい。などの要望があった。 

原子力災害について、情報が少なく、職員の安全はもとより、職員の士気にもかかわることな

ので、正確な情報の迅速な伝達と除染体制の徹底が必要であるとのことであった。 

南相馬市：原町斎場 

 火葬炉 4基、昭和 59 年供用開始、現在は指定管理者が運営している。 

原発事故のため、火葬依頼及び他施設への依頼もできなかったので、やるしかなかった。通常

は 4名で対応しているが、役所のＯＢや職員が応援した。 

 最大 8 回転させて、32 件/日の火葬を行った。（原発事故による避難のため、人がいなくなっ

たスタンドからローリーを借り給油した。）昼間は葬祭業者持ち込みの普通死、夜は身元不明な

ど災害死の火葬を行った。 

 災害遺体の火葬終了後に、炉の修繕費は約 3,000 万円かかったが、国が 2/3 を災害復旧費で負

担した。 

会津若松市斎場 

 火葬炉 6基、平成元年供用開始、通常 10 件/日、受け入れ時間 10 時 30 分から 14 時 30 分、8

名体制である。 

災害遺体は、通常の時間外に 4件/日（15 時 30 分、16 時 30 分各 2体）受け入れ可能とした。

条件として、遺骨はその日に持ち帰る。被爆者の場合は、基準値以下であること。 

須賀川地方保健環境組合斎場 

 火葬炉 10 基、平成 3年供用開始、委託 6名で運転している。平常時 13 件/日 

 3,000 件/年、災害時最大 26 件/日の火葬を行った。受け入れ時間：9時から 15 時まで 15 分毎

に受け入れ 

地震により、火葬場の建物に被害がかなりあり、壁、床など補修に必要な材料の確保ができな

かった。特殊建材を使うべきでないことを痛感した。火葬炉など設備にはほとんど被害はなかっ

た。 

 市内料金：無料、市外料金：75,000 円 

 県から原発周辺の遺体の火葬依頼があり、51 件を受け入れた。 

郡山市東山悠苑 

 火葬炉は 8基あり、平成 3年から稼働している。震災は、震度 6弱であり、設備機器の被害は

なく翌日から平常通り稼働した。建物はあちこちに被害があり、特殊建材が多く使われていたた

め補修に苦労した。水道が断水したため、仮設トイレを設置した。18 日に水道が復旧するまで、

水道局の給水車が給水した。 

 通常は 13 件/日であるが、県知事から福島原発周辺の遺体の火葬要請があり、双葉町、広野町、
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楢葉町、富岡町、川内村、大熊町、浪江町などから 51 件の遺体を受け入れた。 

 国、県の支援として、災害時の連絡体制、必要な物品の支給、火葬場間の提携や相互協力のた

めの指導及び情報提供をお願いしたいとのことであった。 

福島市斎場 

 火葬炉 6基、通常、受け入れ時間通常 9時から 15 時である。 

県から災害遺体の火葬依頼があり、災害遺体の受け入れは 16、17 時に設定して浪江町、富岡

町、飯館村、双葉町、南相馬市、大熊町から、123 体を受け入れた。5、6月の受け入れ遺体は大

変であった。 

なお、福島市、伊達市、川俣町、伊達市・桑折町・国見町火葬場協議会、安達地方広域行政組

合では、災害時の火葬業務相互援助協定を平成 22 年 3月に結んでいる。（別紙参照） 
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福島市からの提供資料：緊急時における火葬場間の協定 
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第４章 アンケート及びヒヤリングからみた問題点と対応の基本的な考え方 

今年度の研究結果のまとめとして、今回のアンケート調査及びヒヤリングからみた問題点及

び今後の研究の課題を整理した。 

１．広域火葬計画に対する都道府県の理解の醸成 

今回の都道府県に対するアンケート調査では、広域火葬計画を策定している都道府県は、震

災後に策定した岩手県、佐賀県を含めて、11 都府県（23.4％）にとどまっている。又、地域

防災計画に既に盛り込まれているから十分であるとする県、搬送協定等業者等との協定を既に

締結しているからよいとする県等がある。 

このような状況から、今回の研究において、広域火葬計画指針策定から 10 年以上経過して

いること及び東日本大震災を経験したことから改めて広域火葬の考え方を整理する必要があ

る。 

その際、次の点を明確にする必要がある。 

① 地域防災計画と広域火葬計画との関連 

② 広域火葬計画の内容の見直し 

③ 広域火葬計画と関係団体等との協定との関連 

２．墓地埋葬行政に対する国、都道府県の役割 

本年度から墓地埋葬法を始め、衛生関係法令の多くが市町村へ移管されており、岩手県のよ

うに条例で早い時期から市町村へ権限移譲を行っている県もあり、全般的に都道府県の役割が

小さくなっている。 

このため、被災 3県においても、震災前までは県内施設に関する情報が集約されておらず、

市町村との日頃の接触も十分でないという状況にあったことがうかがえる。 

又、各市町村においても、それぞれの必要に応ずる施設整備は行われているものの、日頃、

県や市町村相互の連絡はほとんど行われていないのが実情である。 

このような状況から、今次震災に見られるような想定を大幅に超える死者数の発生に対して

は、個別に対応することは困難な事態となっている。 

さらに、遺体の適切な処理という公衆衛生的な観点からみれば、その対応は、迅速なもので

なければならない（今回震災はたまたま冬季であった）。又、埋火葬の適切な処理に当たって

は、葬祭業界、搬送業界を含め、関連業界との適切な連携、震災で一時的に失われる燃料や電

気、ガス等の確保等に対し、あらかじめ対応のあり方をまとめておくことが求められる。指摘

しておかなければならないのは、法律上および衛生上では、「火葬」または「埋葬」となるの

であるが、今日では死亡者のほとんどが火葬処理されていること、そして非常時であっても、

あるいは非常時であるからこそ、一時的ではないしっかりとした火葬処理を遺族が求めること

である。 

ところで火葬は一般的に市町村の住民サービスとして捉えられており、市町村ごとに直営ま

たは業務委託の火葬場を保有し、それぞれの住民対象に自己完結的に運営されてきていて、広

域自治体間で協同して対応するという素地がない。 

このような観点から、大規模災害という非常時にあって、広域的な対処、すなわち司令塔的

な立場での都道府県の役割が求められるのであり、場合によっては、都道府県域を超える対処

が必要となる。 
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３．スーパー広域（単独の都道府県域を超える地域間）での協力関係のあり方 

今回の大震災では、被災 3県を中心に多数の死者が発生したことから、当該県内だけでの対

処が困難となり、隣接県や関東ブロック都県等を含めた火葬協力が求められることとなった。

このような、ブロック域を超える協力関係の構築は、これまで災害時の広域応援に関する協定

等の包括的な応援協定はあったが、その実務の詳細に関する取り決めはなかった。また、全国

的には、まだ未整備のところもある。今回の震災を契機として、東北各県、関東各都県、近畿

各府県の間では、そのあり方に関する議論が行われている。 

東日本大震災後にも、南海トラフ地震等関東域から九州域まで広い地域に大きな影響を与え

る大震災が想定されており、搬送の在り方をも含め、これまでの広域火葬協力の考え方を改め

て点検する必要性も高まっている。 

その際の枠組みについては、今回の東日本大震災での経験を踏まえ、国の関与の仕方も含め

て検討する必要がある。 

４．大震災に当たっての予備力の保持について 

今回のヒヤリングを通じてみると、災害時に施設に関しダメージがあった事例は、あまり多

くないが、その後の停電、燃料不足、搬入手段―車の不足、棺、骨壷、納体袋、ドライアイス

等様々な資材の不足がネックとなったことがうかがわれる。又、予想を越える死者の発生に対

し、通常の対応を越える火葬件数の実施を迫られており、これに対応した専門職員の増員を必

要とされる場合もある。こうした点に関し、それぞれの立場に当たられた方々が大変難しい判

断を迫られ、ご苦労をされたことがうかがえる。 

こうした教訓を踏まえて、都道府県、市町村、火葬場、葬祭事業者又は搬送事業者とその団

体等様々な関係者の協力の下で、震災に備えて、様々の資材の備蓄、人材の確保、広域的なバ

ックアップ体制の整備があらかじめ行われる必要がある。そして、それは、都道府県が中心と

なり、関係者の広域的な連携のもとに行われる必要がある。 

① 施設で使われる燃料、搬送用燃料、搬送資材等の備蓄、緊急の際の人材の確保等予備

力の確保の必要性及びその程度 

② 民間団体も含めた計画づくりの必要性及びその内容 

５．火葬施設の配置、能力、防災機能等、関連団体の対応体制等実態の把握 

様々な議論の出発点として、火葬施設の配置、能力、防災機能等火葬施設の実態の適切な把

握、関連団体の対応体制、備蓄等実態の把握が定期的にきちんと行われることが必要と考えら

れる。 

火葬場においても、葬儀事業者においても、震災遺体の処理は量的には異常事態であるが、

質的には日常業務の延長線上にある。既存の施設機能や業務システムを状況に応じて、臨機応

変に変動させることが求められるのであり、日頃からの予測と準備が重要なのである。 

６．火葬行政の実施に当たっての費用負担のあり方の検討 

次の諸点からの検討が必要と思われる。 

まず、実際に稼働する実効性のある広域的な火葬計画が必要であるが、そのためには科学的

な手法の確立と専門家の養成が必要であり、これに伴う経費の確保が求められる。 

大規模被災が生じた場合、広域火葬計画にしたがって搬送を含む既存施設のフル稼働が開始

されることになるが、その結果、火葬炉などでは劣化を早め、事後の平常業務に支障を生じる

ことが想定されている。そうした場合の補償はどうなるのか。災害救助法の枠組みによるもの
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であるとしても、あらかじめルールを定め、周知しておくことが必要である。 

また火葬数が一時期に急激に増加することから、炉の燃料のほか、棺をはじめとして遺体冷

却器材などが、所要の人員とともに適宜確保できる体制になっている必要がある。そのための

資金手当の準備が必要である。 

大震災に直接起因する死亡者の火葬経費は災害救助法で対応されるとしても、受災後の過酷

な生活状況から健康を害し、死に至る者が発生することが避けられない。そうした場合の火葬

や葬儀の経費負担への支援の必要性についても検討する必要がある。 
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第５章 今年度の成果及び残された課題 

第１節 平成 24 年度の成果 

初年度では、委員会を発足し、上記各種調査を実施した。その進捗状況は以下のとおりであ

る。 

１．被災 3県の県庁担当者に対するヒヤリング調査 

① 宮城県、岩手県に対してヒヤリング調査を実施し、福島県は書面回答であった。 

② 今回の震災では、死亡者が極めて多く、火葬場の施設能力では対応ができなかった。 

③ 宮城県では仮埋葬（土葬）を行ったが、遺族からの要望もあり、火葬能力回復とともに掘

り起し、改葬とした。 

④ 岩手県では用地を確保し仮埋葬の準備を行っていたが、結局行わないで済んだ。 

⑤ 震災当時は 3県とも広域火葬計画が未策定であったが、岩手県では今年度策定した。また、 

福島県では地域防災計画を見直し中であり、この中に「広域火葬計画」の追加を検討してい

る。 

⑥ 福島県では特に、国への要望として県外での火葬及び遺体搬送費用や 58,600 人余の県外

避難者の避難先での死亡者に対する災害救助法に基づく費用負担等を求めている。 

２．被災地の民間事業者団体へのヒヤリング調査 

宮城県葬祭業協同組合、岩手県葬祭業協同組合の代表者に対してヒヤリング調査を実施した。 

① 宮城県では、震災前から行政との連携があり、直後から連携行動が見られた。 

② 岩手県では、直後は県との連携が形成できず、数日後にやっと連携できた。 

③ 民間事業者は、両県とも柩、納体袋、葬儀関連物等の物品供給及び遺体搬送、火葬場情報

整理、火葬枠確保等に多大な貢献を果たした。物品の備蓄等、今後も大きな役割を果たすこ

とが期待できる。また、民間事業者は、埋火葬、葬送儀式の専門家として、行政、火葬場、

遺族をつなぐ重要な役割を担っており、このような民間事業者の働きに対して、行政が積極

的にバックアップして行政と民間事業者との効率的な連携システムの構築を検討すべきで

ある。 

３．被災地における火葬施設へのヒヤリング調査 

宮城・岩手・福島県内の火葬施設 28 件の運営者に対してヒヤリング調査を実施した。 

① 発災当日は友引、火葬が少なかった。発災時はほぼ火葬が終了。休場の火葬場も多かった。 

② 火葬場の被害は、宮城県名取市を除き、比較的に軽微であった。 

③ 直後は、停電と燃料不足のため、稼働停止となった。また、遺体搬送車両の燃料も不足し

た。 

④ 発災数日後、津波被災地から遺体を搬送し、内陸部等圏外火葬場による支援火葬が始まっ

た。県外では隣接県の他、東京都、千葉県でも行った。支援可能な火葬場の情報は、県、市

町村、葬祭業者、遺族自ら等、様々な入手経路であった。 

⑤ 身元判明遺体は、遺族が立会うため、1車 1体搬送、付添い用車両も必要であった。身元

不明遺体は、東京や千葉等遠方に運び、トラックに数十体載せて搬送した。火葬に立ち会う

のは市町職員であった。 

⑥ 発災後数日で、日々の収容遺体だけでも火葬能力を超えるが、収容されない想定遺体に大
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きな不安を感じ始め、仮埋葬を検討した。その際、遺族その他一般住民の感情や意識の動向

を踏まえる必要がある。 

⑦ 火葬場でのピークは 3～4 月であり、4 月中旬から火葬の受付枠に空きが見られるように

なり、一旦仮埋葬した遺体を掘り起し改葬し始めた。改葬が始まると次々であった。土葬が

嫌われたためではなく、遺族の心情として、仮埋葬の「仮」という字が付く限り、未だ本当

に埋葬が終了したわけではなく、「葬る」とは「火葬で焼骨にすること」と考える傾向が多

かったためと思われる。 

⑧ 広域的なネットを持つ葬祭業者及び炉メーカーは勿論、自衛隊、警察、消防、医師、歯科

医師、僧侶及び所管外の応援公務員、一般運送業者等による協力が不可欠であった。 

⑨ 市町村の火葬場担当者は、県が仲介となった火葬場間の連絡網、連携形成を求めている。 

４．全国各都道府県への広域火葬計画策定に関するアンケート調査 

47 都道府県に対して、広域火葬計画策定状況、策定指針の在り方、地域防災計画との連携

等についてアンケート調査を実施した。 

広域火葬計画の策定状況を見ると、11 都府県（策定率 23.4％）が策定しており、現在策定

中を含めると 19 都府県（策定率 40.4％）となっている。 

詳細な集計結果は、第２章第１節に示すとおりであり、今後の広域火葬計画策定指針を検討

する際に重要な参考資料とする。 

５．全国火葬場への施設状況及び防災対策の実態に関するアンケート調査 

全国 1,519 施設の火葬場に対して、施設内容、防災対策の実態等についてアンケート調査を

実施した。現在、回収段階であり、今後解析を行う。 

防災対策に係る集計結果（あくまでも中間報告として）は、第２章第２節に示すとおりであ

り、東日本大震災による各火葬場での被害状況や対応、周辺地域での支援火葬の実態、大震災

を経験した上での備蓄等の防災対策の在り方、火葬場間や葬祭業者等との連携の取り方などを

把握する上で重要な資料となる。 
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第２節 2 年度目の研究の課題 

2 年度目では、初年度の成果を踏まえ、次の点を検討する予定である。 

① 広域火葬計画を策定していない都道府県は、その理由として、地域防災計画に既に盛り込

まれているから十分であるとする県、遺体搬送、物資補給協定等葬祭事業者等との協定を既

に締結しているから必要ないとする県などがかなりある。 

指針は、「基本的事項を掲げたものであること」、「地域の実情を踏まえて計画が策定され

ることが望ましい」とされていることから、実情に即したものが策定されることが望ましい

が、指針自体の内容については、適正なものであるかについて、あらためて検討する必要が

ある。 

このような状況から広域火葬計画の考え方を再整理し、次の点を明確にする必要がある。 

   A 地域防災計画と広域火葬計画との関係 

   B 広域火葬計画の内容の見直し 

   C 広域火葬計画と関係団体との協定との関連 

② 今日、死者のほとんどは火葬処理されており、火葬は市町村の住民サービスとして捉えら

れており、個々の市町村ごとに直営または業務委託されているケースがほとんどであり、広

域自治体間で協働して対応するという素地がない。遺体の適切な処理という公衆衛生的な観

点からすれば、その対応は迅速性が要求されるものであり、大規模な災害であればある程、

広域的な対処が不可欠となる。そこで市町村を超えた広域的なスケールでリーダーシップを

とるこのできる都道府県の役割が期待される。さらに大きな災害では県を越えるブロック圏

域、さらにこれを越える「超広域圏」となれば、国が率先してリーダーシップをとる必要も

生じる。そのような事態に際しての現在の墓地埋葬行政における都道府県及び国の役割につ

いては、極めて不明確である。 

「広域」の概念は、従来は県域をベースとして考えられてきたが、今回の大震災を教訓に

その概念の整理を行い、県域内及び県際での連携の在り方の検討、さらに、国の関与の在り

方を検討する。これによって、火葬業務に関し、大震災時に求められる県の役割、市町村と

の役割分担、国の役割等を明確にし、「広域圏協力」の根拠、広域計画の位置づけを明確に

する。 

③ 大災害時を想定し、一定の予備力を想定した火葬場の配置、能力、防災機能等の把握、必

要とされる資材・燃料等の備蓄、遺体安置場所、棺、納体袋、ドライアイス等の遺体安定資

機材、搬送手段・搬送用燃料等の確保の必要性、大災害時を想定した火葬場の施設基準の在

り方を検討する。 

④ 大規模災害時において遺体の処置および火葬の業務を円滑に遂行するためのキーポイン

トはそれを実行できる人の存在である。特にリーダーシップの存在は重要であり、日頃から

火葬業務に精通した人であることが望ましい。市町村域を超えた広域火葬計画を遂行する際

のリーダーシップは都道府県がとるべきと考えられるが、都道府県は火葬の実務を担当して

いないので、県下の市町村における実務担当者との情報交換の場をつくり、日頃から面識の

ある人脈を形成しておくことが極めて大切である。かかる情報交換や議論の場の設定は市町

村と都道府県との間に限らず、市町村間、都道府県間においても構築されることが望ましい。

これら広域あるいは超広域の協力関係の構築ための方策を検討する。 

⑤ 上記を踏まえた広域火葬計画の策定マニュアルを策定する。 

⑥ 先行的に計画を策定した都府県または広域圏との調整を行う。 
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⑦ 大規模災が生じた場合、被災を免れた火葬場では、広域火葬計画にしたがって遺体の搬入

が集中し、搬送設備を含む既存炉のフル稼働が開始され、炉の運転人員の増加や運転時間の

延長を余儀なくされる。その結果、火葬炉等の劣化を早め、事後の平常業務に支障を生じる

ことが想定される。そうした場合の補償はどうなるのか。被災地自ずからの対応には限界が

あり、災害救助法の枠組みはあるものの、あらかじめ、ルールを定め、周知しておくことが

必要である。 

また、広域火葬計画を実行性のあるものとするためには、科学的な手法の確立と専門家の

養成が必要であり、これに伴う経費の確保が求められる。 

このような観点から、国の財政的支援など国施策の在り方に関しても提言する。 

 
 


